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はじめに 
 

平川 秀行 ＪＣＭ事務局次長／国際局長 

 

 第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムの実施報告書をお届けします。 

 

 このプログラムには「国際労働運動を各単組や産別で推進できる人材の育成」を目的とし、ＪＣＭ加盟５産別

の皆さんを対象に実施しております。これまで延べ 160 名以上の皆さんがこの研修に参加し、そこで得た経験、

知見を活かしつつ、それぞれの持ち場立場でご活躍いただいております。 

 

 ＪＣＭは、日系企業が各海外事業所で健全な労使関係を構築し、当該国の国民生活の発展に尽くしていくこと

が最終的には日本の労使にとっての利益につながると考えています。そして海外での健全な労使関係を構築する

に当たって、日本の労働組合の果たすべき役割は極めて重要です。 

 

 つまり、日本の本社の労組が海外事業所の労働組合とのネットワークを構築し、「日本の建設的な労使関係の考

え方」や「組合員と組合執行部の『労労関係の充実の必要性とその手法』などを各国の労組に理解浸透させてい

くことを通じ、海外各事業所の労使関係の健全化に日本の労働組合ならではの貢献が出来るし、そうする使命が

あるということです。 

 

 こうした「企業別労組ネットワーク」を構築するためのキーパーソンの育成がこのプログラムの究極の目的で

す。これまでも、この研修の参加者がイニシアチブを取って各の企業の海外事業所労組との交流会を実施し成果

を挙げている事例もいくつかあります。 

 

 さて、今回の海外実地研修先はインドでした。 

 

 数年後には世界一になるといわれている豊かな人口、また、近年では足踏みが見られるものの、著しい経済発

展を受けてインドへの日本の企業の進出が加速しています。しかしながら、日本人にとっては、気候風土や、宗

教を含む文化等、様々な点で日本との相違が大きく、インドの実像を理解するのは容易なことではありません。

外国と日本では「違い」があって当たり前ですが、やはりインドほど圧倒的なある種の距離を感じさせる国はあ

まり他にはないでしょう。 

 

 労働運動や労使関係についても当然、「違い」があるはずであり、政・労・使の様々な立場にある方々との対話

や現場の視察についての本報告書の記載の中から、インドの労働運動・労使関係のあり様がお読み取りいただけ

るものと考えます。 

 

 一方で、「違い」だけではなく、増大する不安定雇用の状況等、労働運動には直面する課題に共通のものもあり、

「違い」を乗り越えて国際的に連帯する意義を再認識させられる実地研修でもありました。 

 

 いずれにしましても、参加者全員で作り上げたこの成果物を各企業労使でご活用いただき、インドを始めとす

る海外での健全な労使関係構築にお役立ていただければ幸いです。 

初めてのインドでの開催でもあり、事務局の想定通りに運ばなかった部分は率直に反省し、かつ、インドという

過酷な環境下、参加者全員が無事に帰国できたことを誇りに思いつつ、ペンを置きます。 

 

 最後に、実地研修でお世話になりました、在インド日本国大使館、インド日本人商工会、インドの各労働組合、

インダストリオール南アジア地域事務所、エスコーツ社、ＪＣＢ社の皆様に厚く感謝申し上げます。大変ありが

とうございました。 
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国内研修１ 

次第 
 

2012年 10月４日（木） 

 

 14：00 主催者挨拶 

  －若 松 英 幸 ＪＣＭ事務局長 

 

 14：10 参加者の紹介と団の確認 

  －自己紹介 

 

 14：45 ＪＣＭ紹介ビデオ 

 

 15：00 ＪＣＭ国際労働研修プログラムの趣旨説明 

  「各産別・企業連・単組において国際労働運動を担い得る人材の養成」 

  ①個人としての能力向上 

  ②組織（産別・企業連・単組）が現地の関連企業労組とのネットワーク構築を 

  推進するための人的繋がりの獲得 

  －平 川 秀 行 ＪＣＭ事務局次長／国際局長 

 

 15：30 休憩 

 

 15：45 インドの労働情勢について 

  －小 島 正 剛 ＪＣＭ顧問 

 

 17：00 渡航に関する諸手続きについて 

 

 17：30 休会 

 

2012年 10月５日（金） 

 

 09：00 今回の訪問組織・研修内容概要 

  －岩 井 伸 哉 ＪＣＭ国際局部長 

 

 09：30 国際労働運動と日本の労働組合の役割について 

  －小 島 正 剛 ＪＣＭ顧問 

 

 10：30 休憩 

 

 10：45 継続 

 

 11：30 役割分担について 

  －自己紹介文・所属組織紹介文について 

  －交流会議報告の作成・報告者 

  －議事メモ作成分担について 

  －感想文について 

 

 12：00 会議終了 
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国際労働研修プログラム－これまでの評価と今後の進め方－ 
 

1. これまでの経緯 

 

日系企業の海外進出が拡大する中、労使紛争も頻発。対応が後手に回る傾向にあった。解決に向けてはＩＭＦ

－ＪＣ本部が主導で対応するも、産別や単組との連携、調整がうまくいかないケースも多かった。（2000 年前後） 

 

また、企業側にも、「海外の労使関係は経営側の専権事項」として労組にタッチさせない傾向があった。 

                       

しかし、Ｔ社のフィリピン子会社の労使紛争が深刻化し、ＩＭＦが介入した際（2005－06年頃）、現地の経営者

と現地労組の間で解決に向けて調整を図ったのは当時のＩＭＦ－ＪＣであった。これを通じて、「紛争が起こった

際のスムーズな解決に向けた産別、単組の役割の重要性」「紛争に至る前に労使で話し合いで解決出来る健全な労

使関係の構築の必要性」がクローズアップ 

 

これに対応すべく、金属労協は「労使紛争未然防止セミナー」を立ち上げ（2007年）、日本の親会社の労使が果

たすべき役割を学ぶ機会を提供するとともに、国際労働運動を担える人材育成の場として「国際労働研修プログ

ラム」を立ち上げた（2008 年）。 

 

尚、これ以外にも各産別独自の国際人材育成スキームはあるが、「海外労使関係の健全化に向けた労組としての

貢献」という観点は薄いのが実態。 

 ＜参考：各組織既存の国際研修スキーム＞ 

 電機連合：海外研修制度 

 基幹労連等：米国ハーバード大学労働講座受講＋米国の産別組合での OJT 

 ＪＩＬＡＦ：国際活動家養成コース（約８ヶ月／毎週）                     等 

 

２．国際労働研修プログラムのこれまでの評価 

 

（１）実績 

 

 ①マレーシア・タイ（2008年春） 

 ②フィリピン（2009年秋） 

 ③インドネシア（2010年春）  

  ※これ以降多国籍企業労働組合ネットワーク対応人材育成急務につき、２回／年に変更 

 ④ベトナム（2010年秋） 

 ⑤タイ（2011年春） 

 ⑥インドネシア（2011年秋） 

  ※これ以降、ＩＭＦ－ＪＣ会費値下げに伴う対応として１回／年に 

 ⑦インド（2012年秋：予定） 

 

（２）評価 

 

各国の日本大使館、日本人商工会議所とのセッションを経た後に各国の金属労組との「労使関係」「組合員との

関係」に関するセッションの実施、日系工場見学を通じた実践面での学び、さらには米国労組系支援組織との意

見交換等を通じ、参加者には当該国の労使関係について理解を深め人脈形成を行う機会を提供できた。 

 

何人かの参加者は、この研修を通じて出来た現地労組との繋がりを発展させ、国際労組間交流を行い、日本の

労組の立場で現地の労使関係改善に寄与している。 

 

＜研修後の具体的アクションの事例＞ 

 オムロン労組・・・インドネシア労組、中国労組、マレーシア労組との定期協議立ち上げ（2010年～） 

 日本発条労組・・・タイ労組との定期的意情報交換等連携強化（2011年～） 

 全トヨタ労連・・・・グループのインドネシア子会社労組との協議実施（2012 年） 

 ＯＫＩグループ連合・・在タイ事業所へのグループとしての訪問、労組交流実施（2012年） 

 

これらのアクションを起こした参加者の役職は単組の委員長、副委員長、労連の国際担当であり、得た知見を

すぐに実行出来る立場、役割にあったといえる。 
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ＪＣＭ本部としても、過去に実施していた各国労働事情調査団よりもより多面的で密度の濃い情報収集と各国

労組、大使館、商工会議所との人脈形成が出来、その後の労使紛争のスムーズな対応につながっている。また、「各

国で過激な運動を煽っている」とされる米系支援組織とも胸襟を開いて対話を行い、相互理解を深めることが出

来た。 

 

一方で、参加者の中には、研修の目的と本人の役割が合致しないケースが散見。本人の見識を広めることには

つながっているとは思われるが本来目的とは合致せず。 

 

毎回実地研修先を変えているので、継続参加すれば各国の労使関係の理解や人脈形成にこれ以上ない機会とな

るが、実際に続けて同じ人を出すケースはこれまでは無し。 

 

年に１回の研修実施（20－25 名参加）では人材育成機会不十分。また、ＪＣＭ本部としても調査目的の出張が

不可能な現下の状況にあって、各組織との人脈、情報のアップデートは本来のＪＣＭが果たす役割を全うするた

めにもこの頻度では不十分。 

 

「国際会議でしかるべき役割を果たせる女性役員の育成」にも好適なプログラムであるが、過去の参加者は各

回で１名いるかどうか。女性比率は５％以下に止まっており、女性参画中期目標を大幅に下回っている。 

 

３．2013年以降の国際研修プログラム（案） 

 

（１）基本的考え方 

 

前述の評価を踏まえ、国際研修プログラムを２回／年の開催とする。 

 

尚、費用負担は組織検討委員会の議論を踏まえ、通訳、会場費等、JC 本部主催者の旅費等を共  有費と位置

づけ、各参加者派遣組織の負担とする。（ＪＣＭ本部予算増にはならない） 

 

参加者の要件をこれまで以上に明確にし、研修成果を各参加者の研修後の実践を通じ最大化する。参加者の要

件は、「①各産別の国際担当者」「②単組で国際分野を担う者（三役、国際担当等）」、あるいは「③今後国際面を

担う計画がある者」とする。 

 

インダストリオールの女性参画目標を反映させた新女性参画中期計画を踏まえ、国際会議でしかるべき対応が

出来る女性の早期育成は急務。国際労働研修プログラムでもこの課題に対応すべく、全電線を除く 4 産別で女性

参加者を輪番で出すこととし、毎回最低２人の女性参加者を確保する。また全電線も、女性参加者を早急に出せ

るよう対策を講じる。 

 

（２）今後４年間の実施イメージ（案） 

 

 

2012年 秋 インド（女性：自動車・ＪＡＭ） 2013年 春 タイ（女性：電機・基幹）→延期 

2013年 秋 マレーシア（女性：自動車・ＪＡＭ） 

   タイ（女性：電機・基幹） 

2014年 春 インドネシア（女性：電機・基幹） 

 →中止 

2014年 秋 タイ（女性：自動車・ＪＡＭ） 

  フィリピンを予定（女性：自動車・ＪＡＭ） 

2015年 春 フィリピン（女性：電機・基幹） 

2015年 秋 インドネシア（女性：自動車・ＪＡＭ） 2016年 春 ベトナム（女性：電機・基幹） 

＊その後の調整で、2013年春は秋に延期、2014年春は実施中止となった。2014年秋の実地研修先はフィリピンの

予定。 

 

日系企業が多数進出し、労使紛争も多いタイ、インドネシアで隔年実施。その他４ヵ国は４年間かけて一通り

回し、人脈と情報のアップデートを図る。 

 

各産別の国際担当者が４年間継続して参加することで、国際労働運動推進に必要な人脈、知識、運営スキル等

を身につけることも可能。 
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「インドの労働情勢について」 

ＪＣＭ顧問 小 島 正 剛 

 

レジュメ 
 

はじめに  （インドの置かれた地域の状況を見る） 

 

第Ｉ部  アジア・太平洋地域のランドスケープ： (労働運動の背景) 

      

1.1.  多様性： 

 

 アジア・太平洋地域の多様性：異なる歴史・社会・政治・文化・宗教・風俗習慣をもつ国ぐにが、モザイク状

に共存する地域。政治的には社会主義国が３ヵ国－中国、ベトナム、ラオス；ＩＬＯ未加盟の王国ブルネイ；事

実上の軍事独裁体制・遅い民主化のビルマ（ミャンマー）；独裁時代の負の遺産を引き継ぎ、しかし民主化のフィ

リピン、台湾など；独裁を倒し民主化・経済成長の韓国；最大級のイスラム国家・民主化途上のインドネシア；

事実上の一党独裁国家シンガポール；南アジアには、最大の民主国家インドや、同じ文化圏のパキスタン、スリ

ランカなど。 

 

・異なる経済発展段階－1人当たり名目ＧＤＰ 

20,000ドル超： 日本（45,920ドル）・韓国（22,777ドル）・シンガポール（49,270ドル）・オーストラリア（65,477

ドル）ニュージーランド（36,648 ドル）、香港（34,048 ドル）、台湾（20,100 ドル）など先

進国・地域 

5,000ドル超 マレーシア（9,699ドル）、中国（5,413 ドル）、タイ（5,934ドル）など 

3,000ドル超 トンガ（4,220ドル）、フィジー（3,964 ドル）、東チモール（3,949ドル）、インドネシア（3,797

ドル）、モンゴル（3,042ドル） 

3,000ドル未満 スリランカ（2,879ドル）、フィリピン（2,223ドル）、ブータン（2,121 ドル）、インド（1,388

ドル、購買力平価 3,690ドル）、ベトナム（1,374ドル）、ラオス（1,203ドル）、パキスタン

（1,201 ドル） 

1,000ドル未満 カンボジア(851ドル)、ビルマ（831ドル）、バングラデシュ（678 ドル）、ネパール（652 ド

ル）など発展途上国。 

（「世界経済」2011年） 

 

・経済発展とともに労組の賃上げ要求強まる－一部にストの連鎖も－賃金は上昇傾向。 

 

・（世界的な社会格差：世界の最貧人口の３分の２はアジア太平洋地域に）。 

 

1.2. 歴史的経緯： 

 

 戦後、植民地から解放。一部諸国では、労働運動は植民地解放・独立闘争に参画。第 2 次世界大戦後、権威主

義的体制・開発独裁体制の登場で、再び抑圧され、または民主化運動で一部過激化の経緯。労組は開発・外資導

入の障害、との見方が政府・経営者に。組合が政党の勢力下に置かれるケースも。一部の国は遅れてきた民主化

と、同時に来たグローバル化の波のもとで。 

 

－「アジア的価値観・思考・文化」とは：かつて一部の強権・権威主義的政府はＩＬＯ基準など普遍的価値の受

容を拒否する「煙幕」に利用。ヨーロッパ中心主義への批判も－一部労組にも。いま「アジア的」価値観とは。 

 

1.3. 労働法を見る視点： 

 

 一部の諸国では権威主義的体制・開発独裁体制のもとで労働法は労働者保護よりは治安、労働者統制の一環、

または疑似開発法として整備された経緯も－中核的労働基準の規制強化(外資導入の誘導策)－一部諸国では治安

上、個別的労働関係に力点（個別労働条件の整備）、他方集団的労使関係を規制－経済開発優先で、労働者福祉を

下位に。労働運動の発展を阻害（かつての韓国の例：「先建設・後分配」政策など）－社会の民主化要求と労働法

の変遷。 

 

1.4. 労働運動の阻害事例： 
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 ＩＴＵＣ『人権と労働組合基本権侵害に関する年次報告－2012年』の指摘。（6月に発刊）（後述） 

 

1.5. 深まる域内相互依存関係： 

 

 貿易・投資の拡大（とくに近年中国、ベトナムなどへ）と地域統合－（近未来にＥＵ域内貿易を上回るとの推

測）。―マルチ・バイのＦＴＡ、ＥＰＡ（ＡＳＥＡＮレベル、二国間）。求められる持続可能な経済成長。東アジ

ア共同体構想。近年、環太平洋パートナーシップ協定ＴＰＰ交渉－労働基本権の行方は？ 

 

1.6. 富の分配・再分配システムの未整備： 

 

 脆弱な労使自治の原則。団体交渉方式の未整備、ソーシャル・セーフティ・ネットの不備（無保険状況）、など。 

 

1.7. 各国労組の特徴点（マイナス要素） 

 

－一般論として： 社会主義３ヵ国（共産党支配下）を除き、低い組織率；政党別に系列化したナショナル・セ

ンターが複数分立して対立・競合（インド、インドネシア、カンボジア、フィリピンなど）；指導層と組合員との

乖離；一般的に組織力・財政力が脆弱；活動範囲が調査・研究活動に及ばず、産業政策形成能力に難点；プロフ

ェショナリズムの欠如；政府や経営者団体との対話・交渉も、オルタナティヴな政策提示を含めて、説得力ある

ものに成りがたい；一党独裁的な体制下で十分な自立不可能（シンガポール）；規制的労働法制下で組織のあり方

に制約、政治活動は禁止（マレーシア）；概して親資本・保守系政権の下で活動；組織の内部対立や労労対立、な

ど。労組はエリート集団との印象も。インフォーマル・セクターの組織化は実現せず、一部ＮＧＯの草刈場に。 

 

1.8． 中核的労働基準の現状を見る 

 

（参考）ＩＴＵＣ『人権と労働組合基本権の侵害に関する年次報告 2011年』（2011年６月ＩＬＯ総会時発刊）（143

ヵ国対象） 

 

1.8.1.  国際労働機関ＩＬＯと国際労働基準 

 

－ＩＬＯ「フィラデルフィア宣言」（ＩＬＯの目的に関する宣言）、1944 年。四つの基本原則の再確認（政労使三

者による国際的合意・確認） 

（１）労働は商品ではない。 

（２）表現と結社の自由は、不断の進歩のために欠くことが出来ない。 

（３）世界のどこの片隅にも貧困があれば、それは全体の繁栄を脅かす。 

（４）欠乏に対する闘いは、（中略）労働者および使用者の代表が、政府の代表と同等の地位において遂行する。 

 

1.8.2.   「労働組合基本権」の普遍性 Universality と不可分性 Indivisibility。  

 

－ＩＬＯの「中核的労働基準」Core Labour Standards, ＣＬＳ「４分野８条約」。 

 ・第 87号条約  結社の自由・団結権擁護（1948年） 

 ・第 98号条約  団結権・団体交渉権（1949年） 

 ・第 29号条約  強制労働（1930年） 

 ・第 105号条約  強制労働の禁止（1957年） 

 ・第 100号条約  所得平等（同一価値労働同一賃金）（1951年） 

 ・第 111号条約  差別（雇用・職業上の処遇平等）（1958年） 

 ・第 138号条約  就業最低年限（1973年） 

 ・第 182号条約  児童労働の禁止（1999年） 

 

・「労働における基本原則と権利に関するＩＬＯの宣言」＆「フォローアップ」（1998年） 

 

・「ディーセント・ワーク Decent Work の確立に向けて」（働きがいのある人間らしい仕事）（1999 年ＩＬＯ総会、

ソマビア事務局長提言）の取り組み（cf. ８ページ）。 

 

1.8.3.   アジア太平洋地域の基本権をめぐる特徴： 

 

（１）中核的労働基準はいまだ確立できず。正当かつ普通の組合活動をしただけの理由 で多数の活動家が解雇
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され、または拘留されている。殺害された活動家は 76人。 

（２）普通の組合活動に従事するのに最も危険な地域はラテン・アメリカで、コロンビアが最悪：殺害された活

動家は年間 29人）（06年がピーク）。アジアでは８人が殺害された。フィリピンではジャーナリスト・マスメディ

ア関係者の被害が多く、犯罪捜査は遅々として進まない。 

（３）多くの国がＩＬＯ基準を満たさず、基本条約を批准していても遵守されないケースが多い。（インドネシア

など）（オーストラリアでさえ、職場関係改善法（2006）で基本権が規制された経験がある。 

 

1.8.4. 国別の状況（あえて特徴のある諸国）－参考 

 

ビルマ： 

 

（１）中核的労働条約（批准）：29、87 

 

（２）法規上の労働組合権：法制度そのものが不明確。イギリス時代の旧法と、現軍事政権以前の法、および軍

事政権の政令とが結合。法システムは軍指令もしくは有力軍人のビヘイビアが優先。（1926 年労組法：50 人以上

で組合結成。1964年法：基本権・労働者の責任規定。両方共存） 

 

・憲法（1974 年施行、1988 年停止）が理論上団結権を規定。軍部は憲法不在のためＩＬＯ第 87 号条約に沿う組

合結成は不可能と説明（2004 年ＩＬＯへの書簡）。 

 

・単一組合制度：1964年法、労働者組織と労働者代表制を規定（1976年改定）－ＩＬＯ条約（結社の自由）違反：

単一組合制度を規定。 

 

・1929年労働争議法（1966 年改定）：結社の自由に違反。首相権限絶大だが、いまだ有効かは不明。 

 

・軍部の指令・布告が結社の自由をさらに規制。 

 

（３）労働組合権の実態： 

 

・法に係わりなく、労働条件改善に取り組む労働者は、当局の脅迫・暴力・禁固・殺害などに遭う。 

 

・2012年まで労働組合を許容せず。 

 

・政府が意のままの団体：組合連帯開発協会 USDA：1993 年、軍部により強制的に作られた労働者・市民の団体。

公称 1,300万人。軍部の補助団体とも。ビルマ人海員を監視するため、ミャンマー外航船員協会ＭＯＳＡを設置・

監督。外航海員はＭＯＳＡ加盟を強制され、就労許可料の拠出を強制される。反政府指導者の出現を抑制するべ

く、拘留・拷問で脅迫。 

 

・当局が設置の「労働者委員会」：2004年 7月、政府は 100人以上の工場全てに「労働者監督委員会 WSC」の設置

を指令。労働者の要求・苦情を統制、自治体レベルの WSCを活用。 

 

・ビルマ労働組合連盟ＦＴＵＢ、亡命。地下活動：1991年結成以来、ＦＴＵＢは亡命・地下活動を余儀なくさる。

タイ在住の 150 万ビルマ人労働者の声を代表。ビルマ国内でも主要な都市部や産業に地下組合活動を維持。強制

労働を含む労働者基本権の侵害情報を収集、ＩＴＵＣやＩＬＯと情報交換。政府はＦＴＵＢを攻撃し、テロ組織

と糾弾。2005年 8月 28日、ＳＰＤＣ自治大臣は通達 2005 第３号を発し、「ＦＴＵＢ、その組合員、そのた関係す

るグループおよび個人」は、ビルマにとって脅威であり、非合法団体法第 15 条（2）項の定める非合法団体と公

式に言明。「2012年にいたり、労組の禁止解除へ」。 

 

（４）国際連帯の中で   

 

（５）その他：若干のコメント 

                   3 

マレーシア： 

 

（１）ＩＬＯ中核的労働条約（批准）：29、98、100、138、182 

 

（２）労働法制： 
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（２）－１．「1955年雇用法 Employment Act 1955, EA 1955」（個別労使関係）－所管：人的労働資源省労働局Ｌ

Ｄ－労働裁判所ＬＣ 

 

（２）－２．「1967 年労使関係法 Industrial Relations Act 1967, IRA 1967」（集団的労使関係）－所管：人的

資源省労使関係局ＩＲＤ－労使関係裁判所ＩＣ 

 

（２）－３．「1959 年労働組合法 Trade Union Act 1959, TUA 1959」－所管：人的労働資源省労働組合局ＴＵＤ

（労組局長ＧＤＴＵ、権限絶大）－紛争最終処理は人的資源相。 

 

（２）－４．「労働関係法」の包含する問題点について 

 

（３）労使関係システム： 

 

（３）－１．全国中央労働団体： 

 

「マレーシア労働組合会議ＭＴＵＣ」（50万人） 

 

「官公サービス労組会議ＣＵＥＰＣＳ」(15万人) 

 

（３）－２．全国中央使用者団体： 

 

「マレーシア経営者連盟ＭＥＦ」(3,500社、14業種別団体) 

（「マレーシア日本人商工会議所ＪＡＣＴＩＭ」574社） 

 

（３）－３．労使利害関係の調整システム： 

 

・団体交渉（対角線型多し）－労使紛争処理機関－ストライキ－ロックアウト。 

 

（４）ソーシャル・ダイアログ（三者構成協議会など）：全国労働諮問評議会ＮＬＡＣ;全国経済行動評議会ＮＥ

ＡＣ; 全国経済諮問評議会ＮＥＣＣなど。 

 

（５） 1975年労使協調行動規範 

 

（６） ＭＴＵＣによる対政府「メモランダム」提起（政策・要求提言と対話） 

 

（７）最近の労使関係の動向： 

 

（７）－１．労使関係の一般動向：低いストライキ発生数、高い苦情処理申請数） 

 

（７）－２．労使紛争の動向と特徴（組織化問題など）：（含若干の事例） 

 

（７）－３．エレクトロニクス産業の組織化問題： 

 

（７）－４．日系企業における労使紛争の課題： 

 

（７）－５．その他（ルックイースト・ポリシーなど）： 

 

（８）その他：若干のコメント 

 

タ  イ： 

 

（１）ＩＬＯ中核的労働条約（批准）：29、100、105、138、182 

 

（２）労働法制： 

 

（２）－１．「1956年労働法」の意味 
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（２）－２．「1965年労働争議調整法」（1966年施行） 

 

（２）－３．「1972革命団布告第 103号」公布（この布告のうち「労働保護に関する内務省告示」が「協会」の名

称で組合認知） 

 

（２）－４．「1975年労働関係法ＬＲＡ」公布（現行法。1976年クーデターでスト禁止、（1981年１月まで） 

 

（２）－５．「1991年国営企業労使関係法」：国営企業部門の集団的労使関係を民間から切り離す 

 

（２）－６．「1998年労働保護法ＬＰＡ」（「1972年労働保護に関する内務省告示」 
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「国際労働運動と日本の労働組合の役割」 

ＪＣＭ顧問 小 島 正 剛 

 

レジュメ 
 

I  はじめに 

 

第１部  国際労働運動について 

 

１ はじめに 

 

1.1 「国際 international」とは：－用語・国際的 International の登場： 

Jeremy Bentham, Introduction to the Principle of Morals and Legislation, 1789, London. ジェレミー・

ベンタム、「道徳および立法の諸原理序説」1789 年で論述（ベンタム：1748－1832 年。英国の哲学者・法学者）。 

International Jurisprudence（国際法原理）として。 

21世紀：International から Globalへ 

 

1.2 「国際労働運動を、歴史的視点から見る」（縦軸）： 

－ E. H. Carr： 「歴史とは現在と過去との無限の対話である・・・」 

（E. H. Carr, What is History?, 1961；Ｅ・Ｈ・カー著清水幾太郎訳「歴史とは何か」岩波新書青版 447‐第 1

刷 1962年、第 62刷 2002年） 

 

1.3 「国際労働運動を、水平的領域・空間で見る」（横軸）： 

－ 現代の国際労働運動を分析する： 現状と課題、将来展望・・・ 

 

2. 国際労働運動の歴史的展開（付属資料‐I 参照） 

 

3. 現代国際労働運動の展開：社会正義・経済正義・平和を求めて 

―運動の基盤としての共通認識：  

 

①ＩＬＯ「フィラデルフィア宣言」（ＩＬＯの目的に関する宣言）、1944年：四つの基本原則の再確認：（政労使三

者の国際的合意・確認）： 

・労働は商品ではない。 

・表現と結社の自由は、不断の進歩のために欠くことができない。 

・世界のどこの片隅にでも貧困があれば、それは全体の繁栄を脅かす。 

・欠乏に対する闘いは、（中略）労働者および使用者の代表者が、政府の代表と同等の地位において遂行する。 

②ＩＬＯ中核的労働基準 Core Labour Standards, CLS（中核的労働条約）の確立・遵守 

 

3.1 国際労働運動を取り巻く環境：労働運動の視点（順不同） 

― 経済・資本のグローバリゼーション（誘因：規制緩和・ＩＣＴ・輸送手段―ひとつのグローバル・マーケッ

ト創出・先導する多国籍企業・超国家企業）― ネオ=リベラリズムの徘徊（ＩＭＦ/WB: 新自由主義的政策、経済

的社会的規制緩和・民営化、社会保障制度の劣化、労働市場の弾力化、貿易・資本移動の自由化、緊縮政策） 

― 社会的次元 Social Dimension の軽視（社会進歩：労働組合基本権・人権、ソーシャル・セーフティ・ネット、

社会的インフラ整備、などの遅れ）－二極分化の方向性―加えて環 

― グローバル市場の最低ルール（中核的労働基準ＣＬＳ）の欠如―ＷＴＯ、ＦＴＡなど、貿易・投資協定・・・

近年、環太平洋パートナーシップ協定ＴＰＰ交渉 

― メガ=コンペティション―Race to the bottom（底辺への競争）、産業構造の劇的変革－労働市場の弾力化：

雇用形態の多様化・不安定雇用の拡大－ジェンダーイッシュー（性差別問題）・年齢差別・アウトソーシング―雇

用中心の社会福祉政策の可能性は？ 

― 富の分配・再分配メカニズムの不備（基本的労働組合権の侵害、とりわけアジアでは、エッセンシャル・サ

ービス部門の労働基本権の規制、公務部門の権利規制、自由貿易加工区ＦＴＺ／ＥＰＺにおける労組結成禁止な

ど、労働行政上の権利規制が深刻。ソーシャル・セーフティ・ネットの不備。税制の不公正）―不透明なソーシ

ャル・ミニマム構想―格差拡大へ 

― 個別的利益重視 Indivisualism 対 集団的利益重視 Collectivism の角逐 

― 発展途上国：権威主義的政権・開発独裁と、民主化勢力とのせめぎ合い。または遅れてやってきた民主化と、

グローバリゼーションの波（シンクロ）－開かれた地域主義：アジア共通の家・東アジア共同体の構想の出現―
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世界の工場、世界の市場―「中国」の存在 

 

3.2 二極分化へ向かう状況（グローバル化の負の局面） 

 

3.2.1 貧困・格差問題 

― ＷＢ報告「1980－1990 年代の経済成長と貧困の関係」（2000年） 

（結論）：“グローバリゼーションでも、貧困は減らず。” 

― 国連ミレニアム開発目標ＭＤＧｓ（2015年までに世界の貧困 50％削減などを目標）は可能か？―世界開発フ

ォーラムＷＤＦの論議 

 

3.2.2 もうひとつの視点：南北問題、そして南南問題の発生へ 

― 冷戦構造終焉で南北問題めぐる環境変化―社会主義挫折（80 年代以降の政治民主化、経済自由化の流れに抗

しきれず）―東側諸国解体が南の国家運営にもインパクト（未来の選択肢狭められる）―非同盟中立主義理念の

終焉―中東欧に民族対立表面化、少数民族の権利意識高揚 

― ＯＰＥＣ石油収支蓄積、ＮＩＥＳ輸出拡大―南の内部における経済格差の拡大、南北問題の陳腐化―「南南

問題」の発生 

― 南の最貧国の開発問題の認識「後発発展途上国 Least Less Developed Countries, ＬＬＤＣ」の存在―72年

第３回ＵＮＣＴＡＤ総会、ＬＬＣＤ特別措置決議      

― 1974年国連特別総会、「新国際経済秩序ＮＩＥＯ宣言」。同特別総会、「石油危機の影響を最も強く受けた発展

途上国 Most Seriously Affected Countries, ＭＳＡＣ」アフリカ中心に 32 ヵ国認定、75 年 42 ヵ国認定（総計

10億 3000万人、南総人口の約 50％―累積債務問題の発生 

 

3.2.3 国家と民族と宗教の問題：社会改革阻害要因か―南の諸国における国家と民族との対立―民族間の対立―

国民国家形成の困難性― 

 

3.2.4 米国発金融メルトダウン（リーマン・ショック）と実体経済へのインパクト：                    

世界同時不況、---欧州財務危機の発生 

 

3.3  国際場裡における主要なロール・プレーヤー 

 

3.2.1  労働団体：グローバル・ユニオンズ Global Unions, GUs（注） 

－国際労組総連合ＩＴＵＣ ; グローバル・ユニオン・フェデレーションＧＵＦ ;および、ＯＥＣＤ労組諮問委

員会ＴＵＡＣで構成するコモン・フロント 

（注）ＩＴＵＣが全国中央労働団体の国際組織とするなら、ＧＵＦは産業別労組レベルの国際連帯組織。ＯＥＣ

Ｄ－ＴＵＡＣは、ＯＥＣＤ加盟国労組で構成する労組側の諮問機関。これら３者の共同戦線 common front をグロ

ーバル・ユニオンズと呼称。これに欧州労連ＥＴＵＣが加わることあり。 

 

3.2.2 使用者団体：国際使用者連盟ＩＯＥ、アジア太平洋使用者連盟ＣＡＰＥ、欧州使用者連盟ＵＮＩＣＥ、な

ど 

 

3.3.3 政府間機関：ＩＬＯ、ＯＥＣＤ、ＷＢ、ＩＭＦ、ＷＴＯ、ＵＮＩＤＯ・・・ 

 

3.3.4 ＮＧＯｓ：アムネスティ・インターナショナルＡＩ、国際労組権センターＩＣＴＵＲ、など 

 

自立した労働運動を支える基盤―普遍的価値 universal value 国際労働機関ＩＬＯの国際労働基準、とくに中核

的労働基準 core labour standards, cls : (4 分野８条約) 

団結権 第 87号 結社の自由・団結権擁護（1948年） 

 第 98号 団結権・団体交渉権（1949年） 

強制労働 第 29号 強制労働（1930年） 

 第 105号 強制労働の廃止（1957年） 

処遇平等 第 100号 所得平等（1951年） 

 第 111号 差別（雇用・職業）（1958年） 

児童労働 第 138号 就業最低年限（1973年） 

 第 182号 児童労働の禁止（1999年） 

・「労働における基本原則および権利に関するＩＬＯ宣言」および「フォローアップ」（1998年） 

・（ ディーセント・ワーク Decent Work の推進） 
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3.4 グローバル・ユニオン・フェデレーションＧＵＦ の活動展開 

（注）「ＩＭＦアクション・プログラム」「インダストリオール・アクション・プラン」参照 

－多彩なＧＵＦ９組織の任務と行動方式 

 

3.4.1 共通する三つの柱： 

（１）世界的な連帯の推進 

（２）人権・労働組合権の確立・強化 

（３）経済的・社会的正義の実現 

 

3.4.2 共通する行動方式 

（１）加盟組合の擁護・支援・連帯・ネットワーキング 

（２）社会的拮抗勢力の構築（代表性） 

（３）特定の問題に対する世論喚起（キャンペーン） 

（４）国際的影響力の最大限の行使（国際機関対策など）（代表制） 

（５）情報交換・調査分析・発信 

（６）同盟勢力の形成など 

 

3.4.3 ＧＵＦの行動方式（順不同） 

（１）代表性 representation：ＮＧＯまたは諮問団体として国際機関に対する公式・非公式の提言・協議・影響

力（ＩＬＯ、ＵＮ社会経済評議会、ＯＥＣＤ、ＷＢ、ＩＭＦ、ＷＨＯなど）－機構改革提言も。加えて、ＥＩは

ＵＮＥＳＣＯの諮問を受け、ＩＭＦはＵＮＩＤＯなどとのチャネルを持つ、など。―社会的拮抗勢力としての機

能 

（２）情報・調査分析・発信：情報収集・多国籍企業データバンク。ＩＣＴネットワーク。機関誌・紙またはテ

ーマ別資料の発刊。例：前ＩＭＦ－METAL WORLD、「労働時間の購買力比較」など、前ＩＣＥＦ－ICEM Global、IFBWW

－Education News、ＩＴＦ－業種別ニュースレター、ＵＮＩ－Solidarity & Campaign’s Bulletin、ＰＳＩ－各

種政策シリーズ、など・・ 

（３）国際連帯行動：加盟組合・組合員の関与する紛争への多様な連帯行動。関連情報収集、抗議文・書簡・フ

ァクス・Ｅメールの発信、連帯メッセージの発信、多国籍企業の場合には本社・在外事業所へのロビー活動、当

該海外事業所における支援行動・残業拒否、デモ・抗議行動の組織、世論喚起、製品ボイコット。 

・（前ＩＭＦ－国際連帯デー各国で組織（03年 3月 28日）、拘留中の韓国金属労連幹部釈放へ。南ア金属労組幹部

の死刑撤回・釈放（アパルトヘイト時代）など）。 

（４）労働組合権を巡る国際連帯行動：当該組合員、組合支援の行動―当該国、当該経営者、国際機関へのアピ

ール。複数ＧＵＦが‘緊急アクション・アピール’設置、共同行動－資金協力、調査活動、ＧＵＦ、ＩＣＦＴＵ、

ＯＥＣＤ－ＴＵＡＣ、アムネスティ・インターナショナル、開発援助機関、マスメディア等の動員。（ＩＬＯ結社

の自由委員会、ＯＥＣＤ社会経済委員会・・） 

（５）キャンペーン： 多様なキャンペーン展開。労働組合権、児童労働問題、ジェンダーの問題など、加盟組

合に係わるテーマ。 

・ＥＩ－‘教育のためのグローバル・キャンペーン’、各国政府に教育普及を要請。ＵＮＥＳＣＯと共催で年次「世

界教員デー」。 

・ＩＴＦ－「便宜置籍船ＦＯＣ」反対キャンペーン、など。 

・（前ＩＴＧＬＷＦ－「マキラ」組織化・教育キャンペーン、など）。 

・ＩＦＪ－ジャーナリスト安全キャンペーン。「ジャーナリズムの安全に関する行動規範」策定。 

・ＩＦＢＷＷ－「労働者メモリアル・デー」（4月 28日）－女性の権利・児童労働の廃絶、など。 

（６）教育・訓練： とくに発展途上国対象の多様な教育・訓練プロジェクト―組合建設・強化の用具。加盟組

織や地域組織・地域事務所、ドナー組織との連携。 

（７）国際使用者団体との協定締結： 世界レベルのソーシャル・ダイアログの展開。 

・ＩＴＦ－国際海事使用者連盟ＩＭＥＣとの「国際賃金・労働条件協定」締結（2000年。43ヵ国 60,000人対象） 

・前ＩＣＥＭ－国際塩業協議会 WCCとの「共同声明」採択（1998年）、社会的・経済的・環境的に持続可能な生産、

雇用の長期安定で合意。 

・ＩＵＦ－国際たばこ生産者連盟ＩＴＧＡとの「共同声明」採択（1999年）、児童労働の廃絶、農業生産の最善慣

行、国際的雇用基準、労働者の権利を認知。 

（８）多国籍企業（超国家企業 TNC）対策－ 

・「ＴＮＣ労組ネットワーキング」構築（連帯行動） 

・「国際枠組み協定ＩＦＡ」（インダストリオールでは「グローバル枠組み協定ＧＦＡ」）の締結：「国連のグロー

バル・コンパクト」、「ＯＥＣＤ多国籍企業ガイドライン」、「ＩＬＯ三者宣言」等の推進に加え、最善と考えるＩ

ＦＡ締結を促進：（持続的成長・中核的労働基準・環境重視・モニタリングシステムなどを骨子とする労使 win-win
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の協定）。 

 ・前ＩＭＦ＊－(i) インデシット（元メルローニ・エレトロドメスティチ）、(ii) フォルクスワーゲン、(iii) ダ

イムラークライスラー、(iv) レオーニ、(v)ＧＥＡ、 (vi) ＳＫＦ、(vii) ラインメタル、(viii) ボッシュ、(ix)

プリム、(x) ルノー、(xi) ＢＭＷ、(xii) ＥＡＤＳ、（xiii）レフリング、(xiv) アルセロール、（xv）ＰＳＡ

プジョー、（xvi）ブルネル、（xvii）ウミコール、（xviii）ヴァルレク、（xix）アケルＡＳＡ、など 

・ＩＵＦ －(i) アコール、(ii) ダノン、(iii) チキータ、(iv) フォンテッラ、(v)クラブ・メディタラネーな

ど 

・前ＩＣＥＭ＊ －(i)スタットオイル、(ii)エンデサ、(iii)ノルスケ・スコグ、(iv) アングロ・ゴールド、(v) 

エニ、(vi) ＳＣＡ、(vii) ルクオイルなど 

・ＩＦＢＷＷ－(i) ファーバー・カステル、(ii) ホフティーフ、(iii) スカンスカ、(iv) バラスト・ネダム、

(v) ＣＩＣＡ、(vi) ＩＫＥＡ、(vii) インプレジロなど 

・ＵＮＩ－(i) カルフール、(ii) ＯＴＥテレコム、(iii) テレフォニカ、(iv) I S S、(v) へネス＆モーリッツ

(Ｈ＆Ｍ) 

・前ＩＴＧＬＷＦ＊－(i) トリンプなど 

＊（備考）ＩＭＦ、ＩＣＥＭ、ＩＴＧＬＷＦの統合により、それぞれのＧＵＦの労働側当事者はインダストリオ

ールとなる。 

 

（９）その他・ＧＵＦ地域組織の活動 

 

3.5  国際労組総連合ＩＴＵＣの活動展開 

 

3.5.1 基本的性格：自由にして民主的（あらゆる権力からの自由―政党・政府・使用者・宗教からの自由/ 組

織運営の原則：役員選挙を含む民主的手法の徹底） 

 

3.5.2 共同戦線：グローバル・ユニオンズ―ＧＵＦおよびＯＥＣＤ－ＴＵＡＣと共に 

 

3.5.3 広範な活動領域： ソーシャル・ダイアログ促進による改革提言・見解表明―ＩＭＦ;  ＷＢ;  ＷＴＯ;  

ＯＥＣＤなど国際機関； およびＧ７／Ｇ８サミット（近年Ｇ20も）；ＡＰＥＣ、 ＡＣＥＭなど政府間会合； Ｉ

ＬＯ対策 

 

3.5.4 当面する課題： 公正な分配を可能にするシステムの実現に向けて― 

（１）公正な貿易・投資ルールの確立・実施（ＷＴＯ、ＦＴＡ・ＥＰＡへの中核的労働基準ＣＬＳ 重視の条項） 

（２）多国籍企業の公正な行動を求める規制（ＯＥＣＤガイドライン、ＩＬＯ三者宣言の適用、グローバル枠組

み協定ＧＦＡの締結に向けて） 

（３）国連ミレニアム開発目標ＭＤＧｓの達成 

（４）ＩＬＯのディーセント・ワークの促進、など 

 

3.5.5 日本で初のＩＣＦＴＵ (ＩＴＵＣの前身) の世界大会（2004年 12月５－10日、宮崎） 

テーマ「連帯のグローバル化―将来のためのグローバルな労働運動の建設」 

－Making Solidarity work：国内労働運動と国際労働運動のつなぎ目のない政策的連携・連帯 

－国際労働運動の戦線統一を方向付け：国際労連 WCLとの組織統合(含未加盟組織) 

－グローバル・ユニオンズ協議会 Council of Global Unions, CGU 設立へ。 

 

3.5.6 国際労働組合総連合 International Trade Union Confederation, ITUC.の結成－国際労働戦線の統一（Ｉ

ＣＦＴＵ、ＷＣＬが解散。国際組織未加盟の８ヵ国ナショナル・センターも加盟：コロンビアＣＵＴ、アンゴラ

ＵＷＴＡ－ＣＳ、アルゼンチンＣＴＡ、マダガスカルＦＩＳＥＭＡ、フランスＣＧＴ、ポーランドＯＰＺＺ、ナ

イジェリアＴＵＣ－Ｎ、ネパールＧＥＦＯＮＴ）(日本からは連合が加盟) 

－結成：2006年 11月 1日、ウィーン。154ヵ国、306組織、1億 6800 万人 

 

3.5.7 ＩＴＵＣアジア太平洋地域組織ＡＰの活動 

先行組織・ＩＣＦＴＵ－ＡＰＲＯの活動：ＩＣＦＴＵ－ＡＰＲＯ「最低要求憲章」、「民主的発展のための社会憲

章」など。 

－アジア経済危機（1997－98 年）への対応：国際金融機関ＩＦＩとの対話、ソーシャル・セーフティ・ネットＳ

ＳＮ確立への取り組み、など。（ＡＰＥＣ対策－ＩＣＦＴＵ－ＡＰＲＯ（現ＩＴＵＣ－ＡＰ）主導のアジア太平洋

労働ネットワークＡＰＬＮ活動例：－ＡＰＥＣサミット（2004 年 11 月 20－21 日、サンチアゴ）対策声明提起－

Ｒ・ラゴス大統領経由（中国総工会のオブ参加あり） 
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3.6 ＯＥＣＤ労組諮問人会ＴＵＡＣ（注）の活動 

（注）ＯＥＣＤ加盟 30ヵ国 56労組ナショナル・センターで構成、組織現勢 6600万人。 

―1948年、欧州復興計画（マーシャル・プラン）への労組諮問委員会として発足。1962 年、政府間政策決定機構

としてのＯＥＣＤ創設とともにその諮問機関として組織労働者の声を代表する活動を継続。拡大するＯＥＣＤが

グローバリゼーションに向けての先導的な政府間政策決定フォーラムへと発展するに伴い、グローバル・マーケ

ットが、効力ある社会的次元 Social Dimension をもって、均衡ある展開を遂げるようにするべく、活動を推進し

ている。 

―ＴＵＡＣは、ＧＵＦとも緊密な連携をはかり、ＯＥＣＤのセクター別活動に労働側のインプットを推進（例： 

鉄鋼作業部会や造船作業部会では、インダストリオールとの連携が必須。国際労働基準＝中核的労働基準をはじ

めとする、ＩＬＯとの連携も不可欠。 

―事務局はパリ在。事務局長のもとに５人の上級政策スタッフ・顧問、３人の事務局スタッフという、少数精鋭

の、対ＯＥＣＤの労組インターフェース。 

 

3.6.1 ＯＥＣＤ－ＴＵＡＣのミッション 

―ＯＥＣＤの各種委員会・作業部会との定期的協議：Ｇ７・Ｇ８サミット；コーポレート・ガヴァナンス；教育

政策；Ｅコマース；雇用；持続可能な開発；グローバリゼーション国際金融機関ＩＦＩ；労働基本権；多角的投

資協定ＭＡＩ；ミレニアム・レヴュー；多国籍企業；ＯＥＣＤの将来の役割；ＯＥＣＤ閣僚会議；公共部門；科

学・技術；社会政策；貿易と労働基準（課題別に当該ＧＵＦと共同の取り組み） 

―事務局（パリ）は強力な政策集団。 

－ＯＥＣＤ雇用・労働・社会問題委員会ＥＬＳＡの存在。 

－第三の道の追求－「社会的に許容できる競争のモデル」－“ＯＥＣＤ多国籍企業ガイドライン策定の原動力”

－“各国ナショナル・コンタクト・ポイントＮＣＰ”の配置－貿易と投資のルールに社会条項 Social Clause を

おり込む政策－持続可能な開発・雇用指向型の環境政策－労働市場弾力化への異議申し立て：「適応性

adaptability か弾力性 flexibility か」論議を主導－雇用保護法制の強化・法定最低賃金の引き上げ・ソーシャ

ル・セーフティ・ネットの拡充－財政出動策：教育・医療・福祉・環境など国民のニーズを未だ満たしていない

社会サービス分野を対象に。－新しい世界の経済構造づくり：金融部門の透明性と統治の改善・不安定な投機資

金の流入対策・トービンタックスの導入案・経済安保理の設立提案－各国政府の役割重視－市場と規制のそれぞ

れの役割について、均衡ある新しい合意形成を求める。ＴＵＡＣの政策提言の重要性。 

 

3.7 使用者団体 

 

3.7.1 欧州使用者連盟ＩＯＥ 

 

3.7.2 アジア太平洋使用者連盟ＣＡＰＥ 

 

3.7.3 欧州使用者連盟ＵＮＩＣＥ など 

 

3.8 国際機関（政府間機関）の動き 

 

3.8.1 国際労働機関 International Labour Organisation, ＩＬＯ （注）  

（注）1919年ＷＷＩ終戦。ヴェルサイユ条約により設立。国連唯一の三者構成専門機関。 

（１）三者構成機関の基本原則：ＩＬＯ「フィラデルフィア宣言」（ＩＬＯの目的に関する宣言）、1944 年：四つ

の基本原則の再確認： 

・労働は商品ではない。 

・表現と結社の自由は、不断の進歩のために欠くことが出来ない。 

・世界のどこの片隅にでも貧困があれば、それは全体の繁栄を脅かす。 

・欠乏に対する闘いは、（中略）労働者および使用者の代表者が、政府の代表と同等の地位において遂行する。 

（２）三つの基本原則の再確認：  

 ・全ての人間は、人種、信条または性別に関わりなく、自由と尊厳、経済的保障と機会均等の条件において、物

理的福祉と精神的発展を追及する権利を持つ、 

・このことを可能にする状態の実現は、国家および国際の政策の中心目的でなければならない、 

・この基本原則に照らして、経済的・財政的な国際政策と措置を全て検討し、審議することは、ＩＬＯの責任で

ある。（達成するための計画促進＝略。完全雇用、団体交渉・公正分配、社会保障・・・） 

（３）ＩＬＯ「新宣言」と中核的労働基準 

・｢労働における基本的原則および権利に関するＩＬＯ宣言｣、ならびに「宣言のフォローアップ」採択、1998年。

－2000 年から毎年、適用・実施状況に関しフォローアップ、中核的労働基準の４分野・８条約について、ＩＬＯ

総会で報告。「社会正義に関する宣言」（2008年総会で採択） 
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（４）ＩＬＯ結社の自由委員会の活動 

・条約違反国の労組からの提訴を審査・当該国政府への勧告 

（５）ディーセント・ワーク Decent Work（注）の実現： 

（注）1999 年第 87 回ＩＬＯ総会におけるソマビア事務局長報告で提起。21 世紀におけるＩＬＯ活の基本姿勢示

す。Decent Work:「適切な社会保障が保障され、適切な労働条件が確保された社会的に意義のある生産的な労働」

(要するに、あたりまえの、まともな仕事・人間らしい仕事）―「ディーセント・ワーク」－四つの戦略：（１）

雇用確保、（２）中核的労働基準の確立、（３）社会的保護の拡充、（４）社会的対話（三者構成主義）の促進。ジ

ェンダー・イシューが共通項 

（６）「グローバル化の社会的側面に関する世界委員会」（注）World Commission on the Social Dimension of 

Globalisation 

（注）2002年理事会決定により設置。役割：グローバル化の負の局面の克服をいかに成し遂げるか。 

（７）「社会正義に関する宣言」（2008年）。 

（８）「グローバル・ジョブズ・パクト（仕事に関する世界協定）」（副題：危機からの回復）2009 年第 98 回ＩＬ

Ｏ総会により採択。 

 

3.8.2  国際連合 United Nations, UN 

・世界人権宣言 Universal Declaration of Human Rights, 1948 

・市民的及び政治的権利に関する国際規約（自由権規約）International Covenant on Civil and Political Rights, 

1966   

－結社の自由、言論の自由を含む(1976年発効) 

・経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約）International Covenant on Economic, Social 

and Cultural Rights, 1966 

－雇用に関する権利、男女同一労働同一賃金を含む(1976 年発効) 

・児童の権利に関する条約 Convention on the Rights of the Child, 1989 

－児童の権利、児童労働禁止の基本 

（１）国連グローバル・コンパクト UN Global Compact（注） 

（注）1999 年世界経済フォーラム（ＷＥＦ。スイス・ダボス）でアナン事務総長が提言－自主的行動規範・企業

の社会的責任：ＩＬＯの中核的労働基準ＣＬＳの遵守、環境などを包含 

（２）社会開発サミット 

（３）国連ミレニアム開発目標 MDGｓ(注) 

（注）2000 年国連総会(145 カ国/185 カ国の国家元首出席)で採択：8 つの具体的目標、それに基づく 18 の目標、

48の指標（2,015年までに貧困の半減など） 

 

3.8.3  国際通貨基金ＩＭＦ・世界銀行ＷＢ 

（１）グローバル・ユニオンＧＵｓとの定期協議（２年ごと） 

（２）WB, Unions and Collective Bargaining: Economic Effects in a Global Environment, 2004. (CLS は格

差是正に有効との認識) 

（３） 国際金融公社ＩＦＣ： ＣＬＳを民間への貸付条件に（国際労働運動との対話による） 

 

3.8.4  世界貿易機関ＷＴＯ 

（１）社会条項のおり込みで労働側・革新系政府グループとせめぎ合い 

－貿易協定への社会条項おり込みをめぐるせめぎ合い 

－Trade Policy Review へのＣＬＳ報告挿入問題 

－自由貿易加工区ＦＴＺ／ＥＰＺのＷＴＯ原則違反の提起 

－ＷＴＯ香港閣僚会議（05 年 12 月）声明案をめぐるせめぎ合い（95 年、シンガポール閣僚会議のまとめ：ＷＴ

Ｏ－ＩＬＯ協議合意の有効性が進展せず） 

 

3.8.5 国別・地域別政策のインパクト 

（１）一般特恵関税制度 Generalised System of Preferences(GSP) 

－米国、カナダ、ノルウェー、日本など国別の政策 

－欧州連合ＥＵのインセンティヴ・アプローチ（違反国に対し米国との差別化） 

（２）自由貿易協定ＦＴＡ： 米チリＦＴＡ、国内労働法及びＣＬＳの遵守義務（紛争調停委に労組の参加、な

ど）他 

 

3.8.6 非政府団体 Non-Government Organisation, NGO 

（１）アムネスティ・インターナショナル Amnesty International, AI (注) 

（注）1961年発足。民間の国際的人権擁護団体（事務局－ロンドン） 
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会員： 140ヵ国 100万人―1977年ノーベル平和賞受賞 

（２）国際労働組合権センターInternational Center for Trade Union Rights、ICTUR  

（３）その他： Human Rights Watch、China Labour Watch など多様、労働運動と目的を同じくする NGO（モノ

カルチャー的） 

 

3.9  国際労働運動の将来：社会的拮抗勢力 social counterforce として 

 

第２部  日本の労働組合の役割（３－４－３項ＧＵＦの行動方式との関連付け） 

－国際労働運動における、日本労組の責任と役割を考える：金属労働運動を中心に。 

 

1  日本労働運動の歴史的経緯を顧みる 

 

1.1  ＩＭＦ－ＪＣ（現ＪＣＭ）結成の由来： 

 

1.1.1  ＩＭＦ－ＪＣ結成の時代的背景：日本、1964 年開放経済体制へ（ＩＭＦ第８条国移行および OECD 加盟）

―関税障壁撤廃－日本の対応：企業合理化（競争力強化と雇用対策）・対外投資（1961 年）展開等・・・。日本労

働界のスローガン「欧米に追い付き追い越せ」：国際的な公正労働基準の確立、自由で公正な貿易に向けて（戦前

の黄禍論 yellow peril からの反省）。 

 

1.1.2  1960 年代、日本の労働戦線は分裂状態（総評・全労・総同盟・新産別・中立労連）。 

ＩＭＦ日本事務所開設（1957 年）、金属単産へのオルグ活動開始。国際金属労連ＩＭＦへの加盟を目指すＩＭＦ日

本協議会ＪＣ結成と、ＩＭＦへの一括加盟（1964年）（その意義：ＩＭＦにおける責任と役割：日本の金属労働者

の声・発言力、結束した行動力・連帯、国内的には賃金闘争の主導的役割「ＪＣ春闘」、労働戦線統一へのインパ

クト→「連合」結成へ）（「国際連帯の窓口」論から「共闘組織」へ） 

 

2  ＪＣＭの国際連帯の方向性を考える： 

－新たなる出発（ＩＭＦ－ＪＣ結成 48周年：1964－2012 年を踏まえて） 

－インダストリオール結成と、ＪＣＭ―責任と役割（金属・化学・繊維の製造業を横断し、鉱山・エネルギー、

戦略的サプライチェーンを包含するスーパーＧＵＦの中で） 

 

2.1 ＪＣＭの未来・方向性：国際連帯の在り方を考える（国内活動と国際活動の一体化は可能か） 

 

2.1 運動のレゾンデートル（存在意義）を問う－社会的公正 social justice を求めて  

 

2.2 グローバル時代、国内・企業内の自己完結型労使関係・組合運動の枠を超えて－運動の視座を何処に据える

か－人権・労働組合基本権（ＩＬＯ基本条約） 

 

2.3   組織の再検討（国際組織レベルの統合踏まえて）－インダストリオールにおける「金属の連帯」：インダス

トリオール「産業部門」制の中で―責任と役割は？ 「大金属」としての横の連帯は？ 

 

2.4 国際的責任と役割 

（１）物心両面にわたる国際貢献－国際組織への応分の財政負担（会費・連帯基金への拠出など）－国際組織執

行部・書記局レベル－国際組織各種機関レベル－国際連帯活動レベル、など 

（２）インダストリオールの「アクション・プラン」の実践：「もう一つのグローバル化を求めて闘う」「人を最

重視する新しい経済・社会モデルを求めて闘う」。 

（３）日系企業対策： 

（３）―１．単組の日常活動の中で（ＪＣＭ／産別方針を受けて）： 

‐親企業対策：労使協議を通じた知見の共有‐ＩＬＯ基準の遵守や国際ルール（内なる国際化、ＯＥＣＤ多国籍

企業行動規範・ガイドライン、ＵＮグローバル・コンパクトなど）重視の働きかけ、企業グループ人事の統括‐

海外事業所労組組織との相互交流・定期協議、グローバル枠組み協定（国際枠組み協定）ＧＦＡ／ＩＦＡの締結、

TNC労組ネットワークの構築：グローバルな社会的対話、グローバル交渉への道‐海外労組の要請に応じた人材養

成・組合建設 union-building への協力など 

（３）－２．労使紛争と国際連帯行動： 

「連帯は慈善 charity に非ず」（国際組織の中で加盟組織は相互対等、相互不可侵、相互信頼、相互協力・連帯行

動）―①団体交渉時の協力（現地労組の要請により、財務資料の提供、労使自治を原則に必要に応じ親企業への

働きかけなど）－②紛争時の協力（親企業への働きかけ、調整役、連帯行動など）‐ＴＮＣ労組ネットワークを

通じた連帯行動－国内・企業内自己完結型の労使関係からの脱却・社会的責任 Social Responsibility 重視、な
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ど。 

（４）日本からの知見の発信（とくに発展途上国の政労使に向けて） 

・日本発展の「社会的側面 social dimension 」の重視：（戦後の５大改革）  

（１）財閥解体、（２）農地解放、（３）教育改革（六三制）、（４）女性参政、（５）労働組合の自由 

・同時発信：日本を発展させた産業民主制 industrial democracy－自由にして民主的な労使関係（労使対等・労

使自治の原則、労使ウィン=ウィンの関係）： 

「労使協議」（持続的成長）と「団体交渉」（公正分配）の連鎖－労働組合の社会的責任重視、エゴを排す。国際

労働運動のなかで・・・ 

 

2.5 その他 

 

2.5.1 人材の育成が急務（グローバル化対応） 

 

2.5.2 その他 

 

II 終りに 

 

・「1人の痛みはみんなの痛み」Hurt to one, hurt to all.（19世紀・米国の世界産業労働者 IWWのスローガン）

（国際連帯の精神） 

 

・グローバルな連帯組織・インダストリオールと各国労働運動との、真の一体化を考える： 

 「グローバルに考え、ローカル（持ち場）で行動する」Think globally, act locally. 

 （資本に国境なし、労働組合には・・・） 

 

・労働運動は、社会的拮抗勢力 social counterforce たりうるか？ 

 ‐インダストリオール：「もう一つのグローバル化モデルを求めて闘う」「人を最優先する新しい経済・社会モ

デルを求めて闘う」（「アクション・プラン」） 

 

・ＩＬＯ初代事務総長アルベール・トマ Albert Thomas の言葉： 

 「平和を欲さば、正義を行え」If  you want peace, practice justice. 
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国際労働運動小史（2012 年改訂） 
 

[ I ] 労働組合の起源と、基礎の確立（1764－1876年）: 

   ―経済史的には産業資本主義の形成・黄金期に符合 

－18世紀:産業革命とプロレタリアートの出現（産業革命は近代的労組の母･･･） 

－1837－1848年:英チャーティスト運動。インターナショナリズムの萌芽 

－1864年:国際労働者協会 International Working Men’s Association,IWMA 

    （俗に、第一インターナショナル。ロンドン、聖マルチン・ホール） 

－1864年:英労働組合会議ＴＵＣ結成 

－1880年代:各国産業別労組間の連携の萌芽 

 

[ II ] 労働組合運動と独占資本主義の時代（1876－1914 年）: 

   ―経済史的にはいわゆる帝国主義への移行期に符合 

－1884年:英フェビアン協会発足－産業民主制論 

－1889 年:社会主義インターナショナル（俗に、第二インターナショナル、パリ）－フランス革命 100 周年 。－

国際印刷工連盟発足（国際産別組織の嚆矢） 

－1890年代、各国労組ナショナル･センター結成  

－1893年:第１回国際金属労働者大会（スイス・チューリヒ） 

国際金属労働者ビューロー[情報局]設置を決定(国際金属労連 International Metalworkers Federation, ＩＭＦ 

の発足) 

－1900年時点:国際産業別組織 International Trade Secretariat, ＩＴＳ－17組織（1910年時点：32組織） 

－1902年:国際労働組合書記局設置（コペンハーゲン。後のＩＦＴＵ） 

－1908年:キリスト教労働組合第１回国際会議、連絡事務所設置を決定。 

－1912年:国際労働組合連盟ＩＦＴＵの骨格形成 

 

[ III ] 二つの大戦間の労働組合運動（1914－1939年）: 

   ―経済史的には資本主義の全般的危機、または国家独占資本主義の時期に符合 

－1919年:共産主義インターナショナル（コミンテルン。俗に、第三インターナショナル、モスクワ） 

－国際労働機関 International Labour Organisation, ＩＬＯ 創設 

－国際労働組合連盟 International Federation of Trade Unions, ＩＦＴＵ 結成（俗に、アムステルダム・イン

ターナショナル、アムステルダム） 

－1920年:国際キリスト教労連（10組織 337万人。産業別部門を加盟団体とする。国際労連 WCLの前身） 

－1921年:赤色労働組合インターナショナル（プロフィンテルン、モスクワ） 

－1921年:国際社会党労働同盟（俗に、第２半インナーナショナル、ウィーン．後に、第２インターナショナルと

統合、1923年） 

－1923 年 11 月:ＩＦＴＵとＩＴＳとの有機的関係の確認（ＩＦＴＵの決議へのＩＴＳの参加、政治・経済・社会

問題と、産業問題の調整のメカニズム－合同委員会の形成） 

－1925年:中華全国総工会ＡＣＦＴＵ結成 

－1935年:コミンテルン、人民戦線提唱 

－1936年:ＩＦＴＵ、ＩＴＳとの合同のための組織再編を決議。（自主独立路線をとるＩＴＳ側の反対で実現せず） 

－1941年:英ソ労働組合委員会、反ファシズム共同行動協会発足で合意 

－1943年:コミンテルン解散 

 

[ IV ] 第二次世界大戦後の労働組合運動（1945－1991年） 

   ―国際労働戦線の統一と分裂、東西冷戦構造・二つの経済体制のもとで 

－1945年：国際連合ＵＮの成立 

－1945年２月:世界労働組合会議（ロンドン）、世界労働組合連盟 WFTU結成組織委員会の設置を決定 

    －10月:世界労働組合連盟 World Federation of Trade Unions, WFTU 結成(パリ) 

56 ヵ国 65 組織、6700 万人）（規約第 13 条［ＩＴＳをＷＦＴＵの産業別労組部門‐下部機構‐として統合する方

針]をめぐり、ＩＴＳ側反対、欧米労組もＩＴＳを支持して紛糾、実現せず－その後、アムステルダム・インター

ナショナル系とプロフィンテルン系との対立深まる。 

－1945年 10月:ＩＦＴＵ解散 

－1946年 5月:社会主義情報連絡事務局 SI 

－1947年 6月:欧州経済復興計画（マーシャル・プラン）－後のＯＥＥＣ 

－1947年 7月:共産党・労働者党情報局（コミンフォルム）設置 

－1947年 11月:米労働総同盟ＡＦＬ、ＷＦＴＵ加盟を否決－世界反共労働戦線を提唱 

－1948年 3月:英 TUC、マーシャル・プラン参加国労組諮問委員会（後のＯＥＣＤ－ＴＵＡＣの設置提唱 
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－1948年 1月:ITS会議が決議－ＷＦＴＵと協力せず（自主独立路線の堅持） 

－1949年１月：英ＴＵＣ、米産別組合会議ＣＩＯ、ＷＦＴＵの活動１年停止を提案（ＷＦＴＵ執行委員会で） 

－1949年 6月:英 TUC招請による新組織結成準備会議開催 

－1949年 11月:国際自由労働組合連盟 International Confederation of Free Trade Union Confederation, ICFTU 

結成（ロンドン）53ヵ国 59組織、4800万人）－スローガン「パンと自由と平和」 

－1951年：第２回ＩＣＦＴＵ大会、「ミラノ協定」採択（ ＩＣＦＴＵと ＩＴＳとの関係を整理：相互不可侵・自

主独立・連携 ） 

－1951年 5月:第 1回ＩＣＦＴＵアジア地域会議（カラチ）、アジア地域組織ＡＲＯ結成を決定 

－1951年 7月:社会主義インターナショナル再建 

－1952年 10月:ＷＦＴＵ下部機構・産業別労組インターナショナルＴＵＩ発足－12部門                  

－1956年:ソ連共産党第 20回大会、コミンフォルム解散決定 

－1957年:[ＩＭＦ日本連絡事務所開設・東京]－日本におけるオルグ活動開始 

－1959年２月:ＩＣＦＴＵ主催のＩＴＳとの連絡委員会廃止－ＩＴＳ主催による連絡会議発足へ（ジュネーヴ） 

－1961年:（欧州経済協力機構ＯＥＥＣが発展的解消、ＯＥＣＤ発足） 

OECD労組諮問委員会ＴＵＡＣ設立（ブラッセル） 

－1964年ＩＭＦ日本協議会ＪＣ  結成、ＩＭＦウィーン大会でＩＭＦ加盟承認 

－1966年 12月:中ソ対立と、ＷＦＴＵ第 16回総評議会の中華全国総工会ＡＣＦＴＵ除名 

－1968年:国際労連ＷＣＬ（国際キリスト教労連が改称） 

        －チェコ事件－フランス・イタリア労組が、ソ連など派兵４ヵ国と対立 

－1969 年２月:東西緊張緩和･オストポリティーク－西欧労組とソ連労組が接近。ＡＦＬ－ＣＩＯ、ＩＣＦＴＵ脱

退へ（1982年復帰） 

－1970 年代‐1980 年代:発展途上国労組の興隆と国際連帯－南アフリカ反アパルトヘイト闘争－韓国の民主化・

労働者大闘争（’87－）－ポーランド自主管理労組「連帯」の実験・民主化への道－地域連帯―欧州労連ＥＴＵ

Ｃの発足、1973年。 

－初のレイバー・サミット（ロンドン）、1977 年 5 月－先進国首脳会議（サミット)への政策提言（関係国労組、

ＴＵＡＣ、ＩＣＦＴＵ)（以後、現在まで） 

―1978年:フランス労働総同盟ＣＧＴ、ＷＦＴＵ脱退 

－1984年:ＩＣＦＴＵ－ＡＲＯ、ＩＣＦＴＵアジア太平洋地域組織ＡＰＲＯに改称        

      ICFTU-Asia and Pacific Regional Organisation, ICFTU-APRO 

－1985年：第 26回ＩＭＦ世界大会（東京）(初の日本開催、ＩＭＦ－ＪＣ受入れ) 

－1989年:連合 、ＩＣＦＴＵ加盟承認 

－1989年:ベルリンの壁崩壊 

 

[ V ] 冷戦構造の崩壊ど、経済グローバリゼーション時代（1991～）： 

   ―新古典派理論・市場経済主義―ネオ=リベラリズムの徘徊のもとで 

－1991年:ＷＦＴＵの歴史的役割の終焉－プラハ本部閉鎖、東京事務所閉鎖 

－1990 年代－現在:（東西冷戦構造の終焉－経済グローバリゼーションの下で、ネオ=リベラリズムの徘徊－リー

ジョナリズムの進展） 

－ロシア、中東欧労組（民主化または新生組織）が、ＩＣＦＴＵおよび関係ＩＴＳへの復帰・または新規加盟 

－1993年:ＩＭＦ結成 100周年記念大会（チューリヒ） 

    －決議文採択から「アクション・プログラム」の方式（目標達成型）へ 

    －ＩＴＳの組織統合続く－17組織が 10組織に（グローバリゼーション対策） 

-ＥＩの発足：ＩＦＦＴＵとＷＣＯＴＰとが統合、1993年 

-ＩＵＦ（略称不変）：ＩＵＦとＩＦＰＡＡＷとが統合、1994 年 

-ＩＣＥＭの発足：ＭＩＦとＩＣＥＦとが統合、1996年 

-ＵＮＩの発足：ＣＩ（旧ＰＴＴＩ）、ＦＩＥＴ、ＩＧＦ、ＭＥＩの４組織が統合、2001 年 

-ＢＷＩの発足：ＩＦＢＷＷとＷＢＷＦとが統合、2005年 

（備考）ＩＭＦ／ＩＣＥＭ／ＩＬＴＧＷＦの 3組織に新 GUF結成への模索[IV項] 

－1995年:ＩＣＦＴＵとＧＵＦ、ＷＴＯ閣僚会議（シンガポール）へ働きかけ 

－社会的次元 Social Dimension 重視・中核的労働基準・ＩＬＯの価値認識へ‐ＷＴＯ 

とＩＬＯとのコンタクト・ポイント 

－2002年 1月:ＩＴＳ総会（プラハ）、ＩＴＳの名称変更：グローバル・ユニオン・フェデレーション Global Union 

Fedeation, GUF（注） 

              （注）GUFとは、すでに自明の通り、複数の国際産別組織の総称であって、ＧＵＦという名称の

独立した単一組織が存在するのではない。 

－2004年 12月:ＩＣＦＴＵ世界大会（宮崎）（日本初の開催、連合受入れ） 

   －メイン・テーマ「連帯のグローバル化‐将来のためのグローバルな労働運動の建設」 
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－世界的な労働戦線統一を承認（WCLとの同時解散、新組織発足に合わせ未加盟組合をも統合目指す決議）－グロ

ーバル・ユニオンズ協議会 CouncＩＬＯf Global Unions, ＣＧＵ設置の可能性を検討することに（事務局の設置

も） 

（備考：これらの動きの大義名分は、グローバル時代の拮抗勢力として組織体制整備をなす上で、必須の措置だ

とする本部側の説明。趣旨は理解しつつも、多様な反応―地域組織の対応、加盟組合の対応、自律性を保持する

GUFの対応）―欧州中心的 Euro-centricな組織運営への根強い批判も･･･ 

－2005年７月:米ＡＦＬ－ＣＩＯ結成 50周年記念･第 25回全国大会（シカゴ）‐組織分裂へ。９月、「勝利への変

革」連合 Change to Win Federation, CｔW発足－背後に組織率の低下（12.5％）。（ＩＭＦ加盟金属労組、分裂に

難色、ＡＦＬ－ＣＩＯ執行部を支持） 

 

[VI] 国際労働戦線の統一とグローバリゼーション時代（2006年－） 

－2006年 11月：国際労働組合総連合 International Trade Union Confederation, ITUC 

     結成（ＩＣＦＴＵ、ＷＣＬそれぞれ解散－10月 31日、ウィーン。それまで両組織に未 

     加盟の組織にも呼びかけ、同じスタートラインで発足。） 

    －結成時 154ヵ国、306組織、1億 6800万人。 

    －ＩＴＵＣ、ＧＵＦがＧＵ協議会 Councilを設置。（ＩＭＦはオブ参加だった）。 

    －ＩＴＵＣ、ＧＵＦ、ＯＥＣＤ－ＴＵＡＣ三者で「コモン・フロント（共同戦線）」としてのグローバル・

 ユニオンズ Global Unions を構成。 

－2012年 6月： インダストリオール・グローバル・ユニオン IndsutriALL Global Union 結成（ＩＭＦ、ＩＣＥ

Ｍ、ＩＴＧＬＷＦそれぞれ解散－2012年 6月 18日、コペンハーゲン。次いでインダストリオール・グローバル・

ユニオン結成大会。括りは製造業） 

－130 ヵ国、350 組織、5000 万人。アクション・プラン「もう一つのグローバル化モデルを求めて闘う」「人を最

優先する新らしい経済・社会モデルを求めて闘う」 

（備考：これに先立つ 2012年 5月 16日、ブリュッセルにてインダストリオール欧州労働組合 IndustriAll European 

Trade Union 結成：ＥＴＵＣ傘下の欧州産別労連三組織ＥＭＦ、ＥＭＣＥＦ、ＥＴＵＦ－ＴＣＬが組織統合。括り

は製造業） 

     

                  以   上 

 ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

2012/10/4-5skojima 
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今回の訪問組織・研修内容概要 
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役割分担について 
 

【海外実地研修出発前】 

自己紹介・組織紹介作成：全員 

＊ 資料提出の締め切り：10月 19日（金） 

＊ その後英語への翻訳に入りますので、期日厳守でお願いいたします。 

 

報告分担 

＊ 資料提出の締め切り：10月 19日（金） 

＊ その後英語への翻訳に入りますので、期日厳守でお願いいたします。 

日インド金属労組交流会議 10月 30日 

 議題１（組織紹介） 

 ＪＣＭ国際局 

岩井 

 議題２（会社とのコミュニケーション） 

 桐畑さん（スズキ労働組合） 

 議題３（組合員とのコミュニケーション） 

 田口さん（コマツユニオン） 

 

【海外実地研修帰国後】 

議事録作成分担 

＊ 11月 16日（金）までにお願いいたします。 

インド日本人商工会との懇談：10月 29日午前 佐藤さん 藤冨さん  

在インド日本大使館訪問： 10月 29日午後 島田さん 佐野さん  

日インド金属労組交流会議：開会～議題１質疑応答まで 

   10月 30日 倉田さん 山川さん 佐俣さん 

日インド金属労組交流会議：議題２～質疑応答まで 

   10月 30日 冨塚さん 大森さん 津田さん 

日インド金属労組交流会議：議題３～閉会まで 

   10月 30日 日吉さん 松山さん 小西さん 

工場見学：10月 31日午前   増田さん 伊藤さん  

工場見学：10月 31日午後   長田さん 川本さん  

インダストリオール南アジア地域事務所訪問 

   11月２日  新宅さん 村田さん 岡部さん 

感想文作成：全員 

＊ 11月 16日（金）までにお願いいたします。 
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海外実地研修 
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海外実地研修 

 

派遣日程 

 

 

2012年 10月 28日（日） 

 15：20 成田空港第一ターミナル集合 

 17：20 ＮＨ917便にて成田空港発 

  ヒルトン・ニューデリー／ジャナクプリ・ホテル泊 

2012年 10月 29日（月） 

 00：20 ニューデリー着 

 午前 インド日本人商工会との懇談（ホテル会議室にて） 

 午後 在インド日本大使館訪問（もしくはホテル会議室にて懇談） 

 夜 日系企業駐在員との懇談 

  ヒルトン・ニューデリー／ジャナクプリ・ホテル泊 

2012年 10月 30日（火） 

 終日 日インド金属労働者交流会議 

 夜 交流夕食会 

  ヒルトン・ニューデリー／ジャナクプリ・ホテル泊 

2012年 10月 31日（水） 

 午前 工場訪問および労使との懇談（日系企業） 

 午後 工場訪問および労使との懇談（現地企業） 

  ヒルトン・ニューデリー／ジャナクプリ・ホテル泊 

2012年 11月１日（木） 

 午前 アグラへ移動 

 午後 アグラ市内訪問プログラム 

  ジャイピー・パレスホテル泊 

2012年 11月２日（金） 

 終日 アグラ市内訪問プログラム 

 午後 インダストリオール南アジア地域事務所訪問 

2012年 11月３日（土） 

 01：25 ＮＨ918便にてニューデリー発 

 12：50 成田空港着 

 

宿舎 

 

デリー： ヒルトン・ニューデリー／ジャナクプリ・ホテル 

  Hilton New Delhi/Janakpuri hotel 

  Janakpuri District Centre Complex, New Delhi, 110058, India 

  TEL: 91-11-4123-4123 

アグラ： ジャイピー・パレスホテル 

  Jaypee Palace Hotel 
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インド日本商工会 

 
西本インド日本商工会事務局長 

 

１．開催日時：2012年 10月 28日（月）10:00～11:30 

２．開催場所：Hilton New Delhi/Janakpuri hotel Room#3 

３．対応：インド日本商工会 西本事務局長 

４．懇談概要： 

 

 冒頭ＪＣＭ平川事務局次長より、ＪＣＭの組織概要、今回の国際労働研修プログラムの趣旨・内容等について

紹介した後、インド日本商工会西本事務局長よりインド日本商工会の概要、インド経済・労働事情について説明

いただき、その後、意見交換を行った。 

 

５．懇談詳細： 

 

（１）インド日本商工会の概要 

 ①会員企業 

・会員企業数は 339社、会員企業のほとんどがインド進出日本企業・駐在員事務所等 

・最近少数だが、日本企業に対するビジネス開拓に向け、インド企業（会計事務所、サービスアパートメントな

ど福利厚生関係）も会員となる傾向あり 

②設置拠点 

・商工会は、デリーを中心に、チェンナイ・バンガロール・コルカタに存在 

・ムンバイは日本人会の中に商工部会として設置。ハイデラバード、プネは日本人会として各地で独立した運営 

・06 年にインド政府より認可され法人化、チェンナイ・バンガロールで法人化を申請中であるが、州政府の反応

は鈍い 

③３つの部会 

ア）商社・金融サービス部会 

   昨今急激に会員数が増加 

・元々６大商社中心だったが、最近は神鋼商事・JFE商事など、専門商社が増加 

・福利厚生、不動産などのサービス会社、医療サービス（WellBe は、日系企業駐在員の緊急時フルアテンドして

くれるサービスを提供）も進出 

イ）四輪・二輪部会 約 80社 

ウ）一般電機・製造部会（重電、鉄鋼、家電等）  

・インフラ整備、重厚長大型産業の進出が目覚ましい。重電メーカー（日立・東芝・三菱重工等）、鉄鋼メーカー

（神戸製鋼以外すべて進出。神戸製鋼はタイから輸入）も全社 

 

（２）インドにおける日本進出企業の特徴 

①自動車 

・インドにおいて、スズキがダントツに活躍。2012年７月に労働争議あり、瞬間的にシェアを落すも、元々は 50％
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前後 

・スズキと同時に進出したのが、ホンダの２輪。モーターバイクと言えば、スズキ、ホンダ。1980 年代は、イン

ド企業との合弁でないと、インド進出ができなかった 

・ホンダは、自転車メーカーのヒーローグループと合弁していたが、２年前に合弁解消。現在はホンダ単独での

事業継続となっているが、トップのヒーローを猛追、肉薄 

・トヨタはバンガロールに拠点あり。日本商工会にも加盟。元々インド市場では苦労したが、直近では低価格戦

略車エティオスが好調 

・日産は、インド進出が最後であったが、チェンナイに工場設立。2010 年マイクラ（日本名マーチ）登場、サニ

ー（セダン）も好調。今後販売拠点を４倍にする計画。自動車メーカーにおいては、マツダ以外は進出 

②家電 

・1980年代にインドへ進出、マーケティングの失敗により一旦は事業縮小、撤退する企業が多かった 

※マーケティングの失敗例）製氷機付冷蔵庫  

マイコン制御で、夜間氷を作る製氷機付冷蔵庫を販売。（「晩酌」をイメージ）→インドの文化にマッチせず。イ

ンド人は透明な氷に価値を見出さず、そもそも晩酌の文化もない。ムスリムはお酒を飲まず、ヒンズー教徒もど

ちらかというと飲まない。価格帯も合わない 

・そこに、ＬＧ・サムスンがインド進出、一気に市場を席巻 

・最近、日本メーカーが再登場し、工業用エアコン（ダイキン）と共に、家庭用エアコン（パナソニック、日立、

東芝、富士通ゼネラル）等メイドインジャパンというブランドとして受け入れられつつある 

・エアコンにおいては、パナソニックがサムスンを抜いてトップになった模様。冷蔵庫も、パナソニックがトッ

プのＬＧに迫る勢い。また、液晶テレビについては、サムスンがダントツであったが、ソニーがトップになった。

ソニーは液晶テレビをタイから輸入（ＦＴＡで関税ゼロ）、急拡大している 

 

（３）直近の政治情勢 

・昨日（10月 27日）、インドの内閣改造があった。マンモハン・シン、シーク教徒、80歳。 

・日本の民主党と一緒で、政党に対する評判はビハインド、経済政策が上手くいかず苦境していることから、内

閣を改造して挽回を図る。 

・外資の導入に積極的で規制緩和を実施。たとえば、マクドナルドのような単一ブランドにおいては、100%出資

が可能になった。また、ユニクロはバングラで生産し、インドで販売することを計画している。 

・総合ブランドにおいては、ローソンが様々な商品を販売する小売店を検討しており、またイオングループも検

討している。総合ブランドにおける出資は 51％まで認められた。ただ、多くの条件があり、9つの州で、100万人

都市のみに限定。 

・インドでは道端の個人商店が非常に多く、その人たちの激しい反対有運動があるが、門戸開放を印象付けてい

る。 

・日経新聞において、「インドは心配だ」という論調が目立つが、私見ではそうではない。 

 

（４）インド概況 （資料：インドの経済概況） 

①インドの経済概況 

・ＧＤＰ成長率は、過去８％台で推移してきたが、2011 年度は 6.5％。中国に比し、信頼に足る数値。ＧＤＰの

50％が農業、20％が第二次産業と低く、30％が第三次産業。 

・インドの社会問題の一つにインフレがある。インフレ率は一時期 12％であったが、現在７％。 

・自動車販売は、2007年以降年 15％伸長してきたが、本年は 8%程度の成長。自動車購入層が増加していることが

要因。全体の市場規模は 300万台（乗用車 250万台、商用車 50万台）で世界第６位。年間自動車生産では５位に

なるかもしれない。 

②巨大市場と中間層の増大 

・インドは、依然として大きなポテンシャルのある市場。 

・インドの総人口は 12.6億人。2020年に中国を抜いて世界一になると言われているが、前倒しの可能性も。 

・中間層（世帯年収 5,000 ドル超）は、現在 2.6 億人存在するが、2015 年に４億人に到達。中間層の占める割合

は、総人口全体の 20％であるが、2030年には５割が中間層となる見込み。 

・タタの 10 万ルピー（約 15 万円程度）車ナノは発売当初はセンセーショナルであったが、品質が悪く、インド

人でさえ「もはや車ではない」と言っている 

・一方で、貧困層も４億人存在する。 

③インドのリスク 

・「複雑な税制と煩雑な行政手続き」がリスクの一つである。28州で独立した税金制度が存在するため、州から州

に移動するだけで州税がかかり、またインド人の事務処理能力も低い。 

・電力の需給逼迫・需要過多、水不足、交通インフラにおいては道路事情悪い等「インフラの未整備」も問題。  

・国土が広いのに工業用地がなく（６割が農業用地）、農業用地から工業用地への転換が難しい等の「土地・労働

問題」も存在。 
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・「賃金上昇」については、特にホワイトカラーの賃金上昇が大きい 

・「技術者・マネージャーのジョブホップ」について、インド人は４年後には別の仕事に就く等仕事をすぐ変わる。 

④日系企業の活躍 

・日系企業は、2011年 812社 1,425拠点であったが、2012 年 1,000社弱 1,700拠点以上？が存在する。中国で

の事業展開を引き上げ、インドに進出する傾向あり。 

・対印直接投資は、2002年 180億円から、2011年 1,800 億円と 02年比 10倍に拡大。 

・日印貿易額は 2002年 5,000 億円から、2010年 1兆 3,000億円へ倍増。 

⑤インドへの貢献 

・日本企業活躍のポテンシャルとして以下３点が挙げられる。 

i)ＤＦＣ（高速貨物鉄道）、メトロ（地下鉄）、南インド回廊（チェンナイ・バンガロール間の高速道路、鉄道）

等の「インフラ整備」 

ii)自動車、鉄鋼、家電、製薬、生活用品（紙オムツ、整理用品）等の「製造技術」 

iii)海水淡水化・水の軟水化、原子力、超臨界発電等の「環境技術」 

⑥インドの労働環境 

・労働人口は約５億人であり、農業が 52％、工業 14％、サービス業 34％。 

・インドの失業率は 9.8％であるが、他新興国に比較すれば低目。 

・インド人（時間管理がルーズ、組織への帰属意識低い 等）と日本人（厳格、組織への帰属意識高い等）で労

働者の特徴が大きく異なり、この差が労働問題に発展しがち。 

例）インド人の賃金に対する拘り、組織への帰属性低い、日本式の厳格な経営・労務管理に反発、非正規/正規社

員の格差 

⑦労働争議の背景 

・労働争議件数は確実に減少しているが、背景に政党組織の弱体化が指摘されている。 

  ストライキ  2005年 227件 → 2010年 79件 

  ロックアウト 2005年 229件 → 2010年 20件 

・2012年７月のマルチ・スズキ社の労働争議は、ほぼ共産党系組織の関与は間違いない。「労働問題ではない。暴

動である。」とスズキ本社も言っている。共産党系組織の計画的な暴動ということに結論づけられる。 

・2012 年７月以降、日系企業の従業員の声を聞いたところ、主な要望は「賃金上昇」とバス・食堂の料理のレベ

ルアップなどの「福利厚生」の二つである。これらであれば、組合活動でなくても労使協議会で対応可能のはず

である。 

 

６．質疑応答： 

Ｑ:インドにおいて、ディズニーランドのような日系アミューズメント関係企業における進出の予定はあるか。現

地日本人従業員の声として聞いたことがあり、日系企業進出のポテンシャルがあると考える。 

Ａ:アミューズメントパークの進出は聞いたことがない。日本文化という意味では、マンガの世界において、2012

年 12月に「巨人の星」の星飛雄馬が、インドの国民的スポーツであるクリケットの主人公として放映の見込みで

ある。消える魔球、大リーグボール、大リーグ養成ギブスまでも出てくるし、星一徹はオートリクシャーに乗っ

ている。ストーリーは貧しい家庭からクリケットのスターになるというサクセスストーリー。 

 

Ｑ:インド人はお酒を飲まない、晩酌をしないと伺ったが、インド人の娯楽はどのようなものか。 

Ａ:家族の団欒が娯楽だとのこと。家族との結びつきが強い。またインド映画もボリウッドという言葉があるくら

い有名。 

 

Ｑ:今後インフラ整備が必要だと認識しているが、インド自動車市場において、商用車市場は 50 万台と印象とし

て少ないが、商用車市場のポテンシャルは大きいと考えるがいかがか。 

Ａ:まずは、道路等のインフラ整備が先。商用車は現在ボルボが組立工場、あとはいすゞも他社工場を引き継ぎ、

日野もまだ販売体制だけであり、販売は低調。まだボリュームは少ないが伸びるポテンシャルは十分にあると考

える。 

 

Ｑ:先ほどマルチ・スズキ社の件で共産党系組織が関与であるとのことだったが、最新の報道によれば「社内の問

題」と警察が結論づけたとのことだが、この点に関する認識を教えていただきたい。 

Ａ:私のところに随時情報が入ってくる訳ではないが、持っている情報としては、スズキの幹部も、新聞上でも共

産党組織の関与とのこと。カーストの差別発言だとの報道もあったが、班長・労働者ともにカースト上同じ身分

であることから、そのような差別発言が原因ではないと聞いている。 
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在インド日本大使館 

 
金丸三等書記官    塚田経済公使  

 

１．訪問日時：2012年 10月 28日（月）15:00～16:30 

２．訪問場所：在インド日本大使館 

３．対応：塚田経済公使、金丸三等書記官 

４．懇談概要： 

 

１）経済：ＧＤＰ成長率の推移と見通し 

・過去５年間、平均 8.4％で推移してきたインド経済の減速傾向が強まっている。 

・2012年１～３月期の成長率は、5.3％まで低下し、リーマンショック時以来の低水準。直近（４月～６月期）で

も 5.5％と低迷が続いている。2011年度の成長率は 6.5％であったが、2012年度は政府機関は 6.5％程度と予測（民

間では５％台にとどまるとの予測もある）。 

・主な要因は高金利（ＲＢＩの合計 13回にわたる利上げ）と欧州債務危機の影響による輸出の減速（注：欧州は

インドの輸出の約２割を占める最大の輸出先） 

 

２）経済：金融政策 

・インド準備銀行（ＲＢＩ）が 2010 年３月以降 2011 年 10 月までに 13 回政策金利を引き上げ、引き締め策をと

ったが成長率の低下とインフレ率の下落を受け、ＲＢＩは昨年 10 月、インフレ抑制を最優先するスタンスから、

緩和路線へ転換。今月（４月 17日）、３年ぶりとなる政策金利引き上げ（0.5％：8.50％→8.00％）を実施。 

 

３）経済：正念場を迎えたシン政権の経済改革 

・インドへの外国投資の伸び悩みやルピー安を背景に、シン政権の改革実行力や制度運営の安定性への懸念、次

回総選挙が近づく中で悲観的な見方も台頭。 

 ○綿花輸出禁止の撤回：国内供給確保のために輸出禁止を通達したが、農民グループのほか、事前相談

 のないパワル農業大臣が繊維省を猛批判。綿花農家の多いマハラシュートラ、グジャラート両州から撤

 回要求。発表の６日後に通達撤回に追い込まれた。 

 ○商品サービス税（ＧＳＴ）の導入見送り：一回の取引に様々な税金が発生、その調整（控除）の難解。

 また徴税権限が中央と州に分かれ手続きが煩雑。これらを一本化するＧＳＴ導入を繰り返し表明するも、

 総選挙直前の「ラストチャンス」とみられていた 2012年度予算でも導入見送り。 

 ○小売業外資規制緩和の迷走：複数ブランドは外資全面禁止を 51％に、単一ブランドは 51％上限を

 100％まで認める旨決定。野党や連立政権内から「零細に打撃：として複数ブランドへの外資導入に反

 対噴出、国会空転。政府は賛同州のみで実施できる内容で通達発出。 

 ○鉄道運賃値上げ問題：2012年度鉄道予算で運賃値上げを表明したトリベディ鉄道大臣がバナジー西

 ベンガル州首相の要求で辞任。結局、エアコン付き列車など、上級列車の値上げのみで、二等列車の値

 上げ（デリー―ムンバイ間で約 30ルピー）は見送り。 

 

４）経済：貧困と地域間格差問題 
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・他方でＵＮＤＰの貧困ライン（１日 1.25ＵＳドル）未満で生活する貧困層の人口は４億人を上回る。地域間格

差も大きく、中部・東部の州では貧困者比率が高い傾向。 

・今後も安定的に内需を拡大していくためには、貧困問題への併行した取り組みが不可欠。 

 ○携帯電話加入者数の推移：携帯電話の加入者数の伸びが頭打ちに。価格競争の限界とともに、購買力

 のある都市部は普及率 160％で飽和状態、収入が乏しい脳槽地域の普及率が約４割で伸び悩んでいるこ

 とが、背景として指摘されている。 

 

５）経済：拡大する巨大市場：豊富な若年人口、中間層の拡大 

・人口規模は 2000年に人口 10億人を突破し、2011年現在 12.1億人の人口を抱える。人口抑制際策と採っていな

く、今後も増加し、2025年までには中国を抜き世界第一位になる見通し。 

・世帯年収 5,000ＵＳドルを超える中間層は 2030年には約 50％まで到達する見込み。中間層拡大に伴う、耐久消

費財市場の拡大は、成長シナリオを支える基本要素。 

 

６）経済：インド経済のリスクと課題：高インフレ、インフラの未整備、土地・労働者問題 

・高いインフレ率 

 ○インフレ率は、昨年 11月まで 12カ月連続で 9.0％超で推移していたが、昨年記録的に高騰した主要

 食品の「玉ねぎ」など農産品等一次産品価格の上昇率低下が寄与して、７％台を推移している。直近（９

 月）のインフレ率は 7.81％ 

 ○ＲＢＩは「インフレは最近和らいだが、執拗かつ許容レベルを超えている」として、警戒態勢を崩し

 ていない。 

・基本的なインフラが未整備 

 ○電力供給が需要に追いつかない 

 ○水が不足 

 ○交通インフラが脆弱 

・土地・労働問題 

 ○土地収用（用地確保）で紛争が多発 

 ○共産党系労働組合による労働争議への扇動、契約労働者の待遇改善 

 

７）経済：インド経済のリスクと課題：雇用・労使・賃金 

・雇用制度：中央政府が労働関連法を制定し、州政府がこれを採用し、あるいは修正して適用する。雇用は、通

常、雇用者と従業員の間の契約を持って行われるが、雇用者は中央および州の労働関連法を遵守しなければなら

ない。賃金関連を除く労働関連法には、「産業紛争法」（労働基本法にあたる）、「産業雇用法」、「工場法」、「店舗

および施設法」、「徒弟訓練法」などがある。 

・労使関係：「産業紛争法」により、労使関係をめぐる労働争議などの紛争の調査、解決の仕組みが規定されてい

る。同法は、100人以上の労働者を雇用する企業は、労働者を解雇する際、州政府の許可を必要とすることを定め

ている。また、240日間継続して勤務した労働者に対しては解雇する際に、12カ月前に通告する必要がある。イ

ンドは憲法により結社の自由が認められているため、労働組合を組織することが可能である。労働・雇用省の調

べでは、2007年度において 7,408の労働組合があり、組合員数は 787.7万人いるとされる。労働休止につながっ

た労使争議の件数は 2010年度で 274件となっている 

 ＪＥＴＲＯニューデリー事務所によると在インド日系企業を対象とした第６回賃金実態調査（2011）では、2012

年度は 10.2％の労働組合組織率となっている。製造拠点の増加、大型化にともない、労働組合へのニーズは高ま

っている。 

・賃金制度：「最低賃金法」により、職種別の最低賃金のほか、一日当たりの最長労働時間、週当たりの休日等が

定められている。中央政府により全国統一の最低賃金の下限が設定されており、州政府は下限を下回る最低賃金

の設定はできない。最低賃金の下限は 2007年９月から 80ルピー／１日とされていたが、その後、2009年 11月に

100ルピー／１日、2011年４月に 115ルピー／１日と改正されている。その他の賃金に関する主な法律として、「賃

金支払法」、「賞与支払法」、「被雇用者補償法」、「被雇用者年金基金（プロビデント・ファンド）法」、「退職一時

金支払法」などがある。 

高まる昇給率：（％） 

 2009年 2010年 2011年 

スタッフ 10 13.0 13.9 

ワーカー 11 12.4 13.5 

インフレ率 2.4 9.6 11.4 

 

 インドの月額ワーカー賃金はタイの水準に最も近く、ベトナムの２倍超、ミャンマーの４倍となっており、安

くはない。 
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８）経済：為替相場（ルピーの大幅な下落） 

・昨年８月以降、欧州債務問題の深刻化などから海外投資家のインドからの資金逃避が活発化し、ルピー安が進

行。６月に過去最安値を記録し、前年比約 20％の下落。 

・特にインドは、①貿易赤字、②高インフレ、③経済改革への停滞懸念、④欧州の金融機関が最大の貸し手であ

ること、などから、「リスクが高い」とみられ、新興国の中でも大きく売られた。（10月現在１ＵＳドル＝53ルピ

ー台で推移） 

 

９）経済：日印経済関係の進展：日印貿易と対印直接投資の拡大 

・二国間貿易額の急増 

 ○2002年 4,958 億円から 2010年１兆 2,906億円に拡大（主な輸出品：（日→印）一般機械、電子機器、

 鋼鉄、（印→日）石油製品、鉄鉱石、宝石等） 

 ○貿易拡大のポテンシャルは高い（日本の総貿易額に占める対印額の割合 0.9％、インドの総貿易額に

 占める対日額の割合 2.2％） 

・インド進出日系企業による社会貢献 

 ○雇用者数：152,488 名 

 ○年間当たりのＣＳＲ活動への支出額：476,057,791 ルピー 

・対印直接投資の増加 

 ○2002年 187億円から 2011年 1,814億円に拡大 

 ○日系進出企業数は４年で倍増（現在 812社） 

 

10）経済：日印経済関係の進展：包括的連携協定（ＣＥＰＡ）の発効 

・経緯 ○2007年１月から交渉開始。2010年 10月のシン首相訪日時に交渉完了を確認。 

 ○2011年２月 16日前原外務大臣とシャルマ商工大臣の間で正式署名。 

 2011年８月１日発効 

・効果 ○日印互いにとり最大のＧＤＰ相手国とのＥＰＡ 

 ○日本にとり、ＢＲＩＣｓ諸国との初めての、インドにとり先進国との初めてのＥＰＡ 

 ○物品の市場アクセス：インドは日本からの輸入の約 90％、日本はインドからの輸入の約 97％（双方

 向で約 94％）を 10年間で無税に（印韓ＣＥＰＡは、印側 75％、韓国側 90％） 

 ○税関手続き、サービス貿易、自然人の移動、投資、知的財産、ＴＢＴ（強制規格、任意規格および適

 合性評価手続）およびＳＰＳ（衛生植物検疫措置）、協力、ビジネス整備環境、政府調達、競争を含む

 包括的な協定 

 ○ビジネス環境整備章により設置される委員会で、ビジネス界が直面する諸問題を取り上げることがで

 きることも当地日系企業の利点 

 

インド側が自由化する品目の一例（カッコ内は現行税率） 

１．鉱工業製品 

＜自動車部品＞ 

エンジン関連部品（7.5～10％）：10年で撤廃 

マフラー（10％）：10年で撤廃 

ディーゼルエンジン（7.5％）：６年間で５％まで関税削減 

ギアボックス（10％）：８年間で 6.25％まで関税削減 

＜鉄鋼＞ 

熱延鋼板、冷延鋼板、亜鉛メッキ鋼板（５％）：５年間で撤廃 

合金鋼（５％）：５年間で撤廃 

＜電気・電子＞ 

ＤＶＤプレーヤー（10％）：10年間で撤廃 

ビデオカメラ（10％）：10年間で撤廃 

２．農林水産品 

＜農産品＞ 

盆栽（５％）：５年間で撤廃 

ながいも、もも、いちご、かき（30％）：10年間で撤廃 

 

日本側が自由化する品目の一覧（カッコ内は現行税率） 

＜農産品・農産加工品＞ 

ランブータン（2.5％）、ドリアン（2.5％）等：即時撤廃 

とうがらし（３％）、スイートコーン（６％）等：７年間で撤廃 

カレー（3.6％）等：10年間で撤廃 
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紅茶（３Ｋｇ超・引用）（2.5％）：10年間で撤廃 

＜林産品＞ 

丸太（無税）、製材（０～3.6％）等：即時撤廃 

単板（０～3.6％）等：10年間で撤廃 

＜水産品＞ 

えび（１～２％）等：即時撤廃 

えび調整品（3.2～5.3％）、くらげ（７％）等：10年間で撤廃 

 

11）経済：日印経済の戦略的補完性：日本の技術と経験をインドンの更なる発展のエンジンに 

・インド経済の弱点「ウィークポイント」 

 ○脆弱なインフラ：国内産業発展、外国からの労使の足かせに 

 ○製造業の発展の遅れ：弱い製造業（ＧＤＰの 16％）。2022年までに、25％への引き上げ目標 

 ○中国に対する競争力：発電所→部品の６割を安価な中国製に依存、対中貿易→輸入が輸出の２倍（安

 価な機械製品、日用品、医薬品などの大量流入）、大幅な赤字 

・インドの活力「大きな成長機会」 

 ○５年平均 8.4％の成長力 

 ○生産年齢人口 10億人（2030年） 

 ○８億人の中間層（2030年） 

  戦略的補完関係 

・日本の技術・経験（日本企業進出）とＯＤＡ 

 ○輸送：高速鉄道、メトロ、南インドの連結性（コネクティビティ）向上 

 ○日印協力インフラ案件：ＤＭＩＣ（Delhi-Mumbai Industrial Corridor）、ＤＦＣ（Dedicated Freight 

 Corridor） 

 ○製造業：製鉄、日用品、家電、自動車、製薬 

 ○人材育成：ＶＬＦＭ、ハイデラバード工科大学 

 ○金融：邦銀の支店網・事業拡大、日印通貨スワップ協定 

 ○環境・天然資源：原子力、レアアース、発電（超臨界発電技術）、海水淡水化 
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日インド金属労組交流会議 

2012年 10月 30日 

インド・ニューデリー 

プログラム（案） 

2012年 10月 30日（火） 

08：30 登録 

＜座長：平 川 秀 行 ＪＣＭ事務局次長／国際局長＞ 

09：00 開会挨拶 

 －平 川 秀 行 ＪＣＭ事務局次長／国際局長 

 －インド側代表 

09：10 参加者紹介 

自己紹介形式ではなく、各組織の代表が名簿を読み上げて参加者を紹介する。 

09：30 議題１：両組織の紹介 

 －岩 井 伸 哉 ＪＣＭ国際局部長（30分） 

 －インド側報告者（30分） 

 －質疑応答（30分） 

産別労働組合本部からの参加者が、両国の労働組合組織と金属産業の労働組合の組織機構の簡単の紹介を行う。

各組織 30分、質疑応答 30分。 

11：00 休憩（15分） 

11：15 議題２：日常的な労使間の話し合いの仕組みについて 

 －桐 畑 公 紀 スズキ労働組合中央執行委員（30分） 

 －インド側参加者（30分） 

 －質疑応答（60分） 

企業別労働組合からの参加者が、労使間の話し合いの方法や頻度、議論のテーマなどについて、さらには労使交

渉の方法についても簡単に説明する。また労使間の話し合いの基礎となる労使関係の特徴についても説明する。

各組織 30分。 

【主要項目（パワーポイント・プレゼンテーションの場合のページ割目安）】 

－会社概要（１ページ） 

－労働組合概要（１～２ページ） 

－（経営協議会、各種労使協議会、団体交渉など）労使間の対話の枠組み（４ページ程度） 

－労使対話の内容（４ページ程度） 

－労使関係構築に向けた労働組合の姿勢など（４～６ページ） 

その後、質疑応答にて自由に意見交換を行う。60分間。 

 13：15 昼食（90分間） 

 14：45 議題３：職場におけるコミュニケーションと労働組合員の意識 

  －田 口   実 コマツユニオン中央執行委員（30分） 

  －インド側参加者（30分） 

  －休憩（15分） 

  －質疑応答（60分） 

企業別労働組合からの参加者が、組合員とのコミュニケーションを深めるための活動や、労働者や組合員が労働

組合に対してどのような認識を持っているかを説明。また組合員を積極的に労働組合活動に関与させるための活

動についても説明する。さらには将来労働組合活動を担う人材の確保についての苦労話なども触れる。各組織 30

分。 

【主要項目（パワーポイント・プレゼンテーションの場合のページ割目安）】 

－会社概要（１ページ） 

－労働組合概要（１～２ページ） 

－組合員との対話の場や意見集約の取り組みについて（任意：８ページ程度） 

 ・広報、教育宣伝活動の紹介など 

 ・組合員アンケートの結果などによる組合員の意識の把握など 

 ・職場集会などを活用した組合員との対話など 

－女性組合員の労働組合活動や意思決定への参画促進の活動（最低１ページ） 

－若年層組合員への対応（最低１ページ） 

その後、質疑応答にて自由に意見交換を行う。60分間。 

 17：00 とりまとめ・閉会 

  －平 川 秀 行 ＪＣＭ事務局次長／国際局長 

  －インド側代表 

 18：00 交流夕食会へ移動。 
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インド側参加者名簿 

ＩＮＴＵＣ（インド全国労働組合会議） 

1. ヴィジャイ・シャルマ  

2. ＲＰ・シン  

3. クサル  

4. シャヘブ・シン・シロハ  

5. ラジェシュ・シャルマ  

6. クルディープ・クマール  

7. ヴィノッド・サイン  

8. サットヤヴァタ・プニア  

9. ビルバル  

10. チェターン  

11. ブペンデル  

12. シャシバラ・カプール  

13. ＳＳ・ハンズ  

14. ＳＫ・ソランキ  

15. ラヴィ  

16. モヒット・アワネ  

17. ディーパク・ナンドラ  

18. ヴィカス・ヤダフ  

19. ヴィヴェンドラ・シャルマ  

20. ラケシュ・マリク  

21. ダルメンデル・フッダ  

22. シャムシュ  

23. オムカール  

ＨＭＳ（ヒンドゥ・マズドゥール・サバ） 

24. ヴィノッド・クマール ＨＭＳマネサール ハイレックス・インド労働組合委員長 

25. パルヴィンダール   ＨＭＳグルガオン スズキモーターサイクル・インド労働組合上級副委員長 

26. トリプティ・シャルマ ＨＭＳファリダバード 全エスコーツ労働組合副委員長 

27. スレシュ・クマール  ＨＭＳファリダバード 全エスコーツ労働組合法律担当書記 

28. ナレシュ・クマール  ＨＭＳグルガオン ヒタチ労働組合委員長 

29. シヴ・クマール    ＨＭＳファリダバード 全エスコーツ労働組合執行委員 

30. サンディープ・クマールＨＭＳマネサール ディガニア・メディカル・デバイセズ労働組合委員長 

31. ジャス・パル・シン  ＨＭＳグルガオン 地域支部書記長 

32. ジャスワント・シン  ＨＭＳファリダバード 全エスコーツ労働組合書記 

33. トゥリロック・シン  ＨＭＳファリダバード 全エスコーツ労働組合副上級委員長 

34. プーラン・シン    ＨＭＳファリダバード 全エスコーツ労働組合副委員長 

35. ラジェンダー・シャルマＨＭＳファリダバード 全エスコーツ労働組合執行委員 

36. オム・パルカシュ・シャルマ ＨＭＳファリダバード 地域支部執行委員 

37. ラジェンダー・クマールＨＭＳグルガオン カリアー・エアコン労働組合書記長 

38. アヴニシュ・クマール ＨＭＳグルガオン カリアー・エアコン労働組合会計担当 

39. ハルミシュ・シン   ＨＭＳグルガオン スズキ・モーターサイクルインド労働組合共同書記長 

40. ニルマル・Ｋ・ウマールＨＭＳマネサール ディガニア・メディカル・デバイセズ労働組合財政担当 

41. ナヴニート・シン   ＨＭＳグルガオン 地域支部委員長 

インダストリオール南アジア地域事務所 

42. Ｍ・バラスブラマニヤン 総務担当書記 
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【開会挨拶】 

 

平川 秀行  ＪＣＭ事務局次長／国際局長 

 本日は、日本－インド金属労組交流会を共催していただきあ

りがとうございます。 

日本のＪＣＭを代表して心よりお礼申し上げます。また、この

会の実現にご尽力していただいた、P.J.ラジュさんに感謝申し

上げます。 

 ＪＣＭは従来よりインド金属労組の方々と連携をとりながら

活動しておりますが、その他のインド労組の皆さんとは連携で

きていないと感じています。著しい経済発展から日本企業が数

多く進出しているなかで、日系企業の労働問題も発生しており

ます。このような中、情報交換することは大変重要であると感

じますし、この交流会を協力関係づくりのきっかけとしたいと

考えております。 

 今回は、ＪＣＭ各産別より 22名参加しております。それぞれ企業別組合において担当分野が違いますが、積極

的に質問していただきたいと思います。この交流会を通じて、皆さんとの友情を築いていきたいと思いますので、

よろしくお願い致します。 

 

Ｐ・Ｊ・ラジュ  ＩＮＴＵＣ書記長 

 インドにお越しいただき、歓迎の意を表すと共に、インド労組を代表してご挨拶を申し上げます。これまでは

金属労働者として活動していたが、インダストリオール結成により大きな組織となりました。インドは民主的国

家であり労使関係も良好であり、私たちは会社経営者と労働条件の向上について議論しています。 

各産別からお越しいただき、交流プログラムをこのようにもてることを大変うれしく思います。 

 

【議題１：両組織の紹介】 

 

全日本金属産業労働組合協議会の組織紹介 

岩井 伸哉  ＪＣＭ国際局部長 

 ＪＣＭ加盟５産別の紹介やインダストリオール結成について更にはＪＣＭの活動内容について説明。グローバ

ルな環境変化に対し日系企業の建設的な労使関係構築に向けた取り組みや、インダストリオール緒会議への積極

的な参画と国際連帯活動の推進を行っており、この交流会も、その一貫であること、また製造業の未来を担う人

材を育成する目的で地方における物造り教室なども実施していることなどパワーポンイトを使って報告した。 

 

ＩＮＴＵＣの組織紹介 

Ｐ・Ｊ・ラジュ  ＩＮＴＵＣ書記長 

＜結成の歴史＞ 

1920年 ＡＩＴＵＣ結成 

1926年 インドの労働組合法制定 

1947年 インドが独立し労働組合が発展 

1949年 ＡＩＴＵＣ ＩＮＴＵＣ ＨＭＳ ＵＴＵＣの 4つのナショナル・センターが結成される。 

 

＜インドの情勢＞ 

28州と７つの特別自治区で構成されている。 

総人口  12億 1000万人 

労働人口 ５億 930万人（92%がインフォーマルセクター 未組織） 

失業率  7.28％ 

 

＜インドのナショナル・センターについて＞ 

12の中央組織で結成されている。 

BMS、ＩＮＴＵＣ、ＡＩＴＵＣ、ＨＭＳ、ＣＩＴＵの５大センターをはじめ、女性のみで構成されているＳＥＷＡ

などもある。 

 

＜活動内容＞ 

労働者の立場を代表して経営者と交渉し、労働者の声を届ける。 

交渉はマネジメントと行っており、意見の相違はあるが、解決策の見出す努力をしている。また、メンバーに対

して教育訓練や福利厚生サービスの提供なども行っている。 
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活動内容を大きく分けると二つのカテゴリーに分ける事ができる。 

①闘争的機能・・・賃金交渉や労働環境改善など 

②友好的機能・・・福利厚生、差別から女性を守る活動など 

 

＜組織拡大について＞ 

個々の闘いだけでは解決できない問題、課題が多々あり、大きな組織として団結していくことが大事である。 

インドでは、社会保障、年金などは組織化されたものにしか適用されないため、未組織の労働者にも適用される

よう訴えている。 

組織化の課題としては、若者や IT 産業などに対し組織拡大に向けた活動が遅れている。今後は、若者及び IT 産

業や貧困層へのアプローチを行い組織拡大に向けチャレンジしていく。 

 

【質疑応答】 

Ｑ（日本）：ＳＥＷＡについて、60万人の組織で全員が女性で構成されているナショナル・センターとのことだが、

どのような組織なのか教えて欲しい。 

Ａ（インド）：ＳＥＷＡは当初ＮＧＯとして設立し、その後労働組合として正式に認証された。 

ＳＥＷＡが労働組合として認証されたいとの意向があり、政府の委員会で議論を開始したものの、この委員会で

ＳＥＷＡの労働組合化が反対された。しかし、高等裁判所で勝利しＳＥＷＡの労働組合化が決定した。ＳＥＷＡ

の組合員は家内労働者が主である。雇い主は家の主人でありインフォーマル・セクターとなってしまう事が多い

為、自助グループとして結成された女性集団である。 

 

Ｑ（日本）：若者の就労問題とは具体的にどういうことなのか？ 

Ａ（インド）：インドの多くの若者は、仕事に就きたいという思いは強いが、なかなか仕事が見つからず就労でき

ていないのが現状であり、組合としてはスキル開発などのバックアップもしている。また、外国企業の進出が雇

用創出につながるため、外国企業の進出を歓迎している。 
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議題２：日常的な労使間の話し合いの仕組みについて 

① スズキ労働組合 桐畑中央執行委員 
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議題２：日常的な労使間の話し合いの仕組みについて 

② インド側 ＳＭＥＦＩ執行委員 
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46 
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議題２：日常的な労使間の話し合いの仕組みについて 

③質疑応答 

 

Ｑ（日本）：安全に関する質問。基幹労連では、年間 20 人くらい労災で死亡する。インドではどれくらい死亡者

が出るのか？ 

また、日本には安全衛生法という法律があり、死亡者が出た場合のペナルティが非常に大きい。インドにも安全

衛生法はあるのか？ 

Ａ（インド）：日本同様にインドにも安全法はある。５－10年単位で協定を結ぶ。毎月協議会があり、そこで状況

を共有する。インドでも安全法は守らなければならず、死亡者の発生は、労働者の最重要課題になっている。 

 

Ｑ（インド）：日本では協定はどれくらいの期間で結ぶのか？ 

Ａ（日本）：賃金や一時金に関する団体交渉は鉄鋼では２年が多い。 

 

Ｑ（インド）：(あいさつ運動について)門で従業員を迎えるのはいいと思う。飲酒や麻薬の問題はないのか？ 

Ａ（日本）：取締が厳しく、発覚したら即解雇になる。 

 

Ｑ（インド）：契約社員はどれくらいいる？賃金水準は？ 

Ａ（日本）：１／３程度は非正規雇用である。 

 

Ｑ（インド）：同一労働同一賃金ではないのか？ 

Ａ（日本）：日本でもなっていない。これは、日本でも同じく課題。 

 

Ｑ（インド）：インドでは、自動車や鉄鋼は非常に危険な労働環境。日本はどうか？ 

Ａ（日本）：危険な作業はある。こういう場合は、作業手順書で教育を行う。最初はマネージャーをつけて安全を

確保し、何かあったときにもう一人がヘルプできるように一人にならないようにする。 

 

Ｑ（インド）：インドでは、デモやストライキが頻発している。特に全国規模のストライキが実施されている。日

本でもストライキはあるか？ 

Ａ（日本）：労働条件に関するストは少ない。交渉の背景にスト権は持っているが、全国ストは聞いたことがない。

デモについては、制度の改善などで実施。連合主催の行動。企業にダメージは与えない。 

 

Ｑ（インド）：金属労働者の労働条件の改善にどのようにして取り組んでいるか？ 

Ａ（日本）：一般的な労働条件の改善の取組は、賃金・一時金と、それ以外の改善活動がある。それ以外は、労働

安全衛生法のもと、安全衛生委員会を設置して、安全衛生について議論している。 

 

Ｑ（インド)：マルチ・スズキで起こったことについてはどう認識している？ 

Ａ（日本）：インダストリオールから情報を得て対応してきた。会社には、組合に対して公正な行動をとるよう申

し入れをしてきた。 

 

Ｑ（インド）：マルチ・スズキの件については、日本の本社が主導したことはよかったと捉えている。労組に対す

る抑圧や賃金の問題など日本でも同じようなケースは発生しているのか？ 

Ａ（日本）：あそこまでの争議はなかなかないが、あった場合は上部団体を通じて話をする。 

 

Ｑ（日本）：若者の就職難は日本と共通の課題である。 

Ａ（インド）：インドの若者も雇用がない。そもそもの空きがない。昔は徒弟制度もあったが、現在は能力・スキ

ル開発など雇用対策がない。雇用創出につながるので海外からの直接投資は歓迎している。政府は 2015年までに

対策を実施すると言っているが、本当に実現できるのか労組としては心配している。 

 

Ｑ．日本にはメンタルの問題があり、自殺者が非常に多い。インドではどうか？ 

Ａ．うつ病や過労などの患者はいるのはいるが、多いかどうかは不明。アル中は非常に多い。日本人は働き過ぎ

の印象がある。インド人はそんなに働かない。実働５－６時間くらい。そんなにプレッシャーがない。 
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議題３：職場におけるコミュニケーションと労働組合員の意識 

① 日本側報告 コマツユニオン 田口中央執行委員 
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議題３：職場におけるコミュニケーションと労働組合員の意識 

② インド側報告 ＩＮＭＦ執行委員 
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議題３：職場におけるコミュニケーションと労働組合員の意識 

③質疑応答 

 

Ｑ（日本）：２番目のスライド（個々の従業員）で、賃金・勤務条件に満足しないと、ジョブ・ホッピングする方々

がいて、それはよくないことであると説明があったが、日本でも技能を求めて転職をされる方々はいる。ジョブ・

ホッピングの良くない点を教えていただきたい。 

Ａ（インド）：良い報酬、条件を求めて転職することは悪いとは言わないが、良い報酬、条件を求めて、会社を辞

めたにも関わらず、１～２か月間何もしないでいる者もいるので、それが良くないということである。 

 

Ｑ（日本）：企業でスキルを得て、違う企業により高い技能・賃金を求めて、ジョブ・ホッピングされる方々はい

る。このような方々を問題視されているわけではないということか。 

Ａ（インド）：２つの要素があって、１つは労働者の欲求、もう１つは使用者の欲求です。それぞれにニーズがあ

って、それぞれを理解するためにコミュニケーションは非常に大事と考える。安定も大事だと思うが、それぞれ

が理解して、ジョブ・ホッピングしていくことはよいと思う。 

Ａ（日本）：全ての労働者がジョブホップしているわけでなく、ジョブ・ホッピングしているのは、技術者等のホ

ワイトカラーである。 

 

Ｑ（インド）：定年は何歳か？ 

Ａ（日本）：たいていの企業は 60才で定年だが、現在、65歳まで延長されるような法改正が議論されている。 

 

Ｑ（インド）：労働組合の数は？また組合員数は？ 

Ａ（日本）：連合の組合員数は約 680万人。組織数は約５万 5,000組織である。また、いずれかの労働組合に加入

している人は約 1,000万人である。ちなみにＪＣＭの組合員はは約 200万人である。 

 

Ｑ（インド）：労働者への対応について、苦情処理はどのようにしているか。 

Ａ（日本）：労働組合が会社と対応している。それで解決できないものに関しては、労働委員会や労働審判制度で

対応している。 

 労働委員会は、労働組合と使用者間の労働条件や組合活動のルールを巡る争いの解決や、使用者による不当労

働行為があった場合の救済など、集団的労使関係を安定、正常化することを主な目的とした行政委員会であり、

公益・労働者・使用者の代表者三者で構成されている。労使間の話合いが円滑に行われない場合に、公平な立場

の第三者として、紛争解決のための援助をするとともに、法律で禁止する不当労働行為があるかどうかを判断し

て、簡易・迅速に救済等を行う。 

 労働審判制度は、個別労働関係民事紛争を、裁判所において、原則として３回以内の期日で、迅速、適正かつ

実効的に解決することを目的として設けられた制度である。事件ごとに、審判委員２名と裁判官で構成されてい

る。労働審判は裁判の判決に相当します。労働審判に対する異議申立がない場合には、裁判上の和解と同一の効

力を有するものとされ、異議申立てがあれば，訴訟に移行する。 

 

Ｑ（インド）：年金制度について説明お願いする。 

Ａ（日本）：国民全員に適用される国民年金と、企業ごとに企業年金がある。 

 

Ｑ（インド）：会社の役員は労働組合に加入できないのか。 

Ａ（日本）：役員は経営側であり、労働組合には加入できない。 

 

④とりまとめ・閉会 

 

インド（女性）：私たちの意見が表明出来た事は非常によろこばしい事。私たちにとってこのような機会はあまり

なく、本日は意見交換ができてうれしく思う。日本の労働組合（ＪＣＭ）は、さまざまなことに積極的に取り組

んでいるが、特に福利厚生について積極的に取り組んでいることを、うれしく思う。議題１の岩井さんのプレゼ

ンでは、日本の団体交渉のやり方を知り、インドと異なっていることを知った。また、コミュニケーションにつ

いては、とてもよいアイデアをいただいた。本日は非常に有意義な討議ができたと思う。今後もこのようなフォ

ーラムを是非続けていただきたいと思う。 

 

日本（平川さん）：今回、初めてインドで国際労働研修プログラムを開催できることができ、皆さんに感謝する。

今後も、このような交流を深めながらお互いの良いところを学びあっていけたらと思う。この後、夕食懇親会も

ありますので、さらに連帯を深められたらと思う。 

 

インド（男性）：この交流会で日本・インドの労働組合について知ることができた。今後もこのようなプログラム
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が増えることを願っている。先程の報告で女性の参画について述べたが、インドの女性について話し足りないの

ではないかと指摘されましたので補足する。金属労働者には女性の割合が少ないが、インダストリオールになり、

繊維業界の労働者が仲間になったことで、女性の割合が増えた。女性は、搾取、差別、セクハラ等を受けていて、

労働組合はそれを保護している。若者（ＩＴ企業等に勤めている人達）はいい報酬を受けているため労働組合に

入っていない人が多いが、最近はそういった人たちも企業に搾取、差別、セクハラ等を受けはじめ労働組合に入

りたいと思っている人が増えている。 

 多くの企業には労働組合はない。企業は労働組合を認めていないし、労働者に労働組合に参加しないように圧

力をかけている。結果、賃金、長時間、安全の問題が発生している。そして、法律があったとしてもきちんと協

約が結ばれていない問題もある。 

 私たちは、コンプライアンス、福祉、ディーセント・ワークを進めていきたい。 

 本日は日本の皆さんと交流ができて、うれしく思う。ＨＭＳ、ＩＮＴＵＣを代表して、この取り組み対して、

そしてＪＣＭの参加者に感謝する。 
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エスコート社工場見学 

 

企業訪問：エスコート社 

訪問日時：2012年 10月 31日（水） 

 

 エスコート・グループの事業は、①農機、②エンジニアリング、③建機が中心であり、今回訪問した工場は、

農機を中心としたトラクター（ファームトラック、パワートラック、エスコートトラック）の最終組立を担うア

センブリー工場であった。6,000人の従業員を雇用しており、インド国内はもとより輸出も行っている。製造ライ

ンは 3 分毎のストップ＆ゴー方式によるものであり、組立に要する時間はマネジメント側でも良くわかっておら

ず、説明者によってまったく異なる数値を説明していた。 

 工場の近くにグループの研究所も有しており、Ｒ＆Ｄでは 3 年間で 61 件もの特許を登録している。200 人の研

究者がおり、３５の新しいプロジェクトが進行中である。 

 インドのトラック産業の発展の背景は、①農業の収入増、②政府の農業融資支援制度、③テクノロジーの進化、

④農業従事者の減少（機械化の必要性）にあり、年間 100 万台の需要のうち 3 分の１はエスコート社製で対応し

ており、農業の生産性を高めることをミッションにしている 

 エスコート社はインドのトラック産業で初めて品質の認証を受けているが、成長に向けては、①品質、②マー

ケット・ニーズの提供、③コスト競争力のすべてを同時に達成しなければならず、それらを合理的かつ環境に優

しく対応しなければならないとしている。なお、製造コストについては、確かなものを生産するために、コスト

の品質の両立に向けて①overall equipment、②ラインのフレキシビリティを行っている。ＥＡＧコンセプトにも

とづく解決チームが組織されており、不具合に対する対応を行っている。 

 

 
工場食堂にて懇談 

 
人事部長挨拶 

 
工場概要説明 

 
完成品の工場内搬送 
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ＪＣＢ社工場見学 

 

企業訪問：ＪＣＢ〔英国系 建設機械メーカー〕 

訪問日時：2012年 10月 31日（水） 

 

訪問場所：ＪＣＢ Ｉｎｄｉａ 

対応者：会社代表：スバハッシ・ダスブッダ人事部長、 

工場見学：（組立ライン）パバ・ナレ氏、（エンジンライン）ガルミンダ氏 

労組代表：  

工場概要：建設機械の製造、敷地面積７０エーカー、従業員数約２，０００名 

就業時間８：３０～１７：３０、週５日間労働（土日休み） 

 

【人事部長挨拶】 

皆様こんにちは、ようこそＪＣＢバラアグラユニットへお越しいただきました。 

こちらは、インドにおける建機分野において最大規模、また、バックフォーのユニットでは世界最大となってい

ます。 

ＪＣＢインドの中で、このバックフォー（先端にバケットや掘削機を取り付けたアームトラクタ）が、メインの

製品となっています。 

今日の流れですが、まず製品紹介のビデオを見てもらった後、工場見学に行きます。その後、昼食で工場給食を

とってから、質疑応答の時間も設けますので、宜しくお願いいたします。 

 

【工場見学】 

【組立ライン】 

 世界で最大のバックフォー組み立てラインです。1日当たり 1シフトで８５機製造しています。また、塗装ライ

ンでは１００％粉末塗装を行っており、世界でもここでしかできない技術です。 

 組み立て作業では、製品倉庫からコンベア上を流れてくる母材に対し、各ワーカーが部材を取り付けて組み立

てていきます。 

安全性を考えてフォークリフトでの床面上の運搬を一切しておらず、部品等はすべて吊るしあげて天井で運搬し

ています。 

工場内では倉庫管理に対して３つのコンセプトのもと、ベストな慣例を取り入れています。例えば、物の搬入に

ついては、１か所から全ての物を搬入し、各ラインへ送るようにしている。また、在庫不足をなくすため、１つ

の棚には必ず同じものを２つ置いており、１つがなくなったとしても、もう１つで対応できるようにしています。 

工場内の全ての職場には、クオリティコマンドセンターと書かれたボードが掲げられており、安全・品質・デリ

バリー・コスト・モラルについての方針が徹底されています。 

各部署において、各作業者は、作業手順書および取り決めにならって作業している。 

工場内には顧客センターが一か所あり、新規および既存顧客がこの場所で自由な論議をしています。例えば、既

存顧客ならば、プロダクションの改善方法やサービスについて話し合っています。 

 

【エンジン組み立てエリア見学】 

管理面では、ＴＬＣロジックを採用しており、全く障害が出ないことをめざし計画に沿って取り組んでいます。

作業面では、全てのワークステーションにおいて『ポカ（うっかりミス）よけコンセプト』を取り入れています。 

改善活動にも社員参加で取り組んでいます。１２０名の作業者に対して、１カ月に４件／月・人の改善項目を提

出することを義務付けています。 

製品を出荷する前にはテスト施設において、１００％テストを実施してから出荷しています。 

 

【質疑応答】 

Ｑ（日本）：女性工員の比率は 14％であるとのことである。インドにおける一般的な比率よりも高いものと認識す

るが、どのようなポリシーがあるのか。 

Ａ（インド）：会社のポリシーとしては、男女均等雇用を掲げている。 

工場の中には組み立てビジネスユニットとエンジンビジネスユニットの２つのユニットがあり、エンジンビジネ

スユニットにおける女性工員比率が１４％です。また、事務職等も含めると、ＪＣＢインドにおける女性比率は

25％となる。 

 このエンジンビジネスユニットが、インドの自動車関係で初めて女性を工場に導入した。そして、そのことで

成功したことから、引き続き女性比率を高めるようにしている。ただし、物理的に組み立てユニットとエンジン

ユニットを比べた場合、組み立てユニットの方が、扱う機械に重量物が多いため、物理的に女性には負担がかか

ることから、エンジンユニットにしか女性はいない。 
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Ｑ（日本）：工場、食堂内はとても綺麗で整備されていると感じたが、従業員満足度について、統計はとられてい

るのか。 

Ａ（インド）：従業員満足度を超えた管理をしている。それは、従業員関与度というものであり、昨年コンサルタ

ント会社を通じて従業員にアンケートを実施した。その調査結果では、当社（ＪＣＢインド）は国際的にもベス

トな会社、ベストな雇用カテゴリに認定された。実際には、積極的に日々の活動に対して、従業員一人ひとりが

関与していただくように取り組んでいる。数字上は、従業員関与度が 86％となっている。 

 

Ｑ（日本）：どのような取り組みをして従業員関与度を高めているのか。 

Ａ（インド）：具体的には、多宗教なので全ての宗教の祭りごとを皆で祝うようにしている。また、年に１回ファ

ミリー・デーを設けており、従業員の家族を工場に招き入れている。その中で、食事や音楽、芝居を楽しんでも

らっている。その他、ベスト従業員賞を発表するなどして、１日を楽しんでもらうようにしている。 

 さらに、４半期ごとにコミュニケーションミーティングという、従業員とマネージャーとの話し合いの場を持

っており、その中で双方の考え方、特に従業員の考え方を言ってもらっている。加えて、年に１回、全従業員を

対象とした集会も実施している。 

 また、工場内に従業員を知ってもらうために、４半期に１回、11あるカテゴリで従業員を評価・表彰しており、

表彰者は写真で掲示されている。 

 

Ｑ（日本）：紹介ビデオの中で、拠点数や病院、学校等の映像が流れていたように思うが、詳しく聞きたい。 

Ａ（インド）：まずディーラーの数を紹介しており、350の支店がある。 

次に、病院ではなく７つの村で展開している診療所の映像である。加えて、３つの村で３校の学校を開設してい

る。あと１つは刑務所である。これらは、コミュニティサービスという、奉仕活動の一環である。 

 

Ｑ（日本）：就業時間や休暇関係について聞きたい 

Ａ（インド）：就業時間は 08：30～17：30である。土日休みの５日間労働。年間 30日の有給休暇。宗教や祭りご

とのための 10 日間の休暇（有給）。病欠による休暇は７日。その他の事由による休暇が７日間ある。これらは、

インドの労働法に則り、最低限与えなければならないものである。１週間の労働時間は 45時間である。 

 

 
 

  



57 

 

インダストリオール南アジア地域事務所 

 

１．開催日時 2012年 11月 2日（金） 

２．訪問場所 インダストリオール南アジア事務所 

３．対  応 スダルシャン・ラオ・サルデ地域書記 

 

 
 

○インダストリオール南アジア地域事務所について 

インダストリオール南アジア地域事務所は５ヵ国の管轄している。 

インダストリオール結成前の各国の加盟組織数、組合員数は以下の通りとなる。 

国  ＩＣＥＭ  ＩＴＧＬＷＦ ＩＭＦ 

  組織数 組合員数 組織数 組合員数 組織数 組合員数 

バングラデシュ 3 715 10 30,692 2 37,000 

インド  6 4,276 7 103,286 5 84,754 

ネパール  3 557 7 12,316 3 29,940 

パキスタン 5 2,792 4 26,599 2 33,550 

スリランカ 3 1,384 3 3,104 2 12,340 

合計  20 9,724 31 175,997 14 197,584 

 

○インドの労働組合の歴史について 

 インドの労働組合運動は、賃金交渉やイデオロギーの提携によって特徴づけられる。 

 インドの産業化については、産業革命はイギリスから始まったとされているが、その前からインドの産業は存

在していた。しかし、イギリスの考えで、インドの産業を促進化していった。植民地時代に、繊維、紅茶、綿花

の産業促進を行った。 

 インドの労働組合誕生については、イギリス ランカスターの青年たちから始まった。当時も、イギリスとイン

ドで格差があり、イギリスのランカ社がもっとインドのものを高くしようとした。イギリス資本家の動きだった

が インドには有利なものだった。1881 年に初めて工場法ができ ７歳以下の労働禁止 12 歳以下の時間制限が盛

り込まれた。 

インドの労働運動は４つのステージに分けられる。 

 第 1ステージは 友愛 人道主義だった。 

 友愛活動家がインドの状況をみて活動しなければと 1980 年４月 24 日ロカンディーによってボンベイに初の組

合を結成した。このロカンディーはインドの労働運動の父と言われている。1911 年にできた工場法では１２時間

労働と１日の休日が決められた。 

 休日についてイギリスは、キリストに祈りに行くために日曜日を休みにしようとした。しかし、インドは多宗

教であり、イスラム教は金曜日、ヒンズー教は月曜日が祈りの日のため、日曜日を休みとは考えていなかった。 

ロカンディーは常識を持った人で、せっかくイギリスが休みをくれるのにもめてしまうと考えた。そこで、ボン

ベイの神様へのお祈りの日が日曜日であったことから組織していた 50万人を集め、あなたたちの神であるボンベ

イの神にお祈りに行く日を休みにしようと日曜日を休みにすることをイギリス政府に届け、平和的に解決した。 

 第 2 ステージでは、労働活動が組織化されていった。BP ワイダによって設立されたマドラス労働組合は、イン

ドの労働組合の出発点であるといわれている。この時期は、ロシア革命の影響を受け、過激な労働運動が始まり、
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共産党の影響で、ストライキ等の紛争が多かった。1920 年には、労働組合主義が広がり、AITUC が結成された。

1924～1947年は、共産党員、社会党員、国家主義者の影響を受け、国家独立運動に密接に関与した。 

 インド独立後の第３ステージでは、ＡＩＴＵＣが分裂しいろいろな政党とつながった。インド国民会議とつな

がったのがＩＮＴＵＣで、ＨＭＳは社会主義政党とＣＩＴＵは共産党とつながった。 

SEWAは 1972年に結成されています。 

1974年には大規模なストライキが起こった。 

現在、インドで登録されている組織の人数は以下の通り。 

No 名称  登録人数 

   1980年  1989 年  2002年 

１ ＡＩＴＵＣ 344,746  938,486  3,442,239 

２ ＢＭＳ  1,211,345  3,116,564  6,215,797 

３ ＣＩＴＵ  331,031  1,775,220  2,678,473 

４ ＨＭＳ  762,882  1,480,963  3,338,491 

５ ＩＮＴＵＣ 2,236,128  2,692,388  3,954,012 

６ ＮＦＩＴＵ 84,123  ―  ― 

＠ NFITU-DHN  ―  529,762  569,599 

＠ NFITU-KOL  ―  530,000  33,620 

 

 現状の問題として、組織化されているのが８％程度。多くのＮＧＯの出現。ノーマニュアルの増加。サービス

業の増加があげられる。インドは急激に成長しているが、労働者の雇用は減っている。インフォーマル化してお

り、急激に増加しているのは非正規。政府は、成長のエンジンとしてＦＤＩ(海外からの直接投資)を検討してお

り、ＦＤＩから労働市場の更なる規制緩和を要求されている。中央州政府は、海外から誘致しようとしており、

以前あった３者構成交渉主義に興味を失っている。 

 労働組合は今後、組織化の拡大、女性の参加の促進、市民社会やＮＧＯ、自治体との架け橋構築、経済範囲の

超越、環境問題に取り組んでいかなければならないと考えている。 

 労働組合は、民主的な組織です。みんなで一緒に力あわせて頑張りましょう。 

 

○質疑応答 

Ｑ.ＮＧＯが増えてきているはなぜか？ 

Ａ.ボランティアで活動しているが、そのなかで組合のような活動と組合活動を助ける活動をしている。それによ

って、労働組合の仕事が奪われてしまう。ＮＧＯはＮＧＯ、労働組合は労働組合の仕事をしなければならない。

そのためにも、労働組合は、もっと力をつけていかなければならない 

非常によいＮＧＯもあるが悪いＮＧＯもある。労働組合はよい組織でなければならない。 

 

Ｑ.悪いＮＧＯとは？ 

Ａ.外部からお金を募ったりしている。たとえば、以前アスベストの問題についてＮＧＯが動き、最高裁までいっ

た例がある。組合としては、すべてのアスベストに対し適用することを望んでいたが、ＮＧＯが提出したものは、

適切ではなかったため、判決はうまく使うようにと資本家のための判決となってしまった。 

 

 
南アジア地域事務所内会議室 

 
南アジア地域事務所内会議室 
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インダストリオール南アジア地域事務所報告資料 
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国内研修Ⅱ  
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国内研修２ 

次第（案） 

2013年１月 28日 

 13：00 主催者挨拶 

  －若 松 英 幸 ＪＣＭ事務局長 

 13：10 報告書概要説明および確認 

  －岩 井 伸 哉 ＪＣＭ国際局部長 

 13：40 インドにおける労働運動の解説 

  －岩 井 伸 哉 ＪＣＭ国際局部長 

 14：10 海外での健全な労使関係の育成のための取り組み 

  －平 川 秀 行 ＪＣＭ事務局次長／国際局長 

 14：30 参加者の感想と今後の活動への反映（一人５分程度） 

 16：30 総括 

  －小 島 正 剛 ＪＣＭ顧問 

 17：30 終了 
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報告（抜粋） 
１．派遣期間： 2012年 10月 28日（日）－11月３日（土） 

２．派 遣 先： インド・ニューデリーおよび近郊 

３．派 遣 者： 産別参加者 22名、ＪＣＭ参加者２名（平川事務局次長／国際局長、岩井国際局 

 部長） 

４．概  要：  

 

①インド日本人商工会議所との懇談 

 日時： 2012年 10月 29日（月）10：00～ 

 西本事務局長にホテルまでご足労いただき、経営側から見たインドの政治・経済情勢と労働情勢および労使関

係についてご講演いただいた。日系企業を中心としたインドへの海外直接投資の急増、急激な経済成長の反面高

いインフレと貧富の格差拡大、賃金の継続的な上昇傾向などについて講演いただいた。 

 

②在インド日本大使館 

 日時： 2012年 10月 29日（月）15：00～ 

 塚田経済公使より、インドの政治・経済・社会状況一般について講演いただいた。また在留日本人の安全確保

の取り組みや、日系企業における労使紛争への対応などもご紹介いただいた。特に日系企業の労使紛争に関して

は、多方面より最新の情報を収集するとともに、在留日本人の安全確保という観点から、必要に応じて中央政府

や州政府の担当大臣に対し申し入れを行うなどの対応を行っているとのことであった。 

 

③日インド金属労働者交流会議 

 日時： 2012年 10月 30日（火）09：30～ 

 インドからは、ＩＮＴＵＣ（インド全国労働組合会議）とＨＭＳ（ヒンドゥ・マズドゥール・サバ：インド労

働者組織）の金属労働組合を中心とした産別・企業別労働組合の幹部が参加した。Ｒ・Ｊ・ラジュＩＮＴＵＣ書

記長がインド側を代表して歓迎挨拶を行った。 

 「会社との日常的な話し合い」については、インド側がトリパティＨＭＳ／エスコーツ労働組合書記長から、

日本側は桐畑公紀スズキ労働組合中央執行委員が報告した。「組合員とのコミュニケーション」では、日本側から

田口実コマツユニオン労働組合中央執行委員が報告し、インド側はＲ・Ｊ・ラジュＩＮＴＵＣ書記長が報告を行

った。 

 

④エスコーツ労働組合訪問・工場見学 

 日時： 2012年 10月 31日（水）10：30～ 

 ＨＭＳというナショナルセンターにＳＭＥＦＩ（インド鉄鋼金属機械労働組合連合）を通じて加盟しているエ

スコーツ労働組合を訪問、工場見学と労使との懇談を行った。エスコーツは農業用トラクターを製造しているイ

ンド国内資本の企業である。工場見学ののち、労使との懇談を行った。 

 

⑤ＪＣＢ労働組合訪問・工場見学 

 日時： 2012年 10月 31日（水）12：00～ 

 エスコーツと同様にＳＭＥＦＩ傘下のＪＣＢ労働組合を訪問し、工場見学と労使との懇談を行った。ＪＣＢは

イギリス系のクレーンや建設機械を製造する企業である。 

 

⑥インダストリオール南アジア地域事務所訪問 

 日時： 2012年 11月２日（金）16：30～ 

 最終日にあたる 11月２日は、インダストリオール南アジア地域事務所を訪問した。今回訪問したのは今後２週

間程度で移転する先の新しい事務所であった。スダルシャン・ラオ地域代表より、南アジア地域事務所の管轄範

囲や主な活動内容について紹介していただき、またインドの労働運動の歴史について講演いただいた。 

 インダストリオール結成によって、ＩＭＦ時代と比較し南アジア５か国の加盟組織が急増しており、対応が難

しいとのことであった。特にバングラデシュやパキスタンなど数多くの小規模組織がある国では、国別協議会を

設置することが喫緊の課題であると述べた。 

 

５．そ の 他： 

 今回の研修では、インドという「慣れない」環境であったにも関わらず、体調不良などで公式行事や訪問を欠

席する参加者もおらず、全員無事帰国できたことは特筆するべきことであると考える。今後、12月 13日（木）－

14 日（金）に国内研修２が予定されている。ここでは、各参加者や参加組織の国内での活動にどう活かしていく

かのフォローアップを行い、また報告書作成について話し合う予定である。 
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2013.1.28 ＪＣＭ国際局 

 

第７回ＩＭＦ-JC国際労働研修プログラム 国内研修２ 

当プログラムから何を学び、どう活かすか？ 

 

１．プログラムの目的： 国際労働運動をそれぞれの産別、企連、単組で担う人材の育成 

 

•個人としての能力向上（インプット） 

→広い視野・偏りのないモノの見方考え方／国際感覚・異文化コミュニケーションの技術・ポイント／インド労

使関係の知識等） 

 

•自組織の活動への反映（アウトプット） 

→ここで得られた知識、経験をベースに、いかに自組織の国際活動を強化するか？ 

 

２．海外事業体における健全な労使関係構築の重要性 

 

・海外事業体で発生した問題は日本の親会社・組合員への影響大 

 

・同じ企業グループで働く仲間として、海外で働く仲間が健全な労使関係を構築し、企業を発展させ、よりよい

生活を手に入れるように支援することの意義 

 

３．海外実地研修後の役割期待 

 

・人材育成自体が目的ではない。「育成された人材が何をするか？」がポイント 

→これまでのケースでは、以下のような事例あり。 

 

・現地労組と執行部と日本側労組執行部の協議の場を改めて設定・意見交換実施 

（インドネシアの労組と→他国労組とも同様の取り組みを計画） 

 

・単組に国際局設置実現 

 

・海外での健全な労使関係構築に向けた「MNC（多国籍企業）労組ネットワーク」の構築を期待 

 

☆ 同じ企業グループに属する海外の労働組合と日本の本社労組がグローバルに連携し、 

☆ 海外の各事業所の建設的な労使関係の構築に組合の立場で貢献 

 

＜研修で得た人的繋がりを活用＞ 

→まずは駐在員訪問時の組合事務所訪問から 

→日本×インド労組のバイの関係構築（定期協議等） 

→MNC労組ネットワーク構築（多国間会議等） 

     自組織で取り組みを計画・実施された際には、是非ご連絡ください！ 

 

４．ＪＣＭの取り組み＜ご紹介＞ 

 

・国際労働研修プログラム 

→国際労働運動を担う人材の育成 

 

・海外事業体における健全な労使関係構築」労使セミナー 

→海外事業体での健全な労使関係構築について、労使の啓発、各種海外情報の紹介 

 

・「健全な労使関係構築に向けた労使ワークショップ」（インドネシア、タイ） 

→健全な労使関係構築について、海外現地の労使の啓発 

 

・産別、企業連、単組からの講演、情報提供の依頼等への対応 

→ＪＣＭの考え方、取り組み、組織内外の好事例の紹介等 
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第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加して 

感想・所感 

 

 

 

 

佐 藤 崇 生 

自動車総連 全日本自

動車産業労働組合総

連合会 中央執行委員 

 

 今回の第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加させていただきありがとうござい

ました。 

 全体として、商工会議所・大使館・インダストリオール地域事務所・デリー近郊地場

メーカー・外資系メーカーと多方面にわたる方々との交流を通じ、それぞれのインド市

場・インドの労働環境・労使関係についての見解を知ることができたのは、大変貴重な

経験でありました。 

 私個人としては、2012年６月まで３年８カ月、デリーに駐在しておりましたので、そ

の中で私なりに得た知識・理解と比較しながらのプログラムとなりました。 

 その中で、インドの労働環境・労使関係について、大使館は民間企業の駐在員と同様

の感覚を持っていることを認識できたことと、商工会議所は、やはり直接各企業からタ

イムリーな情報を得ている訳ではないため、１テンポ遅れた情報に留まっている（マル

チ・スズキの暴動の情報）と言うことが認識できました。 

 工場見学については、インド地場メーカー・エスコーツ社（トラクター製造）におい

て、過去に日系資本が入っていた歴史から、「３Ｓ」などを今でも取り入れていること

などが見て取れ、日本的な生産手法の裾野の広さと影響力を感じました。 

 外資系メーカー・ＪＣＢ社（建設機械製造）については、大変美しい工場で、日系を

凌ぐ職場環境・労働条件に驚かされました。 

 中国など日系企業の進出が目覚ましい新興国の中で、他国進出のリスクとの比較から、

「世界最大の民主主義国家」インドへの期待が今後ますます高まると予想されますが、

私の経験から、インドは決して他国に比べリスクの少ない国ではなく、 

・電力 

・水道 

・通信 

・交通（特に道路） 

といったインフラ（ハード的側面）の未整備ばかりでなく、 

・宗教（多宗教、ヒンズーとムスリムの歴史的対立） 

・身分制度（カースト） 

・教育水準の低さ 

・人々の気質（運転マナーや仕事に対する価値観） 

・遵法精神の欠如 

と言った、文化的（ソフト的）側面においても大変未成熟、若しくは、日本をはじめと

する先進国の常識と大きく乖離しています。 

 我々は、こうした複雑で多岐にわたる問題を抱えた国を相手にビジネスを展開してい

くのだという覚悟と準備が必要だと考えます。 
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先ずは、多様な価値観に対する受容性が必要です。また、インド人を相手に仕事をする、

インドの労働者と連帯する上では、密なコミュニケーションと複数のリソースから情報

を得るネットワークが必要になります。 

 これは我々労働組合だけでなく、現地経営にも同じことが言えますので、現地の日本

人マネジメントに通じる日本の経営と相対する場面場面で、今回参加した我々が、その

ことを経営にしっかり伝えていくことが責務であると考えます。 

 改めまして、今回、貴重な機会をいただいたことに感謝申し上げます。 

 

 

 

 

藤 冨 健 一 

自動車総連 全日本自

動車産業労働組合総

連合会 国際局部長 

 

 今回、第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加する機会を頂き、大変有難うござ

いました。 

 ＪＣＭの国際労働研修プログラムへの参加は初めてでしたが、小島顧問による２日間

の事前研修はもちろん、本番は、現地現物の、学びの多い、密度の濃いプログラムでし

た。プログラムの事前準備から全行程において、参加者にきめ細やかにご配慮いただい

たＪＣＭ平川事務局次長、岩井部長、ＪＴＢ川尻さん、野口さん他関係者の方々に、ま

ず御礼を申し上げたいと思います。 

 実は、今回のインド訪問・滞在は、個人的には６年ぶりでした。６年前、１週間程度

インド出張に行く機会か何度かありましたが、人の多さ・密度、独特のにおい、時間を

守らない、車線無視・クラクション連発等のルール度外視の交通マナー、白い砂煙・ほ

こり、生野菜不可等に圧倒されるばかりで、挙句の果てには、出張後インド特有の下痢

に襲われ伝染病の疑いありと急遽出勤停止を仰せつかる始末で、あまりいい印象があり

ませんでした。しかし、今回の滞在を通じ、野良犬・野良猫・野良牛・野良猿・野良リ

ス（すべて危険？）、立っているだけのホテル守衛・トイレ番（雇用創出？）等全体の

印象はあまり変わらないものの、インドの歴史にも触れることができ、そんなインドが

少し好きになれたことは、個人的には大きな収穫です。 

 今回のプログラムを通じ、特にインド日本商工会、在インド日本大使館の方々のお話

からは、労使紛争・労働争議が頻発する状況ではあるものの、改めて市場としてのイン

ドの魅力を強烈に感じました。ＧＤＰ成長率、自動車市場等の伸長も去ることながら、

今後予測される富裕層の増加の規模という点で大きなポテンシャルを感じました。また、

インド金属産業労組、インダストリオール南アジア事務所の方々との打ち合わせにおい

ては、解雇、労働条件切り下げ等経営側の理解不足もありますが、その中においても密

な労使関係のコミュニケーションが重要であると感じました。 

 現地における工場訪問も貴重な体験でした。「ＪＣＢ」は、イギリスに本拠を置く世

界最大手の重機メーカーの一つですが、工場ラインの整備状況・ボードでの効率化管理

等日本の生産現場と比較しても遜色ないレベルであり、従業員満足度の分析も実施する

など、世界に伍する企業であると思いました。 

 印象的だったのが、インド日本商工会西本事務局長の一言です。西本さんはあるメー

カーのインド現地法人立ち上げに携わっていらっしゃったとのことですが、定年を迎え

るに当たって、自社での定年延長を辞退しインド滞在を選択されたとのことです。理由

は、「高度成長期の日本を見ているようで、まさに Always三丁目の夕日の世界だ」「日々

刻々と変化するインドを見ているのが楽しい」とのことでした。インドは、それだけの

魅力がある国なのだと感じました。 

 今回のプログラムを通じ、各産別の皆様に出会えたことを本当に嬉しく思います、産

別を超えて多くの戦友ができ、貴重な財産を得ることができました。今後とも当プログ

ラムを継続し、更に発展させていっていただければと思います。 

 本当にありがとうございました。 
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佐 野 雅 人 

自動車総連 日産労連

部品関連労働組合 副

組合長 

 

＜はじめに＞ 

 第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加し、本当に貴重な体験をさせて頂きあり

がとうございました。 

 有意義な国際労働研修にするための準備や対応をしていただいた、ＪＣＭの平川事務

局次長、岩井部長、さらには事前研修でインドの労働事情や国際労働運動について講義

をいただいた小島顧問に対して深く感謝いたします。 

 また海外研修では、長いようで短いような、楽しくて有意義な時間を共有させて頂き

ました、各産別からの参加者の皆様にも感謝を申し上げます。 

＜所感＞ 

 今回の研修全体を通じて感じた事をひとことで表現すれば、経済成長著しいインドで

はありますが、自由にして民主的な労働組合主義という「健全な労使関係の構築はまだ

途上にある」ということです。 

 特に現地の労働組合との交流会議を通じた意見交換の場においては、労使が体等の立

場で話し合い、労使協調のもと生産性向上に向けた不断の努力を行なうことで企業を発

展させ、公正な成果配分を目指すといった、民主的で建設的な労働運動には程遠く、敵

対的な労使関係が色濃い感じを受けました。 

 これは、雇用・労働条件の不安定化と格差が拡大する状況下、組合結成には政府の承

認が必要であること、政府と経営者による組合結成の妨害や当局の不当な労働行政など、

インド特有の事情があること踏まえる必要があると思いますが、現地の労使関係や組合

活動の現状について、多少なりとも理解をする事がでた事は大きかったと感じています。 

 インドの労使関係の安定化は、インド経済の成長に大きく関係するだけにとどまらず、

グローバル経済という環境においては、日本経済に対するインパクトも年々増してきて

いると思います。海外進出が著しい自動車産業の労働組合としては、インドに限らずグ

ローバルに発生する労使問題の実態を把握するとともに解決に向けた取り組みを推進

し、海外での健全な労使関係構築に対し日本の労働組合として積極的に関与していくこ

とが重要だと感じました。 

 研修内容とは関係ありませんが、渋滞を避けることや安全面を考慮しての事だと思い

ますが、訪問先や食事会場へのバスの移動時間が長く多少疲れを感じました。食事につ

いては、生水・氷は厳禁であり、食事はいつもタンドリーチキン、ナン、数種類のカレ

ー、バスマティライスが定番であまり変化が無く、日本の良さを改めて実感しました。

尚、現地の労働者の労働環境・生活環境に触れる機会がもっと多くあれば、より見聞を

広めることができたと思います。 

＜最後に＞ 

 今回、事前研修を含めた一連の研修プログラムを通じて得た大きな財産があります。

それは、今回の研修プログラムを共に過ごした仲間です。通常の組合活動では交わすこ

とのない上部団体の方々や他産別の皆様と共に過ごし、親睦をはかることができたこと

は、何物にも変えがたい財産になりました。色々とお世話になりありがとうございまし

た。 

 

 

 

 第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加させていただきありがとうございまし

た。 

 事前研修の講義で、インドの情勢や労使関係の歴史・現状について学ばせていただき、

それを実際にインドに行って肌にふれ感じることができたのは大変有意義な研修だった

と感じております。 
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倉 田 真 紀 

自動車総連 本田技研

労働組合浜松支部 書

記次長 

 

１．インドについて 

 空港に着いてホテルに移動するまでの間、人の多さにまず驚きました。更に、翌朝ホ

テルの窓から外の景気を見て晴れているのに青空は見えず霞んでいる･･･空気の悪さに

またまた驚きました。そして、一番驚いたのが交通渋滞のすごさと交通マナーの悪さで

す。さすが総人口が世界第２位の国だけあって、人も多ければ車やバイクの数も半端な

く多かった･･･車線は無視、車と車の間をすり抜けていくバイクや歩行者を見て、よくこ

の状態で交通事故にならないなと逆に感心しました。 

 もう一つインドについて感じた事は貧富の差です。富裕層を対象にしたショッピング

センターの側にトタンやレンガ造りの簡易な家が密集してたりと、話では聞いていまし

たが自分の目で見て、その格差を目の当たりにしました。 

２．インド日本人商工会との懇談・在インド日本大使館訪問を通じて 

 インドの経済情勢やインド進出のリスク、更にはインドの労働環境について説明をし

ていただきました。インドの経済成長率は過去と比較すると減速傾向ではあるものの、

2012 年の経済成長率は 6.5％と予測していること、世帯年収 5,000 ドルを超える中間層

は 2030年には全体の 50%まで到達する見通しであり購買層が増加しているなどを聞き、

更にインドの市場が拡大方向であると勢いを感じました。しかし、インド進出にはイン

フラの未整備や土地・労働問題などのリスクもあることなど感じることができました。 

３．日インド金属労組交流会議を通じて 

 会議開催時間になっても会場準備をしている･･･人が集まらない･･･お国柄を感じる出

来事から始まりました。しかし会議についてはお互いの活動内容について意見交換をし、

理解を深められたと考えております。日本とインドの組合活動や労使関係の違いから、

質疑の場面で多少すれ違いはあったものの、労使議論のシステムや労使でのコミュニケ

ーションの取りかたなどの質問があり、健全な労使関係構築に向け模索している様子が

伺えました。また、女性だけで構成されたＳＥＷＡという組織もあり、女性の組織化に

ついても積極的に取り組んでいることが分かりました。個々の力では解決できない問

題・課題に対し大きな組織として団結していくことが重要であると繰り返し述べられて

おり組織拡大に向けた思いも確認することができました。 

最後に 

 健全な労使関係の構築にはコミュニケーションが重要であるとあらためて感じまし

た。また、組合の立場を主張するだけでなく、どれだけ会社に対し建設的な意見・提言

ができるかが良好な労使関係につながるというのは日本もインドも同じだと感じまし

た。 

 グローバル展開が加速している中、足元の日本ばかりに気をとられず海外の状況につ

いてもしっかり把握していくことが大切であること、また、今までは遠い海外で起こっ

ている出来事との感覚でしたが、そのことが日本の自分たちの働き方にも大きく影響を

及ぼすということにも気づかされました。今回の研修で、日本が常識ではなくグローバ

ルな視点を持って物事を考えていく大切さを学びましたので、今後の活動に活かしてい

きたいと考えます。 

 最後に、今回のプログラムの企画・運営にご尽力いただいた事務局をはじめ、各産別

の参加者の皆様、またバックアップしていただいた関係者の皆様に感謝申し上げます。 

 

 

 

 第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加させていただき、貴重な経験をすること

が出来ましたことを感謝申し上げます。 

 この研修に参加させていただくまでは、インドについて全く無知であり、人口が多く

経済成長率が高い程度の知識しかありませんでした。国内の事前研修においてインドの

労働情勢と国際労働運動について、小島さんより講義を受け、インドの労働運動につい
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山 川   穣 

自動車総連 三菱ふそ

う労働組合 中央執行

委員 

 

て認識を深めた上で、海外研修に望むことが出来ました。 

 海外研修に入り、インドへ到着したさい、まず驚かされたのは道路事情でした。いた

るところで車のクラクションが鳴り響き、少しでも車の間に隙間が出来れば、車線も関

係無しに入り込んでくる運転をしており、いつか接触するのではとバスから見ていて、

移動中はいつも驚かされました。見方を変えれば、ギリギリの隙間を走れる運手技術の

高さともいえますが、交通マナーの教育をもっとすべきと思いました。 

 インド日本人商工会との懇談と在インド日本大使館の訪問で、インドの経済状況につ

いて丁寧な説明を受けました。ＧＤＰ成長率が過去５年間平均で 8.4％と高い数値で推

移していたものの、リーマンショックにより５％台に低迷している。また、自動車販売

については、2007以降 15％の成長しており、現在でも８％の成長をみせており、年間自

動車販売台数も 300 万台と世界第６位の市場で、今後も販売台数が伸びていく大きな市

場といえます。しかし、交通マナーの問題や道路事情も悪く、説明の中には重量物を輸

送していたトラックが、橋に通りかかった時に、橋が崩落してしまったなどとうかがい、

インフラ整備が追いついておらず、課題が多く残っていると感じました。 

 日インド金属労組交流会議では、開始時間になっても会場設営をしていたり、インド

側の出席者が居なかったりとアクシデントもありましたが、会議開始後は良い意見交換

の場となりました。インド側のプレゼンの中で、会社側が労働組合を必要としていない

ことや、解雇や汚職、ストライキなどといった深刻な内容もあり、日本の労働運動との

違いを痛感しました。労使間でのコミュニケーションがまだまだ不足しており、日々の

話し合いによって信頼関係が構築されれば、労働紛争も減り成長・発展を遂げると感じ

ました。 

 最後に、今後も成長を続けていくであろうインドという国を直接感じられたことは、

良い経験が出来たと思っております。今回の研修で改めて学んだコミュニケーションの

重要性を念頭に置き、今後の活動に活かしたいと思います。 

 今回の研修に参加された皆さん、本当にありがとうございました。 

 

 

 

 

桐 畑 公 紀 

自動車総連 スズキ労

働組合 中央執行委員 

 

＜はじめに＞ 

 今回、ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加させていただき、労働組合の海外関係の

活動を進めていくうえでの貴重な知見をえることができ、大変感謝しています。 

 組合で海外対策を担当することになった私のパソコンには、「Think globally, act 

locally」と書いた紙を貼り付けています。ついつい細かいところに入りこんでしまう自

分に注意するためです。しかし組合活動で「globally」ってなんだろう？と実感を持て

ていませんでした。今回の研修に参加して、海外に拠点のある多国籍企業の労働組合と

して、海外勤務者に対する活動だけでなく、海外会社の良好な労使関係の維持に本社の

労組が提言機能を持つことの重要性と、上部団体の産別組織・国際組織の機能と価値を

実感することが出来、globallyに考えるということを意識するようになりました。 

 また今回は、インドで労働争議が発生している当事者企業の労組役員として研修に参

加する事となり気が重かったのですが、今は参加してよかったと感じています。いろい

ろと気を使ってくださったＪＣＭとＪＡＷの皆様には大変感謝をしています。インドの

現状を見て、また中央労働組合ＨＭＳのラル書記長やインダストリオール南インド事務

所のラオ代表の話を聞き、現場・現物・現実の大切さを実感しました。海外の案件につ

いて考える時には、会社やメディアから情報をとるだけではなく、現地の生の声を見聞

きすることの必要性を感じました。 

＜日本商工会、日本大使館訪問＞ 

 インドにおける日系企業の活動を説明していただき、あらためて日印経済関係が重要

になってきていると感じました。 
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 人口 12億人、中間層２億４千万人は日本と比べて非常に大きい市場。自動車販売台数

は 300万台/年、世界６位の市場。今後も耐久消費財市場の拡大が見込まれている。 

 日印経済関係は、2011 年にＥＰＡを締結して、工業製品などの関税が 10 年間で撤廃

される。インフラ整備、製造業などの弱点に対して、日本の技術・経験での貢献が望ま

れている。 

 賃金水準はワーカー8,000Rs・事務員 10,000Rs に対しマネージャー40,000Rs。高いイ

ンフレ率で昇給のニーズが高い。技術者・マネージャーのジョブホップが多い。 

 様々な政党と結びつきをもつ複数のナショナルセンターがあり対立している。 

＜交流会＞ 

 労働組合と組合員とのコミュニケーション手段は、会合の開催、機関紙・リーフレッ

ト発行、文体活動など、日本とインドは同様の活動をしている。ユニオンショップ制が

取られていないインドの会社では、組合への勧誘のために理解活動が盛んなのだろうと

思う。 

 一方、会社との話し合いの仕組みには大きな違いがあり、ネガティブな面が語られた。

交渉において労使の対立がある。労使間の協議に州政府が裁定で加わる３者協議の仕組

みがある。交渉の手段としてデモやストライキが使われる。労働組合は政府に届け出が

必要で、登録の段階でもネガティブな反応があると語られた。直接投資の誘致に州政府

が力を注いでいることを背景に、経営側に偏った免税等優遇や争議等における介入が州

政府によって行われていると捉えられている。 

 なお日本でも報道された労働争議は今も正常化しておらず、ナショナルセンターの一

つのＨＭＳが中心となって解雇された労働者の復職を訴えるデモを行っている。日本で

は聞こえてこない話で、現場・現実の大切さを感じました。 

＜エスコーツ社（トラクター等製造）、ＪＣＢ社（建設機械製造）見学＞ 

 見学させていただいた２社はどちらも業績好調な会社でした。管理職用食堂が設けら

れていることにお国柄を感じました。 

 特にＪＣＢ社はとてもきれいな工場で、休日数など労働条件が日本より良い面もあり

ました。Employee Engagement（仕事意欲）という指標は世界トップレベルとの話でした。

そのための取り組みとしては、全ての宗教の祝い事のお祭りやファミリーデイの開催、

全従業員との四半期毎の労使協議会開催、従業員表彰制度など、様々なコミュニケーシ

ョンが行われていることが紹介されました。労働条件の高さだけではなく、労働者が会

社から個人として認識されていると意識できることが仕事意欲につながっていると感じ

ました。 

＜インダストリオール南アジア事務所訪問＞ 

 インド労働組合の歴史と現在の課題についての説明は、国内研修にて小島先生から同

様の内容を教授されていたこともあって、理解しやすいものでした。課題として挙げら

れた、８％と低い労組組織率・非正規雇用の増加などは日本と同様の課題ですが、多国

籍企業の頻繁な生産プロセス再編や地域移動による失業の発生などは聞きなれない課題

でした。多国籍企業の施策がどのように見られているのか、気づかされました。 

＜研修のスケジュールについて＞ 

 国内研修・商工会・大使館において日本語で歴史的背景や現況の詳しい説明を受けた

後、現地労働組合との交流会→工場見学と進んでいく研修の流れは大変よいと思います。 

 一方、デリー近郊以外の商工業地域を見学する機会が無かったのは残念な面でした。
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デリーだけ見てもインドは把握できないと研修のなかでも語られたことから、バンガロ

ールやプネなどインド南部の事情も見聞きしたかった思いがあります。 

 また、デリー市内の渋滞はひどくて大型バスでの移動ということもあって小回りがき

かないため、移動に非常に時間がかかりました。おかげでデリーの激しい渋滞や沿道の

様子など成長するインドの熱気と、低い交通マナーと高い運転技術をじっくりと観察で

きました。しかし短い研修期間なので、出来れば移動を極力少なくして、効率よく時間

を使えるようにしていただければと思いました。 

＜まとめ＞ 

 労使関係を良好にする基本は、労使でコミュニケーション・対話の機会をもち、お互

いを尊重しあうことであるのは、インドも日本も変わらないと感じました。残念ながら

インドでは会社に労働組合があっても、会社が労働組合を認めず話し合いに応じない例

があります。また労働組合は、会社が組合をパートナーとして認めていないと考えたり、

闘争手段としてストライキやデモが行なわれていました。 

 インドの急速な経済成長は多国籍企業のさらなる投資を呼び込み、雇用の場が拡大し

ているが、それが労働環境の向上につながらずに、むしろ非正規雇用が増大している。

また労働組合の設立や活動に対しての、会社の不当な扱いや政府の圧力が話された。イ

ンド市場を求めて進出する多国籍企業は多く、私の所属する労働組合の会社もそのひと

つである。従来、日本の労働組合は、現地の問題は現地で解決することとして現地労働

組合と一緒の行動は考えず、海外の良好な労使関係構築のための提言のみを行っていく

方針でした。インドの労働運動に対し、国際連帯活動として日本の労働組合がどのよう

にかかわっていくのか、研修に参加した今もまだ答えを出せません。 

 しかし、海外会社の労働争議でストライキやデモが起きる状況は、生産・販売を低下

させて海外会社と連結の本社業績にも影響し、市場の企業イメージにもよい影響はあた

えない。また海外勤務者が安心して働ける職場・やりがいを持って働ける職場の実現に

も悪い影響を与える。この点は従来の方針に沿っても、日本の労働組合として会社に対

して提言・申し入れを行っていく点であると思う。 

 今回このような研修の機会を与えてくださった皆様に、あらためて感謝を申し上げま

す。 

 

 

 

 

佐 俣 光 男 自動車

総連 いすゞ自動車労

働組合 書記長 

 

はじめに＞ 

・今回の研修がインドということで非常に興味を持って参加させて頂きました。人口の

構成比はしっかりとしたピラミッド型で低年齢層が下段を支え、高年齢者が上段にあ

る構図は、これから発展することを意味していると言ってもよいと感じました。その

昔は、日本も同様の構図だったはずです。合わせて人口の増加率は、世界でも１、２

位を争う勢いであることも国を支える大きな要因になると感じます。そして巨大な国

土に周辺は海に囲まれている海洋立国となっていること。まさにこれから発展する材

料の揃った国だと感じました。残念なのは、ほんの一地域しか訪問できなかったこと

であったが、終わってみればとても充実した研修となりました。 

＜研修プログラム＞ 

・ インド日本商工会では、インドの経済成長率ＧＤＰが８％台という驚異的な数字に

表れるように、インフラ整備など成長に追いつかない部分が目に付いた。特に、道

路・鉄道・電力・下水道関連どれをとってもこれからのインドにとって必要性を感

じ、またこの分野では、日本の技術を期待する声も大きく、実際に地下鉄事業では

大きな成果を上げている。しかし、我々が思っている以上の巨大な国土を持つイン

ドは、一企業や一産業だけでなく、日本国を挙げて応援するぐらいでないと、この

大国を成長させることは容易ではないと感じた。しかしその裏で、過酷な労働環境

にあることも伺え知れた。９％台に昇る失業率はなにを意味しているのか。製造業

においては、工業従事者率は 14％台と低い中、今後、自動車産業への期待はあるが、
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設備投資など多くの時間とコストがかかることも実感した。また経済成長真只中で、

商用車（トラック）の保有率が低いことにも驚かされた。今後は期待できる市場と

思ってよいのか。 

・ 在インド日本国大使館では、今後のＧＤＰ成長率は低迷すると予測されているのに

は驚かされた。要因は、高金利と欧州債務危機への影響で輸出が減速するとされて

いる。インド政府の経済改革(規制緩和)がどこまで実行できるかが、今後のインド

を左右すると感じた。 

・ 雇用問題においては、これからまだまだ成長が続く中で、労働組合の存在意義が大

きな役割を示すことになることと認識している。しかし、現状では在インド日系企

業で 10％程度の組織率となっているうえ、「賃金へのこだわり」「帰属性の低さ」

「個人主義」のような特徴があると実感した。「日インド金属労使交流会議」の席

でもインド労働組合の方との議論がかみ合わないこともしばしば感じ取れたことを

再認識することができ、改めて労働問題について、しっかりとその国の国民性・風

土・習慣・宗教などを理解する必要があることを実感した。 

＜所感＞ 

・ 商工会の方がおっしゃっていた、経済成長著しい今のインドは、戦後の高度経済成

長を遂げた日本によく似ていると。それは私も肌で感じた。人々、町に活気があり、

どれをとっても生き生きとして素晴しかった。昭和 30年代の日本も同じような光景

が溢れていたに違いない。「所得倍増計画」によって経済は踊り、右肩上がりで高

度成長を成し遂げた日本経済。しかしそれとはちょっと違うインドの経済成長が感

じとれた。本当の成長はこれからだと思うが、この世界経済の速さについていき、

日本としてインドとどう繋がりを持つかが重要で、経済発展だけでなく環境問題に

もしっかりと取り組み、インドを経済大国へと支援できる国になることを望みたい。

そのためにも労働事情に日本の労働組合がどうお手伝いできるのか。インドの成長

のためには、政労使の三者が同じ方向に向かい走っていくことを願いたい。 

 

最後に今回、お世話になった団員の方々および、このような素晴しい機会をいただいた

事務局の皆様に感謝をいたします。 

 

 

 

 

富 塚   靖 自動車総

連 曙ブレーキ労働組

合 

中央執行委員長 

 

－ はじめに － 

・今回のＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加する機会をいただきありがとうございま

した。産別を超えて参加された皆さんとの交流、そして現地の様々な団体との交流・意

見交換をすることもでき、大変有意義なものでありました。今回の研修にあたり、企画・

運営にご尽力されました事務局をはじめ関係者の皆様に改めて感謝申し上げます。 

－ 商工会／大使館 － 

・プログラムの最初にインド日本商工会より「インドの投資環境および経営側から見た

インドの労使関係」についてはこれから研修をすすめていく上で大変参考なる内容であ

った。その後、大使館からの説明（経済情勢）を含め、初日にインドの概況ということ

を読み取ることができる講義であった。 

 12億人を超える国民は、多様な人種、民族、言語、宗教によって構成されており、宗

教ではヒンズー教徒が最も多く、ヒンズー教にまつわる身分制度であるカースト制度の

影響や差別は今でも残り、クラス（階層）や貧富の差が非常に大きいとのこと。このよ

うに多様な人々が存在するためインド人をひとまとめにして理解するのは難しく、貧富

の差についてはインドは貧しい国ではなく、貧しい人が多く住む国である、などと言わ

れているが今後、人口については 10年後に中国を抜いて世界一になり、中間層と言われ

る人が現在、2.5 億人おり、３年後には４億人になるというその速さについては驚嘆し

た。しかし、見方を変えればそこには巨大な市場がこれから存在していくという事実を
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感じるとることができた。 

－ 労組交流会 － 

・現地労働組合との交流会議については、事前から開催時間になっても集まらないのが

一般的と言われ、30 分遅れで開催された。また、途中休憩（11 時ごろ）でも 15 分では

あったが、会議室の後ろで食事を始めたりで大分遅れての再開となり、まさに“お国柄”

を感じさせる一コマでもあった。意見交換では、日本の活動事例については現地労組幹

部の皆さんも熱心に質疑のやり取りをし、テーマにもあったコミュニケーションのあり

方の他に社会保障制度、賃金交渉、安全衛生活動、女性労働者組織、若年層雇用、非正

規労働者、一連の労働争議関連など多岐に亘り、展開された。その中、個人的にはでイ

ンドにおける組合組織率の低さ（確か 2％）や多国籍企業の労働組合への対応に大分苦

慮されているとのことで、日本の労働組合組織活動と同じ土俵で取り組めるかはこれま

で歴史的な背景や今後の政府施策等により変化していくのではないかと感じた次第で

す。また、今回の会議でインド側組合の女性役員の方が積極的に発言し、女性の地位向

上に向けた取り組みも展開しているという感も受けた。 

－ 現地企業訪問 － 

・インド現地で活躍する企業については、エスコーツ社（トラクター製造）とＪＣＢ（建

機関連）の２社を訪問した。現地企業と外資系企業ということでそれぞれ特徴ある工場

管理がされていると感じた。インドにおけるＧＤＰに農業の占める割合が６割とのこと

で、トラクターに関しては農村部での「原動力」として今後も成長が大いに見込まれる

とのことです。工場自体はやはり外資系であるＪＣＢ社がしっかりしているという感を

もった。意見交換の中では、従業員への会社に対する帰属意識を高める工夫が大分され

ているという印象を受けた。特に全員を集めてのイベント、職場毎に優秀社員に対する

表彰制度など会社としていかに関与するか、そして宗教に対しても気を使う対応など現

地と一体となった取り組みを展開していると実感した。 

－ ＪＣＭ南アジア事務所訪問／懇談 － 

・ＪＣＭ南アジア事務所との懇談については、通訳者が？ということで岩井さんが代わ

り通訳し、プレゼン内容についても良く理解できた。特にインドにおける労働組合の歴

史については、事前研修にて予備知識は多少あったものの現地幹部の方による詳細な説

明はより一層理解を深めることができた。懇親会の場でもそれぞれテーブル毎ではある

がこちら側の質問に対し、親切な対応をしていただきことに関して大変感激した次第で

す。 

－ 最後に － 

・インドという広大な土地と 12億を有する人口を抱える国はある意味非常に魅力的であ

り、すでに進出している企業、そしてこれから進出する企業にとっては中国・東南アジ

ア地域とはまた違う課題も存在する国であることが今回の研修を通じ感じることができ

た。 

 労働組合としてもその国の経済的な知識に限らず、歴史的な背景や文化・宗教的なこ

となどもしっかりと学び取ることの重要性を認識した次第です。最後になりますが、弊

社も今後の中でインドへの進出を検討しており、今研修を一過性のものとせず、我々の

立場として何ができるのかを改めて考え、情報の共有化も含め、様々な形でこれから活

かしていきたいと考えます。 

 

 

 

＜はじめに＞ 

 ＪＣＭ国際労働研修の海外実地研修として、インドを訪問させていただきました。 

 私自身初めてのインド訪問であり、事前の諸注意も含め、不安と期待一杯での参加と

なりましたが、振り返ってみれば、健康面でのトラブルもなく、期待通りの有意義な実
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大 森   誠 電機連合 

全日本電機・電子・情

報関連産業労働組合

連合会 中央執行委員 

 

地研修になったものと考えます。 

 本研修プログラムの運営にご尽力いただきました事務局のみなさんに感謝を申し上げ

ます。 

＜海外実地研修＞ 

 インドにおける海外実地研修の中で印象に残ったいくつかのプログラムについて所感

を述べさせていただきます。 

・インド日本人商工会および在インド日本大使館 

 日本人商工会、日本大使館よりインドの経済概況およびインドで活動する日系企業の

状況、インド国内の労働環境について説明を受けるプログラムです。実際にインドで生

活し、活動をされているみなさまから、インド経済の概況や労働事情などについて伺い

ました。 

 特にインド経済に関しては、今後いわゆる「中間層」が拡大していき、耐久消費財市

場の拡大は確実であること、一方では複雑な税制の問題やインフラ整備の遅れなど、企

業の進出にとっては大きなリスクとなっていることなどを伺いました。 

 空港からの道程において道路の舗装状態の悪さに驚かされたことを思い出しました。

物流、環境、エネルギーと、インフラに関してはまだまだ未整備な部分が多く、日本と

して貢献できる部分も数多くあるのだろうこと、インドの政府および経済界は日本の技

術に大きな信頼を寄せており、渇望している、との説明があり、日本企業が活躍できる

素地もあり、日印の民間企業の連携によるインフラの開発・整備など、日本のものづく

り産業再生の大きな道標に成り得るのではないかと感じるとともに、そういった素地や

期待を無にしないためのスピード感を持った政策の重要性、必要性を強く感じたところ

です。 

 また、インド国内市場における日本企業の活動の変遷や、日本メーカーの製品が韓国

サムスンや LGと肩を並べるように活躍しているという話しを聞くことができ、日本国内

まではなかなか聞こえてこない情報であり、貴重な機会であったと思います。 

・日本－インド金属労組交流会議 

 ＩＮＴＵＣ（インド全国労働組合会議）、ＨＭＳ（インド労働者連盟）のメンバーを中

心に約 40 名の参加者を得て開催されました。「日常的な労使間の話し合いの仕組みにつ

いて」、「職場におけるコミュニケーションと労働組合員の意識」をテーマに、日本、イ

ンド双方より報告をし、意見交換を行うプログラムです。 

 インド側参加者からも多くの質問があり、労働運動に対する関心や意欲といったもの

を強く感じることができたとともに日本の労働運動に対する関心の高さが窺えました。

団体交渉の手続きや、労働協約の有効性、経営者との関係、などに関する質問も多く、

日本の労働組合と比較すると、組合は経営者と対立するもの、という意識の強さのせい

か、経営に対する不信感も強いようで、私たちが考える「健全な労使関係の構築」とい

う面においては課題も多いと感じました。「法律もある、システムもある、経営者が守っ

てくれれば」との発言もあり、特に経営側との「信頼関係」をどう構築していくのか、

経営者に対して労働組合の有用性をいかに認識してもらうのか、という取り組みが必要

であると感じたとともに、日本の労働組合として、日本流労使関係を押し付けるのでは

なく、お互いを尊重しつつ、そして連帯し支援できることも多いのではないか、と感じ

たところです。 

＜最後に＞ 

 これまでも海外の労働組合役員のみなさんと意見交換をする機会もあり、その中でも

感じたことですが、それぞれが抱える歴史や風土、国民性など違いは多くあるものの、
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「労働組合」という運動体がめざすものは同じである、ということをあらためて感じま

した。 

 また、今回の交流を通じ自組織における労使関係や活動の視点を見つめなおす良い機

会にもなったものと考えます。 

 さらには、大変個人的ではありますが、今回のインド訪問は、まさに「異文化」との

遭遇であり、その想いの多くを占めているのが信仰に対する考え方や姿勢の違いであり、

宗教観ということに思いを馳せた一週間でもありました。 

 最後に、あらためて本プログラムを運営いただいた事務局のみなさま、参加されたみ

なさまに感謝を申し上げ、所感の報告とさせていただきます。 

 

 

 

 

津 田   学 電機連合 

オムロン労働組合 中

央執行委員 

 

はじめに 

 オムロン株式会社では、インドのデリー、ムンバイ、バンガロールに拠点を置き、イ

ンド市場への商品展開を行なっている。一方で、インドエリアは最もハードシップが高

く、現地駐在員からも駐在生活の過酷さを聞くことが多い。そこで今回、中央執行委員

である津田が自らインドに行き、国の情勢や経済状況を確認することを目的として本プ

ログラムに参加した。 

所感 

 国の発展はまだまだ途上にあり、成長のピークは 2020 年～30 年ごろとの予測に納得

性を感じた。ヒンズー教を基本とした独特の世界観や価値観、政治の複雑さなど、イン

ド特有の課題も多い。一方で日印関係については、親日的な感情が強く、古くからＯＤ

Ａによる経済協力関係ができていることから、現在の発展途上段階から密接な関係を築

いておき、来るべき市場の開花を確実に日本の国益に結びつけることが重要と感じた。 

 労使関係については、歴史は古いが、まだまだ道半ばであり、日本の労使関係構築を

参考にしながらも、インド人の特性にあった労使関係のあり方にアレンジする必要があ

る。 

１．インド日本人商工会との懇談、在インド日本大使館訪問 

 インドは 2020 年～30 年ごろに消費市場が全盛を迎えると言われていることから、良

好な日印関係を背景に、いかにこの成長を日本の国益にも反映できるかが課題になると

思われる。特に 2020年までの成長段階において、ODA等の支援を通じた様々な業界のチ

ャネル整備や関係構築が重要だと感じた。また、予測どおりの成長を遂げるには、労使

関係の健全化も大きな課題だと思われる。 

１．１．インドの市場 

 インドは 2020 年～30 年ごろに消費市場が全盛を迎えると言われている。現在インド

の人口は 12.6 億人で、中国に次いで世界２位であるが、2020 年には中国を抜いて１位

になるとの予測がある。世帯収入 5,000 ドル超の世帯は 2.6 億人で全体の 20%を占める

が、2015年には４億人に達し、2030 年には総人口の 50%が中間層になるとの予測がある。 

 購買力は現時点でも堅調であり、携帯電話の販売台数が９億台を超えている、世界一

の生産量を誇るバナナを輸出せずに国内で消費しているなど、購買力のポテンシャルは

高い。 

１．２．インドの国情と日印関係 

 複雑な国政制度やインフラ整備の遅れなど、インドが開発途上段階から成長するため

の課題は多い。良好な日印関係を背景に、ＯＤＡなどで支援をしていけば、業界チャネ

ルの整備や関係構築を行うことができ、インドの成長を国益に取り込む余地は十分にあ
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ると思われる。 

 インドは連邦制をとっており、州政府の意向が国政に強く反映される特性がある。州

ごとに貧富の差が激しいため、同じ政策を全州一律で施行することが全体の底上げに必

ずしもつながらない難しさがある。また、税制も州によって異なるため、州をまたがる

ビジネス展開が非常に難しい。特に整備が遅れているのが、道路、線路、水、電気など

のインフラである。 

 インド人は非常に親日的である。植民地時代があった背景から欧州に対する印象はあ

まりよくない。領土や宗教の問題による争いが絶えないことから、周辺諸国との関係も

よくない。特に対中関係は悪く、アジアで唯一華僑が根付かなかった国といわれている。

これだけ大きな国でありながら、町中で中国人を見かけないのも珍しい。一方で日本と

はこうした領土や宗教の問題がないことから、日本に対するネガティブな印象がない。

加えて、過去からＯＤＡを通じた多額の支援を行なってきており、この実績をインド国

民も把握している。デリーにはメトロがあり、現在も路線の延伸が進められているが、

このメトロは日本のＯＤＡで作られたものであり、その事実をインド国民は知っている。

こうしたことから、親日的な感情が育まれたと思われる。 

１．３．インドの労使関係 

 経済発展、特に金属産業の成長のためには、良好な労使関係の構築が課題だが、日本

のようにはいかない事情もあることがわかった。 

 インドの労働組合の歴史は古く、1891年ごろから各地で活動が始まっているが、現状

は労働人口の 90％程度が非正規雇用であり、労働組合の組織率は２％にとどまってい

る。また、共産党主導の労使紛争も、減少傾向ではあるが未だに根強く存在する。良好

な労使関係を構築したうえでの成長が望まれる。 

 一方で、インドでは労働者の定着率が低く、平均３、４年程度で転職するため、労働

組合にも定着しない。こうした背景と、非正規雇用の労働者の増加から組合の組織率が

上がらない。日本では定着率が高いため、組合の組織率は比較的高い水準にあるが、非

正規雇用の問題については、日本もインドも同じである。 

１．４．マルチ・スズキにおける紛争 

 インドで現在、労使関係について最も感心が高いのが、2012 年７月に発生したマルチ

＝スズキ・マネサール工場における労使紛争の件である。商工会、大使館の双方から事

案の概要と考察について説明を受けたが、対話による原因究明と対策の協議には至って

いないという印象を受けた。 

 会社側は、内規に反するストライキ行為に対する懲戒を行ったという認識であり、組

合側は不当な解雇通告に対するデモ行為という認識であることから、双方で認識が食い

違っている。労使協調を基本路線に、今回の事案の真の原因は何かを協議のもと特定、

共有し、労使で対策を実行することが必要だと感じた。 

２．日インド金属労働者交流会議 

２．１．交流会議 

 労使関係に対する考え方や、直面している問題が、日印で大きくことなることを感じ

た。日本の場合、労使が労働協約を順守し、会社はコンプライアンスを徹底しているこ

とを前提に労使協調を基調として、既存の課題について協議を行なって改善を図ってい

く。 

 一方でインドでは、組合の役員であることを理由に会社が一方的に社員を解雇するな

どの不当労働行為があり、これを政府が黙認することもある。また、組合側も対応とし

て暴動などの暴力行為に走ることもある。マルチ・スズキの事案はこれに当てはまる。
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またインドでは、家事労働者などが多く、使用者が企業ではなく個人であるケースが多

い。 

 労働協約が締結され、順守されている状態というのが、世界的に見れば必ずしも当た

り前でないということを感じた。 

２．２．交流夕食会 

 夜の懇親会では、インドの上水道の施設職員で形成されている組合の組合長(写真右)

と、執行委員(写真左)と懇談した。懇談の中で、インド人の価値観や日々の組合活動の

違いを実感することができた。 

 インドにおけるインフラ整備が進まないことが話題になったが、インフラの優先順位

の考え方に違いがあることがわかった。例えば水の話。インドでは水道水を飲むことは

できず、浄化や軟化も十分にできていない。これについては、インド人やインド政府も

課題を持っているが、インド全土で考えた場合、インドの水のほとんどは農業用水に使

われており、飲料水は全体の 0.75％に過ぎない。インドは農業国でありながら、この農

業用水が不足しているため、水の浄化や軟化よりも供給そのものの課題の方が優先度が

高くなるらしい。 

 また組合の考え方や活動にも差がある。執行委員の方は、現在 27歳で、執行委員を務

めて２年ほどになると話していたが、執行委員になるきっかけを聞いたところ、同じ会

社に務める伯父が執行委員をやっており、誘われたとのことだった。また、彼の祖父も

組合の役員経験があるそうで、こういう役割を担う家系の人間であるということを教え

てくれた。 

 明示的に話をしたわけではないが、家系と仕事が関係性をもっているような考え方が、

カース制度に基づいているのではないかと思われた。また、彼らは上水道施設の職員で

あるため、施設職員の労働条件の維持向上のみについて活動をしているのではなく、非

正規労働者や個人雇用主に雇われている労働者の個別労使関係のフォローも行なってい

るとのことで、我々よりも活動の対象が幅広いことがわかった。 

＜写真：交流夕食会にて＞ 

３．工場訪問 

 純インド資本のエスコーツ社と、イギリス資本のＪＣＢ社を訪問した。エスコーツ社

については、思っていたよりもものづくりの質が高く、役員の企業理念に対する考え方

がしっかりしていることに驚いた。ＪＣＢ社については、インド人の文化を尊重するこ

とで、工場運営を円滑に行なっており、外国資本の企業のインドでの展開方法の参考に

なった。 

３．１．エスコーツ社 

 エスコーツ社はデリーの南ファリダバードに本社を置く純インド資本の企業である。

当日は主力商品であるトラクターの製造工程を見学した。 

 製造工程は、トヨタ方式を彷彿とさせる方式をとっており、５Ｓやカイゼンが徹底さ

れている様子が伺えた。 

 工場見学後、エスコーツ社の役員から、エスコーツ社の会社概要の説明を受けた。説

明は非常にシンプルで明確であり、企業理念から商品説明、品質に対する考え方、購買・

販売戦略など、企業経営のあり方をよく研究している様子が伺えた。やはりどこの国に

行っても、理念が明確で浸透している企業は、堅調に成長するということを改めて実感

した。 



83 

 

３．２．ＪＣＢ社 

 ＪＣＢ社は、イギリス資本の企業のインド法人であり、ファリダバードに一大拠点を

置く建機メーカー。当日は、主力商品であるバックホウ(写真)の製造工程を見学した。 

 こちらの工場でも、トヨタ方式に近い方法で生産していた。 

 ＪＣＢ社は、顧客満足度を向上させるためには従業員満足度を上げることが必要不可

欠という考えを持っている。従業員満足度の指標として従業員参加度を用いており、会

社の様々なイベントや、業務改善にいかに従業員を参加させるかを重視している。例え

ば、すべての宗教の祭事を、従業員の家族を呼んで社内で実施している。こうすること

で、多宗教で帰属意識の低いインド人従業員の意識を高め、業務改善などに積極的に参

画できるような雰囲気作りをしている。 

４．インダストリオール南アジア地域事務所訪問 

 地域事務所とはいえ、インダストリオールの事務所という機能から、それなりのオフ

ィス街にあると思っていたが、現地人しかいないような普通の通りに看板も出さずにあ

ったことに驚いた。事務所の所長によると、これでも引っ越したばかりで、以前の事務

所と比較して格段に広くなったことを喜んでいた。国際労働運動の認知度や必要性、存

在価値に対する認識はまだまだであることを痛感した。 

５．最後に 

 引率いただいた平川座長、岩井様、参加者の皆様、大変お世話になりました。ありが

とうございました。 

 

 

 

 

日 吉 眞由美 ＪＡＭ

（本部） 組織調査グ

ループ 

 

【はじめに】 

 今回、第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加する機会を頂き有難うございまし

た。 

 事前に国内研修をして頂きましたが、国際労働運動はもとより、国内の労働運動の知

識も覚束ないまま参加した海外研修プログラムでしたが、参加者の皆さん、事務局の皆

さんのお蔭で大変有意義な研修になったことを感謝いたします。 

～～ 研修プログラムから感じたこと ～～ 

【インド商工会議所・日本大使館】 

 インドは、総人口が 12.6億人、数年で中国を抜いて世界一になるのは確実で、世帯年

収 5,000ドル超の中間層と呼ばれる人口が全体の 20％。この人たちは、購買意欲が高く

購買力拡大の大きなターゲットとなりまさに巨大市場であるが、一方では貧困層が４億

人もいる現状がある事。 

 税制・インフラ・労使関係・紛争は、州政府に権限があると言う事。中央政府が決定

したことも実施するかどうかは各州によって違うなど、インドを知るには各州の特徴を

知ることが大切であるという事を伺いました。また、電力・水・輸送網などのインフラ

は未整備で貧弱であり、土地は広いが工業用地がないなどのリスクも多いことも伺いま

したが、これは逆に言い換えると日本にとって大きな魅力であると感じました。 

【日印金属労働者交流会議・インダストリオール事務所訪問】 

 インドの労働組合との交流会議では、「日常的な労使間の話し合いの仕組み」「職場に

おけるコミュニケーションと労働組合の意識について」をテーマに議論しましたが、1

チャンネルでの同時通訳でしたので、お互いに意思疎通が出来ていたのか少し疑問な部
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分もありますし、日印初めての交流会議と言うこともあったのでしょうか、質疑は日本

の政・労・使の関係と労働環境についての情報収集？と感じました。 

 インドでは労使問題に政府が介入するとのことで違和感を持ちましたが、最近は政府

が三者構成に興味を示さなくなってきているとの事でした。また、インドの女性からは、

インダストリオールになり女性参加率が増え、今後の期待も大きいとの発言もあり、今

後の労働組合の発展が更なるものになる事を感じました。 

【工場訪問（エスコート・ＪＣＢ）】 

 インドの人は、時間管理がルーズで約束を守らない、そんな国民性であると聞いてい

ましたし、実際に工場訪問の前日に行われた会議の参加者が遅れてくるといったことが

ありましたが、今回工場見学させて頂いた企業で働く人たちは、てきぱきとした動きで

作業をこなしていました。また、工場内も綺麗に整理整頓が出来ていると感じました。 

 「ＪＣＢ」は企業ポリシーが、男女均等との事で、インドの自動車産業で初めて女性

を工場に起用して成功し、現在も女性の雇用促進を行っているというお話や、従業員の

企業に対する満足度を上げるためにいろいろな取り組みを行いるなど、企業が従業員を

大切にしている姿勢が伺えました。 

【最後に】 

 最後に、日系企業への訪問が出来なかった事が残念でしたが、産別を超えた参加者の

皆さんと交流が出来た事、現地での見聞は大変貴重な経験となりました。今後、今回の

この経験が活かせるよう努力したいと思います。 

 参加者の皆さん、事務局の皆さん本当にお世話になりました。ありがとございました。 

 

 

 

 

松 山 裕 一 ＪＡＭ 

ＮＯＫグループユニ

オン 副書記長 

 

はじめに 

 今回、第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加する機会をいただきありがとうご

ざいました。また、企画・実行にご尽力いただいたＪＣＭスタッフの皆様に心より感謝

申し上げます。 

 私は、組合の専従となり１年もたっておらず、組合活動に対する知識も乏しく、まし

てや国際労働運動の知識となると無いに等しい状態で、参加前は、緊張と不安でいっぱ

いでした。そんな中、インドという国の噂を聞けば聞くほど、さらに、不安が大きくな

りました。しかし、実際に研修に参加すると、非常に有意義な日々を過ごすことができ

ました。これも参加者の皆様のおかげと感謝申し上げます。 

 以下、簡単ではありますが、今回の国際労働研修プログラムで感じたことを述べさせ

て頂きます。 

インド商工会議所との会議 

 インド経済情勢等について、説明をうけました。説明を頂いた西本さんが、「ＧＤＰは

８％台の成長をしてきて、2011年は６％台、2012年は５％まで落ちているが、インドは

確実に伸びている！報道に流されないように！」また、「今インドは、日本の東京オリン

ピックのときのようで、非常に活発、毎日違いがあるインドをこの目で見たい気持ちで

インドに残った」と熱く言われたことが印象的で、インドのこれからの成長への期待を

感じることができました。 

 あと、インド人の娯楽は“家族とすごすこと”と言われました。そう答える日本人が

何人いるでしょう。日本も、東京オリンピックのときなどは、インドと同じように娯楽

は“家族とすごすこと”だったのかもしれません。もしかして日本が、高度経済成長に

おいて、失ったものではないかと考えさせられました。 
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日本大使館 

 まず、インドでは政府よりも州の方が力をもっており、州ごとの特徴を把握する必要

があることを教えて頂きました。インドは、確実に成長しており、2025年には中国を抜

く見通しである豊富な人口に魅力があると思いました。インフラの未整備などの課題が、

まだまだあるものの、魅力ある大きなインド市場に日本企業が進出して、日本の技術・

経験が入ることで、大きな成長を遂げると感じました。 

 マルチスズキ（マネサール工場）での暴動について説明を受けました。この暴動の原

因は不明で、共産党系のものなのかはっきりしておらず、今後調査が必要であるとのこ

とでした。インドでの暴動は、年々減ってきているとのことでしたが、インドは広く地

域によって考え方が違うことなどから、雇用等についても考える必要があると感じまし

た。 

日インド金属労組交流会議と懇親会 

 会議時間になっても多くの席が空いている状態…渋滞の影響ということで、30分遅れ

でのスタートとなりました。スタート時でもまだ空席がある状態でしたが… 

 交流会議では、「両組織の紹介」からはじまり、「日常的な労使間の話し合いの仕組み

につて」および「職場におけるコミュニケーションと労働組合員の意識」について議論

が行われました。同時通訳であったことや日本の労使関係、組合活動の違いから、多少

質疑でのすれ違いはあったものの、全体を通して有意義な交流会議であったと感じまし

た。 

 日本側報告をされた、スズキ労働組合 桐畑様、コマツユニオン 田口様、大変お疲れ

様でした。 

工場訪問 

 今回は、インド系企業である「エスコート（農機メーカ）」「ＪＣＢ（建機メーカ）」の

２社を訪問しました。 

 エスコートにおいては、工場内の２Ｓがいきとどき、想像していたラインとは大きく

違いびっくりしました。 

 ＪＣＢにおいては、まず、その工場敷地の大きさにびっくりしました。工場内に入る

と非常にきれいなラインで、２Ｓもいきとどき、見える化もされていました。また、JCB

が初めて女性をラインに入れて成功し、今後も男女均等雇用をポリシーに引き続き雇用

するという説明をうけ、インドを牽引するインド最大の建機メーカであることをいろい

ろな角度から感じました。 

最後に 

 今回の研修を通じて、インドネシアの労働事情について、商工会議所、日本大使館、

インド各労働組合から話を伺い、工場見学やインドの町を実施に見聞することができた

ことは、大変貴重な体験となりました。また、今回の研修に参加された皆様とも、楽し

く過ごし、いろいろと情報交換等することができたことは、私にとって財産になりまし

た。本当にありがとうございました。 

 また、皆さんに会える日を楽しみにしています。 

 ナマステー 

 （プログラム参加にあたり） 
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田 口   実 ＪＡＭ 

コマツユニオン 中央

執行委員 

 

 当社の海外駐在員から職務環境や生活環境に関する相談を受けておりますが、日本の

労使間で解決できる範囲には限界があり、それぞれ現地の国の方との連携をどう進めて

行くか？悩みの種でした。今回世界経済の中でも成長著しいインドを訪問させて頂き、

実際に現地労組の方と意見交換できる機会を与えて頂くことになり、できるだけ多くの

事を日本に持ち帰り日々の活動に活かしていきたいと考えて、今回のプログラムに参加

させて頂きました。 

（プログラム内容について） 

 まず、当プログラムの構成として、海外実地研修の前段として国内研修が設けられ、

訪問国であるインドの国情・労働組合の組織、世界の労働運動の動向などを事前に予備

知識としてインプットすることができ、更にはＪＣＭ訪問団同士が顔合わせし、交流を

深めた上で、現地に向かえたことで、海外実地研修が非常にスムーズに行えたと感じま

した。また、各人の担当も事前に割り振られ、参加者それぞれが心構えを持って研修に

臨む仕組みが設けられている点も良い点であったかと思います。また、海外実地研修の

内容も現地の日本商工会・日本大使館への訪問、現地労組との交流会議、現地企業視察

などがバランスよく組まれ、様々な角度から現地状況を知ることができる様になってお

り、それぞれの立場で同じ事象（今回では特にマルチスズキの問題）について色々な見

方があることが実体験として感じることが出来ました。個人的には現地労組との会議で

のテーマ発表という大役を仰せつかり、大変貴重な経験をさせて頂きました。 

（海外実地研修を通じて） 

 やはり、「百聞は一見にしかず」のことわざ通り、自分の目と肌で感じる現地の状況と

いうのは、非常に印象的でした。空気、交通状況、道路の舗装状態、建物の状態、水道

事情など、日本人にとっては中々ハードシップの高い生活環境だと感じました。現地労

組との交流会議ではそれぞれのテーマ発表の中心がインド側は「要求」と「闘争」、日本

側は「協調」と「コミュニケーション」が主題となっており、中々議論がかみ合わず、

もどかしく感じました。ただ、まだまだ「中核的労働条件」が十分に実現されておらず、

そうした基本的労働条件の整備に向けて今まさに活動中であるインドの労働組合役員の

「熱い思い」を肌で感じ取ることが出来ましたし、そうした国々で「働く仲間」との国

際的な連帯に向けて、日本の労働組合としてどう向き合うのか、改めて重い命題として

今後、取り組んでいかなければならないと思いました。当社もインドを始め多数の国々

に事業を展開しており、そこで働く我々の仲間がどういう労働事情にあるのか、あまり

にも知らな過ぎる自らを深く反省すると共に、喫緊の課題として取り組んでいきたいと

思います。 

（最後に） 

 今回の意義深い研修を企画頂き研修を通してお世話になった平川団長、岩井さん、共

に同じ時間を共有し色々な話をさせて頂いた各産別の皆様、添乗員として研修をサポー

ト頂いた野口さん、川尻さん、インドでのコーディネートをして頂いたインダストリオ

ール南アジア事務所の方々、意見交換・交流させて頂いたＩＮＴＵＣ・ＨＭＳの皆様、

工場見学で訪問させて頂いたエスコーツの方々、守衛所に留め置かれるというおいし

い？土産話を頂いたＪＣＢの方々、多くの方と出会い、多くの事を学ばせて頂いた研修

でした。今回お世話になりました全ての方に心より感謝申し上げます。 

 有難うございました。 

 

 

 

 

 はじめに、今回の第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加する機会を頂きありが

とうございました。企画・運営にわたりご尽力いただいたＪＣＭの平川事務局次長、岩

井国際局部長に感謝申しあげます。また、インドでの海外実地研修の７日間、共に楽し

く過ごすことのできた 24名の参加者の皆さんに感謝します。 

 私にとっての今回のインドでの海外研修は、企業としてもインドでの生産・販売を加

速しようとしており、経営の視点として重要な地域であること、それにともない多くの

組合員が出向・出張し働く場所であること。その場所を現地に行って見、現地の人と対



87 

 

小 西 雅 也 ＪＡＭ 

ダイキン工業労働組

合 中央執行委員 

 

話することで実感することが、一番の目的でした。 

【インドの社会・経済状況と労働事情について】 

 インドは初めてで、夜中にニューデリーに着き、最初の印象は夜中なのに人がたくさ

んいる事。繁華街のような華やかなものでなくて、闇の中でも活動しているという雰囲

気でした。 

 翌日、インド日本商工会と日本大使館から、インドの社会・経済状況と労働事情につ

いてお話を伺いましたが、一番印象に残ったのは、商工会の西本事務局長の「今のイン

ドは東京オリンピックの時の日本のよう、インドは確実に伸びる」というお言葉でした。

その姿をこの目で見るため、残っているという言葉には説得力がありました。 

 日本では、メディアの情報が基本でＧＤＰの伸びの鈍化や、大停電などのインフラの

脆弱さ、インフレ、そんな中企業としてもローコスト製品開発の難しさが取りざたされ

ていましたが、確かにインドのリスクであり嘘ではありませんが、インドの成長を妨げ

るものでなく、それを乗り越えるため様々な施策が打たれており（シン首相の来日が延

期になったのは残念ですが）今後も日印の関係を注目する必要があるなと感じました。 

【現地労働組合との交流会議】 

 まず反省として、インドの労働組合の予備知識が少なすぎたこと。複数のナショナル

センターがあることは資料からは知っていたが、やはり頭に入っておらず、また例の暴

動の件もあり頭を整理する事で一杯でした。後から現地出向者から聞いた話ですが、Ｈ

ＭＳ等はその中でも友好的な団体であること。また最終日に成り立ちや政党との関係を

聞き、ようやく理解しました。 

 労働運動の歴史は古く、独自の発展をし現在にいたるわけで、日本との違いを実感し

ました。労使＋政府の３者構成での交渉があったり、若者が組合に関心を持っていない

という課題も同じような事が日本でもあるなと思ってましたが、インドでは組合に加入

させるという意味であり、コミュニケーションに関するプレゼンはどれだけ理解された

のか少し疑問に思いました。 

 しかし、ＩＬＯ条約の 87 条、98 条に批准すべきであるとの考えや、今回の統合で女

性の加盟者数が増え女性視点での取り組みの強化していく事、11のナショナルセンター

が団結することにより労働の視点からもインドは更に発展していくと感じました。 

【エスコート・ＪＣＢ工場見学】 

 街中の雑踏とした雰囲気と異なり、非常にきれいで組織化されていると感じました。

５Ｓが定着していたり、作業の見える化、ＳＱＣＤＭ（Ｍは Morale だが、「改善」とし

て取り組まれていた）と、現場は日本と変わりないという印象を持ちました。また、企

業の取り組みとして、コストバラシを行い品質のよい部品を世界から調達していること

や、女性の雇用推進、すべての宗教の祭りを皆で祝うこと等、従業員の満足度をあげる

取り組みが印象に残りました。 

 最後に、現地に行って得る知識は座学とは違い体にすんなり染み渡り、大変多くのこ

とを得ることができました。また、日本からとインドから見る視点、経営者からと労働

者から見る視点など、多面的に物事を見る重要性も感じました。今回の研修をスタート

とし、今後もインドの動向を見続けていきたいと思います。 

 

 

 

 今回の第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムに参加させて頂きありがとうございまし

た。また参加された皆さん大変お疲れ様でした、１週間という長いような短いような貴

重な期間を共に過ごさせて頂き大変有意義な体験をさせて頂きました。 

 今回の目的地インドについて事前に少しだけ情報収集をしていましたが、空港に到着

したとたん唖然とさせられました、空気がこれほど汚れているのかと！ これにはいき
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なり驚かされました。 

 そしてホテルに到着していきなりの金属検知器の登場、ボディ－チェック、これにも

驚かされ日本との違いを実感させられました。 

 さて、翌日の現地日本人商工会議所との会議、日本大使館訪問、３日目の日本インド

金属労組交流会議の中では、現地へ進出している日本企業の状況を説明して頂き、どん

な状況にあるのか少しは理解できたと思います、１９８０年代家電メ－カ－が進出した

がマ－ケティングの失敗で一時撤退したが、エアコンの部門で再登場しかなりブランド

になっているとの事や、液晶テレビでもサムスンが強かったがソニ－が巻き返しトップ

になっているとの話しを聞く事ができ、日本企業の底力を見た気がします（日本国内は

空洞化ですが）。 

 商工会議所の西本事務局長の『ＡＬＷＡＹＳ ３丁目の夕日』が今のインド 

 日本大使館での『デリ－だけ見てもインドはわからない』 

 この２つが特に印象的でした。 

 インド人は時間を守らないとの情報が耳に入っていたのですが、金属労組との交流会

議の冒頭から実感させられました、９：00開会予定の会議に９：00になっても殆んど集

まっていない、９：15過ぎにやっと集まりだしたかと思えば集まって雑談をしていて席

に着こうとしない、マイクで促しやっと９：30に開会する事ができましたが、これがイ

ンド人気質でありインド時間なんだと感じました。 

 労働事情はまだまだ厳しい状況にあり、交渉ごとは常にストライキと隣り合わせにな

っていて、労使対立の図式はしばらくは変わらないんだろうなと感じました。 

 ４日目は２つの現地企業の工場見学をさせて頂きました、一つは現地資本の企業でも

う一つは外国資本（イギリス）の企業でしたが、両方とも工場が綺麗な事に驚かされま

した、勝手な想像だったのですがニュ－デリ－の街を見た印象で整理整頓など出来てい

るはずも無いと思い込んでいたところ、ごみも落ちていないし通路と作業エリアとの区

分もちゃんと色分けされているし、工場の敷地の中と外で雲泥の差があることを実感し

ました。 

 ５日目は観光をセットして頂き、タ－ジマハルとアグラ城壁を楽しむ事ができました。

朝７：00出発で慌ただしかったですが、４時間以上をかけて移動するだけの価値はあり

ましたが非常に疲れました、この日から喉が痛くなり始め、その後帰国直前から咳に代

わり、帰国後１週間悩まされました。55歳の老体には少しきつかったです。 

 ６日目は最終日で朝７：00に出発しニュ－デリ－に戻り、夕方からＩＭＦ南アジア事

務所を訪問し意見交換をさして頂きましたが、喉の痛みと咳の事もあり殆んど覚えてい

ません。 

 最後に、今回参加のメンバ－の皆さん、事務方の皆さん本当にお世話になりました、

心よりお礼を申し上げます。ありがとうございました。 

 

 

 

 

伊 藤 彰 英 基幹労

 今次研修への参加を踏まえ、数点の感想を述べたい。 

 第１点目は、いわゆる「中国リスク」が高まる中、インドが俄然注目を浴びているこ

とである。まだ十分にインフラ整備はされていないものの、人口は早晩中国を抜くと予

測されており、その市場の大きさは日本の基礎的な産業にとって魅力的である。日本の

人口が減少の趨勢にあり、内需の拡大が多くは望めない中ではなおさらである。まさに

日本でいう「三丁目の夕陽」もしくはそれ以前の状態であるインドは、今後インフラ整

備に向けてますます外資からの格好のターゲットとなるのであろう。なお、歴史的な経

過から中国資本の受け入れが急速に拡大しないと思われることも好ましい。 
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 第２点目は、宗教の影響が強いことである。宗教は人の救いとなることもあれば人の

成長を止めることもある。経済成長を助長することもあれば成長の妨げにもなることも

ある。12億人のうちに 1日 100円以下で生活する貧困層が４億人もいることや、労働組

合の中にすらカーストが存在することは、何かのきっかけがあれば予期せぬ方向に動い

てしまう可能性もある。 

 第３点目は、インド人労働者のプライドが高いことである。長きに亘ってイギリスの

植民地であったことの影響から、インドの法律はイギリスがベースとなっており、時に

それは先進国のものと大差ないほどに整備されているようにも見える。そのためインド

の労働者は自らの法律に落ち度はなく、それに忠実に実行しない地方政府や政治家が悪

いと思っており、ともすれば当事者意識に欠けるために法律の実効性を高めるための議

論や政策が不足している。極論すれば、今回の意見交換においても日本の労働運動から

学ぶものはないというスタンスを持つ役員も少なくない。まずは、労働組合自身がこう

した態度を改め、他国から謙虚に学ぶことができるのかが課題となるが、今次研修はイ

ンドにとっても初の試みであり、回数を重ねることによって理解が進む可能性もある。 

 第４点目は、直接インドとは関係ないが、ＦＴＡに関してである。世界市場と同様に、

液晶テレビではインドでもサムスンがトップシェアを占めていたが、インドがタイとＦ

ＴＡを締結し関税がゼロになると、タイで生産されたソニー製のテレビがサムスンを抜

いてトップになったという。これは日本の産業界に夢と希望を与えてくれる事実であり、

逆に言えば、必ずＴＰＰを実現しなければ、日本の未来が閉ざされることになりかねな

いということである。 

 さて、せっかくの機会なので次回の研修会がよりよいものとなるように運営に関する

課題を申し添えたい。第６回の研修に比べて無理な移動が減り滞在型の研修になったの

は参加者の肉体的負担を軽減することにつながったと思う。しかし、すべての行動に対

してひどい渋滞がもれなくついてくるのは、かなりの時間をロスしたのではないだろう

か。参加者同士の交流の時間が十分にとれるよう、さまざまなロケーションに関して配

慮していただきたい。 

 最後に、何よりも今次研修を通じて多くの仲間ができた。そして基幹労連に関わる企

業もインドへの進出を加速化している中、実際に現地を見ることができたのは今後の対

応に大いに参考になるものであった。今回の研修会に私を派遣してくれたわが組織と、

インドでの開催をサポートしていただいた関係者の皆様に感謝したい。 
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はじめに 

 第７回ＪＣＭ働研修プログラムに参加させていただきありがとうございました。 

 また、今回の研修プログラム開催にあたって、企画・実行いただいた事務局および関

係者の皆さま、参加された皆様、大変お世話になりました。 

 今回の研修参加は、私にとって突然、降って湧いた話であり、インドに対する予備知

識の乏しい私は、申し込み後に、弊社のインドにおける対応状況やインドの国内情勢、

気候や食べ物等を調べることからスタートしました。 

 インドに興味を持って新聞やニュース等をみると、毎日のようにインドに関する記事

が記載されており、世界の中でのインドの重要性や、日本とインドの関係の深さを知る

こととなりました。 

 一方、ＪＣＭでの国内事前研修や配布された「第６回ＩＭＦ－ＪＣ国際労働研修プロ

グラム」の報告を読む中で、水や野菜、カット・フルーツ等による腹痛や、強いエアコ

ンを浴びての体調不良、さらには蚊にさされることによるマラリア発症等の問題を知り、

胃腸の弱い私は、インドに対する期待（関心）と不安が入り混じる複雑な心境の中で、

研修の諸準備をおこなうこととなりました。 

 海外研修においては、インドの国内情勢や労働情勢、国民性等、実際に現地に行き、
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自らの目で見て、耳で聞き、多くのことを知り、貴重な体験をすることが出来ました。 

 以下に現地での研修を通じて感じたことを報告します。 

１．インドについて 

 現地に着いた瞬間から、何とも言えない香辛料のような臭いと、星も見えない霞んだ

空が私たちを迎えてくれました。 

 また、インドの道路事情は想像を絶する状況であり、連日の驚きの連続となりました。

道路は舗装され車輌は左側通行となっているものの、乗用車・トラック・バス・トラク

ター・牛車・馬車・人力車・二輪車・三輪車・人等が入り乱れて我先にと進路を奪い合

う光景･･･さらに、逆走する車輌も多く目にすることとなりました。 

 インドの国民は、マイペース。ホテルに入った直後から様々なことを経験することと

なりました。 

 宿泊のホテルに深夜に着き、カードキーを受け取り、部屋に行ったものの鍵が開か

ず･･･ホテルの従業員に対応を求めたものの鍵は直らず、結局、マスターキーで入室し、

翌日、部屋を変わることとなりました。部屋を変わることで、ホテルのサービスレベル

が部屋（従業員）によって違うことを知ることとなりました。例えば、冷蔵庫に飲食物

が有ったり、無かったり、机上のフルーツやスリッパ等、様々なものが有ったり、無か

ったりするのです。 

 また、時間にもルーズ。交流会議や懇談会等、様々な場面で遅刻をしてくる様にはビ

ックリさせられました。 

 仕事においてもマイペース。ホテルやお店等、様々なところでセキュリティーチェッ

クをおこなっていましたが、何もせず休んでいる警備員をよく目にしました。 

 しかしながら、何処となく憎めない国民性。道端では、人なつこく、すぐに寄ってき

て楽しそうにしている姿、明るく陽気に今を生きている姿が印象的でした。 

２．インドの経済と労働事情について 

 インドの過去５年間のＧＤＰ成長率は、平均 8.4％。足もとは、５％台まで低下して

いるものの世界有数の高い経済成長率を維持しています。 

 人口は、2011 年現在で 12 億１千万人。人口抑制政策を採っていない事から、2025 年

には中国を抜き世界第一位となる見通しであり、インドの秘める大きな可能性を感じさ

せられました。 

 今後のインド経済の成長にあたっては、「複雑な税制度と煩雑な行政手続」「小売業外

資規制緩和」等が課題となっています。また、足もとの高いインフレ率（直近で 7.81％）

や、水や電力・交通インフラの未整備、土地収用の課題や、共産党系労働組合による労

働争議等、課題が多い事を知りました。 

 インドの労働環境として、労働人口は約５億人。失業率は 9.8％。労働者の特徴とし

て、「個人主義」や「宗教の多様性・根強く残るカースト制」「約束や時間を守らない国

民性」等、日本人とは、かなり違うことを知りました。 

 労使関係制度は、イギリス植民地時代の法制の影響を強く受けています。労使関係は、

一般的に敵対的色彩。労使関係のインフラに未整備な状況もある中、労働者は、「ディー

セント･ワーク」、賃金や福利厚生等の改善を求めている事が解りました。 

 こうした状況下こそ、国・企業・労働者がお互いに良くなる事を目指す、Win－Winの
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関係の労使関係が必要であると感じました。 

 交流会議の質疑においては、ベースとなるお互いの国内環境や労働環境の理解不足等

から議論が噛み合わない場面も有りましたが、上述の状況を感じ取る事が出来、日本の

企業・労働者がインドで活動するにあたって大切な事を学ぶ事が出来たと思います。 

おわりに 

 今回の国際労働研修プログラムは、前回の反省を踏まえて、移動を少なくしたと言う

ものの東京までの移動や 8 時間もの飛行機のフライト、連日の渋滞の中でのバス移動。

加えて、野菜や水に神経を使いつつ、用意される微妙な味のカレー等に心身の疲労を蓄

積して行くこととなりました。 

 しかしながら、研修を共にした仲間と懇親を深めつつ、お互いに冗談を交わしながら

楽しく過ごすことが出来ました。 

 そして何より、これからの日本の製造業の発展において重要な存在となるであろう、

インドと言う国を知る機会をいただいた事に感謝しています。 

 「事務局および関係者の皆さま、参加された皆様、そして私を当研修プログラムに送

り出して下さった皆様、本当に有り難うございました。」 

 

 

 

 

川 本   薫 基幹労連 

神戸製鋼所労働組合 

書記次長 

 

はじめに 

 今回の国際労働研修プログラムを通じて、インドにおける経済や社会が急速に変化・

発展している只中にあることを改めて目の当たりにすることができました。以下、カリ

キュラムの中で、肌で感じた課題等について記載いたします。 

インド日本商工会との懇談 

 インドでは、ここ数年で多くの日本企業が進出しており、各産業・企業が今後大きく

伸びると思われるインドの巨大市場に目を向けていることを知ることができた。また、

インドの内閣改造により、これまで企業進出に際して少なからず障害であった出資規制

が緩和され、外資系企業が進出しやすくなったとのことで、先進国からの企業進出が加

速化されると感じる一方、現状は他の先進国と比較すると日本企業の進出は少なく、そ

の裏には、宗教や気質といった風土面での課題や、インフラ面での課題等があると感じ

た。 

在インド日本大使館訪問 

 インドにおける経済や労働環境について認識を深めることができた。インドの法令は

労働者にとって手厚いものとなっているが、労働組合の組織化率は非常に低いとのこと

である。 

 また、インドにおける労働環境については、過去と比べるとデモやスト等の労働争議

数は大きく減少しているが、いまだに各地方で散見されているとのことであり、事象が

発生した際に、邦人の安全確保を含め、情報の共有や政府への対応に気を配っていると

感じた。 

 今後、日本企業が進出していくにつれ、企業同士のつながりが重要になると考える。

そのサポートのためには、大使館、商工会、労働組合（ナショナルセンターおよび産別）

の果たす役割は大きく、３者間での情報の共有化が必要であると感じた。 

日インド金属労組交流会議 

 貴重な国際会議だと認識していたのに、定刻になってもインド側参加者の大半が会場
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にいない・・・。国が違えば文化や習慣が違うことは理解できるが、あまりにも事前に

聞いていたとおりになった。 

 しかし、会議では活発な意見交換ができた。インドにおける労使関係は非常に良いと

のことであり、福利厚生の改善に注力していることが伝わった。一方で、組織率が非常

に低いことと、契約労働者が増大していることに強い危機感を持っており、特に契約労

働者に対する法整備が必要と感じた。組織紹介の中で、ＳＥＷＡという女性だけの家事

労働者を対象とした組織について知ることができ、インド女性の強さを感じることがで

きたが、一方で、インドでは未だに差別やセクハラの被害が多くあり、女性参画は厳し

い環境だとの発言もあった。今後、日本と同様に、女性が強くなればさらに経済は発展

すると確信できた。 

 今回のメインとも言える交流会議であったが、若干、質疑応答が発散してしまった観

がある。進め方として、お互いの国の法律や企業制度等、ある程度の情報を事前に知っ

た上で、もう少し具体的なことについて、情報交換ができれば良かったように思う。 

現地企業訪問 

 今回は機械系の２社を訪問させていただいた。両社とも良い企業であると感じたが、

対照的でもあった。１社目のトラクターを製造している「エスコーツ社」は、6,000 名

もの従業員がおり、一定程度オートフォーメーション化されているが、無駄な作業や手

待ちの作業者が多数いたように見えた。また、作業服はなく、軍手のみ着用していた。

２社目の建設機械を製造している「ＪＣＢ社」はイギリス系の企業であり、2,000 名の

従業員であるが、近代化が進んでおり、規律正しく工場内も非常に綺麗であった。加え

て、安全や作業改善といった取り組みにも非常に力を入れており、日本企業も顔負けの

工場であった。 

 企業的には「ＪＣＢ社」の方が断然、優良企業であるとは思うが、インドという国を

考えたときに、莫大な労働力がある中で、働くこともできない貧困層があふれている現

状では、「エスコーツ社」の方が、経済発展に繋がるのではないかとも考えさせられた。

企業進出する際には、その国のやり方に応じた対応とすることが、上手に共存・共栄し

ていけるのではないかと感じた。 

インダストリオール南アジア事務所訪問 

 ラオ代表より、インドにおける労働組合の歴史、現状等について講義いただいた。そ

の中では、やはり組織率が７％と低いことや工場労働者でなく、ＩＴ・サービス等のホ

ワイトカラーの労働者が増加していることが挙げられた。さらに、経済の発展が雇用に

繋がっていないことも深刻な課題である。 

 そうした中で、インダストリオール南アジア事務所の果たす役割は大きく、組織化、

女性の参画向上、社会・ＮＧＯ・自治体との連携等、インドの発展に向けて、積極的に

対応していただくことを望む。 

 最後に発言された下記のことが、労働組合の本質だと改めて感じた。 

『グローバルビジョン － ローカルアクション』 

“労働者は自分の賃金のことだけでなく、地域のことも考えなければならない。” 

インドに対する所感 

 かつての日本における高度経済成長期のように、インドがさらなる経済発展を遂げる

には、まだまだ課題があると考える。まずは、道路や水処理といったインフラの整備で

ある。道路事情は悪く、交通ルール無視による大渋滞、排ガスが溢れ、砂漠からの砂埃

と相俟って空気および視界が非常に悪い。また、道路については、荒れているところも

多く、歩道は穴が開いているところもある。補修用のブロックは積まれているが、直し
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ている人を見かけないし、安全対策もされていない。行政指導の下、もっと計画性を持

って対応する必要があると思う。 

 次に上下水道およびゴミ処理場の整備である。インド人すらもミネラルウォーターを

飲んでいるような状況で、大量に消費されるペットボトルの処理も気にかかる。また、

街に流れる大小の河川はひどく汚れており、悪臭が漂う中、周辺には貧困層のコミュニ

ティが多くある。現在の日本では想像もできない状況である。 

 その他にも挙げるときりがないが、現在も確実に残っているカースト制度や教育問題

等、解決するべき課題は山積していると感じた。 

 欧米の先進国と同様に、法律は整ってきているとは思うが、「仏作って魂入れず」では

ないか。まずは、国民が現状を受け入れた上で他国の良い所を吸収できるよう、政府主

導で改善されることを切に願う。 

 個人的には直近でのインド視察には抵抗もあるが、５年後あるいは 10 年後において

は、インドという国がどのように変わっていくのかを改めて見たいとも感じた。 

最後に 

 今回の研修では、大変貴重な経験をさせていただきました。研修の企画・実行にご尽

力いただいたＪＣＭ国際局の平川局長、岩井部長、在インド中にお世話になった現地の

方々にお礼を申し上げます。また、各産別からの参加者には、寝食を共にした研修期間

中に一人も脱落者が出なかったことをうれしく思いますし、有意義な時間をすごすこと

ができたことに改めて感謝申し上げます。 

ご安全に！ 

 

 

 

 

新 宅   豪 基幹労連 

日新製鋼労働組合呉

支部 執行委員 

 

はじめに 

 今回のＪＣＭ国際労働研修プログラムへ参加させていただいたことに感謝申し上げま

すとともに、企画・実行にご尽力いただいた事務局をはじめとする関係者の皆様、また

参加されたメンバーの皆様のお陰で大変有意義な研修になったことを感謝申し上げま

す。 

インドの経済情勢 

 まずインド日本商工会・日本国大使館では、主にインドの経済情勢について話を聞い

た。総人口 12.6 億人⇒2020 年には世界一、世帯年収 5,000 ドル越現在 2.6 億人⇒2015

年には４億人、2030年には総人口の５割が中間層、一方、貧困層（１日 1.25ドル未満）

も４億人と、成長を伺わすと同時に貧困層の占める割合の多さにも驚かされる。 

 また、このことは地域間格差が大きくあるという。現状で日本企業が進出している地

域は比較的貧困率が低い状況であるが、インフラ整備も整わない中で課題は大きいもの

といえる。インドは基本的に州での運用であり、中央政府が関連法を制定し州政府がこ

れを採用あるいは改正して適用するという。そうした状況で、大使館・商工会・企業と

あり、現状はそれぞれが課題を抱え、それぞれが州との交渉を行なうように聞いた。や

はり企業としては日本国としてのバックアップも必要であり、横の連携が必要というも

のは確かである。 

インドの労使関係 

 日インド金属労組交流会では、日本側・インド側それぞれのプレゼンテーションを踏

まえ交流会が行なわれた。質疑では様々な意見が出されたが、総じて労働者の思い（賃

金・福利厚生を含む労働条件）について差異は無いと感じた。しかしながら、実現に向

けた交渉・やり方について考えていくべきと思う。インドは「組織」より「個人」、個人

主義が強いという。宗教、文化、国民性などあると思うが、結果を良い方向へ導き出そ
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うとするならば組織で解決を図っていく手法を今回のような交流会で理解していただけ

れば幸いである。日本企業もインドへの進出が進んでいるが国民性を良く理解し取り組

まなければならない。ただ交流会スタートから気になったのは、時間を守れないことで

ある。交通渋滞など予測できないこともあると思うが、時間を守れないということは働

く上での会社ルールも本当に守られているのだろうか気になるところである。 

工場視察 

 今回は、「エスコーツ」と「ＪＣＢ」と見学させていただいた。特にＪＣＢでの組み立

てラインでは、安全・品質などの掲示物も多く、写真やグラフなども用いて分かりやす

くなっていた。また、従業員の祝い事はみんなでおこなったり、家族も含めて従業員サ

ービスを行なうなどコミュニケーションも図っているようである。私たちが見習うこと

も沢山あると感じた。 

最後に 

 今回の国際労働研修プログラムでは貴重な体験をさせていただいた。今回を機に国際

的な視点も持ちつつ今後の労働運動に役立てて行きたいと思う。同じ時間を過ごし共に

体験した参加者の皆様に改めて感謝申し上げます。 

 

 

 

 

村 田 智 昭 全電線 

三菱電線工業労働組

合 中央執行委員 

 

はじめに 

 今回、第７回目となるＪＣＭ国際研修プログラムに参加する機会をいただきまして、

感謝を申し上げます。また、国内研修及び海外研修のプログラム全般にわたる調整など、

大変ご尽力を賜りましたＪＣＭの平川事務局次長・岩井国際局部長に感謝申し上げると

ともに、各産別からの参加者におかれましても、有意義な時間を共有させていただいた

ことに、感謝を申し上げます。 

感想 

 現地に入り、空港からホテルに向かうバスからの景色で、夜中にもかかわらず、人の

多さと道の悪さに驚きました。20年後には、世界１位の人口になる予測もあり、今後も

内需拡大には期待するところであるため、様々な企業が参入してくるのも頷けました。 

 現地商工会議所、日本大使館の方々のお話を前もって聞かせて頂いたのは、その後の

インド側の組合役員の話を聞く前提として、大変役に立ちました。会議内容で、インド

経済状況が発展しているのにも関わらず、正規雇用と、若者の雇用が少なく、貧困問題

を抱えている現状を知り、経済成長をしていく中に様々な問題が起こっているものと感

じました。 

 交流会議では、インドの人たちが遅れ、予定時間を過ぎての開催となり、インドの交

通インフラがまだまだであるのを実感しました。質疑応答では、噛合わない一面もあり

ましたが、インド側の皆さんは、組合活動に自負を持っているように感じられ、自分も

そうなるように努力が必要であることを実感しました。 

 工場見学では、徹底された５Ｓが出来ており、社員教育についても徹底されている感

じがしました。ＪＣＢにおいては、女性についても積極的に雇用されており、また従業

員関与度アンケート調査、ファミリーｄａｙ等、労使関係について、大変参考になる内

容となりました。 

 交流会では、各産別の方々とはもちろんですが、楽しく過ごせ、インドの日常生活ス

タイル、宗教など、インドの文化について学ぶ場になり、大変有意義な時間となったこ

とに感謝します。 

最後に 

 今回、インドでの研修となりましたが、海外の人たちと、仕事をするためには、その
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国の文化・風習を理解することが、大変重要であると考えさせられました。 

 国内研修での「今後の労働組合は日本国内だけではなく、グローバル化が必要」とい

う言葉が、深く印象に残り、私にはまだまだ経験が少ないですが、今回の国際研修プロ

グラムで得た経験を大事に、今後の組合活動に活かして行きたいと思います。 

 

 

 

 

岡 部 達 也 全電線 

日立電線労働組合 中

央執行委員 

 はじめに、第７回ＪＣＭ国際労働研修プログラムの実施にあたり企画立案から運営に

わたりご尽力いただきましたＪＣＭの平川事務局次長と岩井国際局部長に感謝申し上げ

ます。私にとって、海外で行われる研修は初めてで、事前の国内研修をしていただいた

ものの十分なインドの知識、国際労働運動についての知識がなく不安と緊張が入り混じ

る研修となりましたが、参加された皆さまのおかげで大変有意義な研修になったことに

心から感謝申し上げます。 

 帰国後、会う人、会う人に｢お腹は大丈夫だったか？｣と聞かれたのが記憶に残ってい

ます。インド経験者の多くの方が、お腹を壊して帰国しているのを耳にしており、今回

の研修でお腹を壊さずに帰れたことがうれしく思います。 

 この研修では、国際労働運動を担い得る人材の育成が目的とされていましたが、自分

は今まで、海外の方との交流もなく、国際労働運動と言われても、全くイメージがわき

ませんでしたが、インドにおいて研修を進めるにつれ、インドの労働運動について学ぶ

ことが出来ました。 

以下に今回の研修内容について報告致します。 

①国内研修 

 事前の国内研修では、研修の主旨や予備知識、各種手続き等についてご指導いただき

ました。 

②現地研修 

 現地では、ニューデリーにて各組織の方々と意見交換を行いました。 

 ・インド日本人商工会との会合 

 現在のインドは、中間層が増え、市場が拡大していると経済情勢についてのトピック

ス的な話とともに、インド人労働者の特徴についてお聞きしました。インド人労働者と

日本人労働者では、考え方等の違いが多く、この違いが労働問題に発展してしまうと聞

きました。労働争議については減少しているもののストライキやロックアウトが今でも

おこっていることに驚かされました。 

・在インド日本大使館訪問 

 長期的な経済情勢等とともに、2012年７月のマルチズスキの暴動についてお聞きしま

した。そのなかで、日本企業のインド進出が、安い人件費というわけではなく、国内市

場が大きいことが魅力であることに驚かされました。インドの労使紛争については、70

～80 年代から比べれば少なくなっており、頻発しているわけではないとのことでした

が、地域的なものもあるらしく、企業がインドへ進出するには労使関係への気遣いが大

変だろうと感じ、日本の労働組合とのつながりが重要になると感じました。インドの労

働組合と交渉の方法などの様々な情報を共有できれば、過激な労使紛争は防げるのでは

ないかと考えられるので、国境を越えた労働組合のつながりの重要性を感じました。 

・日印金属労組交流会議 

 交流会議で初めてインド時間を体感しました。商工会の会合の資料でインドの方は、

時間にルーズと記載されており、会議開始の９時になっても、２～３人しか集まらず、

開始時間が遅れましたが、交流会議自体は有意義なものであったと感じました。交流会
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議においても、日本人労働者とインド人労働者の考え方の違いを強く感じました。労働

組合としての活動は、賃金の改訂や安全面の交渉など活動自体は似ているものの、イン

ド人労働者は、２～３年で職を変えるとの話を聞き、何のための労働組合なのかという

疑問が残りました。また、インドの会社は、労働組合はいらないと考えており、作ろう

とすると会社から圧力をかけられたり、場合によっては解雇や工場閉鎖されてしまうと

のことで、もっと政治的に解決しなければならないもののもあると感じました。 

 夜の懇親会では、インドの組合の方だけでなく通訳の方を含め、楽しく懇親すること

ができました。その場だけでなく、全体を通して言えることですが国際化が加速するな

かで、自分の英語力向上が必要であることを実感しました。 

・工場見学(エスコーツ) 

 この会社は、農機具や車・列車部品・工機を製造していました。会社として、品質向

上、コスト低減、ニーズへの対応の３つを一体に取組んでいるとのことでしたが、会社

の取組みとしては、日本もインドも変わらないと感じました。トラクターの製造工場を

見学しましたが、製造ラインが日本の自動車製造ラインと同じようでしたが、日本に比

べ１行程１行程に多くの人が従事していたのは驚きました。 

・工場見学(ＪＣＢ) 

 この会社は、建設重機等を製造している会社でしたが、日立系列であることから工場

見学できず、守衛の事務所で待機となりました。 

・インダストリオール南アジア地域事務所訪問 

 地域事務所の管轄やインドの労働運動の歴史について説明いただきました。 

③インド観光 

 今回は、１日、観光が盛り込まれておりましたが、インドのタージ･マハルを見学でき

たことはよかったです。その他にも、アグラ城やイスラム教の寺院を見学でき、研修の

なかに盛り込まれた観光は、いいリフレッシュにもなりました。 

④インドについて 

 インドへ渡航前には、インド経験者から個人的にはもう行きたくないと聞かされてい

ましたが、個人的には、もう一度行ってみたいと思いました。空港から出たときに霧か

な？と思ったものが砂埃だと気づき、第一印象はよくなかったものの、インドの方々と

の交流等でだんだんと印象が変わり、インド自体が楽しくなって帰国しております。ま

た、移動の街中を見ても、電線が少なかったと感じました。道路等のインフラ整備がも

っと必要であるとお聞きしたが、それに合わせて電線やケーブル関連の需要も多いのか

なと感じました。 

 最後に、今回の研修で得たものは、今後の組合活動を行っていくなかで貴重な財産に

なると考えております。また、国内の多産別の方と交流を持てたことも貴重な財産です。 

 グローバル化が加速しているなかで、世界に触れられるこの研修は非常に有意義な研

修だったと考えます。今後もこの研修が充実しながら発展することをご祈念申し上げま

す。 
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あとがき 

 

ＪＣＭ国際局 岩井伸哉 

 

 労働組合によるさまざまな国際会議では、インドからの参加者の存在感は非常に大きく感じられる。参加者１

名のみでも 10 名分発言するし、10 名いたらそれぞれが 10 名分発言するどころか、前に発言した人より多く発言

しようと頑張ってしまう姿を見ることができる。そんな皆さんはそれぞれがいろいろなことを発言するが、共通

しているのは「貧困」と「社会的格差」である。今回のインド訪問でも、道路には裸足から牛からメルセデスベ

ンツまで、あらゆる移動手段で人々は移動しているように、「貧困」と「社会的格差」を肌で感じることができた。 

 

 さて、「貧困」と「社会的格差」を測るのに便利なのがジニ係数である。このジニ係数、インドは 0.334（2005

年世銀調査）、日本は 0.381（2002 年世銀調査）、それほどの違いはないように見える。しかもこのジニ係数は０

に近づくほど格差が少ないということであるので、「日本はインドと同じくらい、またはそれ以上社会的格差が拡

大しているのか！」と驚いたり、何かの間違いじゃないかとも思ったり、でも実は日本国内の格差はすざまじい

ものがあるのかも、と思ったりしてしまう。実はこの係数の計算の前提となるデータに仕掛けがあるらしく、日

本の統計は国民所得全体を網羅しているが、インドは超ウルトラスーパー富裕層の所得のデータを取ることがで

きなかったり、超ウルトラスーパー貧困層の所得も把握できなかったりしているらしい・・・。 

 

 しかしデリーの街を歩いてみれば、格差は一目瞭然である。そこで、なぜこんなに「貧困」と「社会的格差」

が生じているのだろうかと思ったりもする。この報告書にも記載されているような労働組合の国際会議では、イ

ンド人参加者のみなさんは常々「貧困」と「社会的格差」の要因として、グローバル化やネオリベラルな経済政

策を挙げることが多い。また悪辣な多国籍企業が搾取している、という主張が繰り返される。確かにグローバル

化の負の側面ばかりが目につくし、悪辣な多国籍企業というのは、国際的に「世間一般」パブリック・イメージ

であり、得にインドでは、安全衛生の問題などを引き起こしているまさにブラック企業ととらえられている。 

 

 しかしデリーの街を歩いてみれば、近現代の貧困要因とは異なる、もっと根源的な問題が見えてくるのは自分

だけではないと思う。それを克服するには、今後もインドの人たちと一緒に考えていきたいと思う。 

 

 でも、毎回おつりをちょろまかされたり、料金表にはない数字でぷちぼったされると、くじけそうになってし

まいます。 

 

 今回、団員のみなさまには大変お世話になりました。また直前まで訪問先が決まらずにいたにも関わらず、完

璧な手配をしていただいたＪＴＢ様にも感謝申し上げます。 

  

 最後に、報告書作成が非常に遅れ申し訳ございませんでした。自戒の念を込め、お詫び申し上げます。 
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